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１．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち P8

１．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

３．豊かな体験を育み、社会に開かれた教育を推進する

２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち P38

１．郷づくりによる地域自治の推進を支援する

２．郷づくりの担い手育成と幅広い市民参加を促進する

３．さまざまな個人や団体間の共働を推進する

３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち P45

１．日常の中での健康づくりの取り組みを推進する
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５．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち P93

１．受け継がれてきた自然を守り、育てる

２．福津の環境を受け継ぐ子孫のために、地球温暖化を緩和する

３．快適な生活環境をつくる

４．環境を守るための地域共働のしくみをつくる

６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち P99

１．農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる

２．多様な産業が連携し、地産地消を促進する

３．起業・継業促進と事業所誘致で、働く場を増やす

７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち P106

１．国内外の人が何度も訪れたくなる魅力を磨く

２．観光拠点を整備し、観光消費額を拡大する

３．ブランドの構築や管理、販売促進のための活動を強化する

８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方 P116

○ まちづくり基本構想　７つのテーマ別事業費 P131
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ページ 事業名 担当

8 障害児保育補助事業 こども家庭部こども課子育て支援係 1 - 1

9 私立保育所・管外保育所保育委託事業 こども家庭部こども課子育て支援係 1 - 1

10 認定こども園運営事業 こども家庭部こども課子育て支援係 1 - 1

11 家庭児童相談室運営事業 こども家庭部こども課家庭児童相談係 1 - 1

12 こどもの居場所づくり補助事業 こども家庭部こども課こどもの国推進係 1 - 1

13 児童センター事業 こども家庭部こども課こどもの国推進係 1 - 1

14 発達支援事業 こども家庭部こども課こどもの国推進係 1 - 1

15 スクールカウンセラー配置事業 教育部学校教育課教育指導係 1 - 1

16 スクールソーシャルワーカー配置事業 教育部学校教育課教育指導係 1 - 1

17 部活動指導員配置事業 教育部学校教育課教育指導係 1 - 1

18 特別支援教育支援員配置事業 教育部学校教育課教育指導係 1 - 1

19 福間小学校整備改修事業 教育部教育総務課教育施設係 1 - 1

20 福間南小学校整備改修事業 教育部教育総務課教育施設係 1 - 1

21 小学校照明設備改修事業 教育部教育総務課教育施設係 1 - 1

22 小学校トイレ洋式化事業 教育部教育総務課教育施設係 1 - 1

23 福間中学校整備改修事業 教育部教育総務課教育施設係 1 - 1

24 津屋崎中学校整備改修事業 教育部教育総務課教育施設係 1 - 1

25 中学校トイレ洋式化事業 教育部教育総務課教育施設係 1 - 1

26 新設小学校建設事業 教育部教育総務課学校建設準備係 1 - 1

27 子ども・子育て支援事業計画事業 こども家庭部こども課子育て支援係 1 - 1

28 病児保育事業 こども家庭部こども課子育て支援係 1 - 2

29 医療的ケア児保育支援事業 こども家庭部こども課子育て支援係 1 - 2

30 学童保育所管理運営事業 こども家庭部こども課こどもの国推進係 1 - 2

31 地域子育て支援センター事業 こども家庭部こども課こどもの国推進係 1 - 2

32 ファミリー・サポート・センター事業 こども家庭部こども課こどもの国推進係 1 - 2

33 育児相談事業 こども家庭部子育て世代包括支援課保健指導係 1 - 2

34 子育て世代包括支援センター事業 こども家庭部子育て世代包括支援課子育て世代包括支援係 1 - 2

35 産後ケア事業 こども家庭部子育て世代包括支援課子育て世代包括支援係 1 - 2

36 産前・産後サポート事業 こども家庭部子育て世代包括支援課子育て世代包括支援係 1 - 2

37 地域学校協働活動事業 教育部学校教育課教育指導係 1 - 3

38 防犯灯ＬＥＤ化支援事業 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係 2 - 1

39 郷づくり交付金事業 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係 2 - 1

40 郷づくり活動拠点維持管理事業 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係 2 - 1

41 郷づくり活動拠点改修事業 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係 2 - 1

42 共働推進事業 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係 2 - 2

43 住みよいまちづくり推進企画活動補助事業 市民共働部地域コミュニティ課市民共働推進係 2 - 3

44 中間支援機能構築事業 市民共働部地域コミュニティ課市民共働推進係 2 - 3

45 被保護者健康管理支援事業 健康福祉部福祉課生活支援係 3 - 1

46 すまいるパワーアップ事業 健康福祉部高齢者サービス課高齢者福祉係 3 - 1

47 がん検診推進事業 健康福祉部いきいき健康課健康づくり係 3 - 1

48 ふくとぴあ施設整備事業 健康福祉部いきいき健康課健康づくり係 3 - 1

基本方針
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ページ 事業名 担当 基本方針

49 図書館改修事業 教育部郷育推進課図書館管理係 3 - 2

50 出前講座実施事業 教育部郷育推進課郷育係 3 - 2

51 カレッジ講座運営事業 教育部郷育推進課郷育係 3 - 2

52 文化財補助金事業 教育部郷育推進課スポーツ文化振興係 3 - 2

53 アンビシャス広場推進事業 教育部郷育推進課青少年活躍推進係 3 - 2

54 親子野外活動支援事業 教育部郷育推進課青少年活躍推進係 3 - 2

55 公民館類似施設新築等補助事業 教育部郷育推進課公民館係 3 - 2

56 中央公民館管理運営費 教育部郷育推進課公民館係 3 - 2

57 わかたけ広場管理運営事業 教育部郷育推進課公民館係 3 - 2

58 人権講演会事業 市民生活部人権政策課人権啓発・市民相談係 3 - 3

59 男女共同参画推進事業 市民生活部男女共同参画推進室男女共同参画係 3 - 3

60 就労支援職業カウンセリング事業 健康福祉部福祉課生活支援係 3 - 3

61 手話奉仕員養成研修事業 健康福祉部福祉課障がい福祉係 3 - 3

62 基幹相談支援センター事業 健康福祉部福祉課障がい福祉係 3 - 3

63 障害者成年後見制度利用支援事業 健康福祉部福祉課障がい福祉係 3 - 3

64 障害者ふれあい事業 健康福祉部福祉課障がい福祉係 3 - 3

65 認知症サポーター育成事業 健康福祉部高齢者サービス課高齢者福祉係 3 - 3

66 整備推進事業 健康福祉部高齢者サービス課高齢者福祉係 3 - 3

67 消防団活動支援事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 - 1

68 ポンプ操法大会事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 - 1

69 消防格納庫整備事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 - 1

70 地域防災行政無線整備事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 - 1

71 防災事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 - 1

72 農村地域防災減災事業 経済産業部農林水産課農業政策係 4 - 1

73 ブロック塀等撤去費補助事業 都市整備部都市計画課開発建築係 4 - 1

74 地域交通体系協議会事業 都市整備部都市計画課都市政策係 4 - 2

75 コミュニティバス運行委託事業 都市整備部都市計画課都市政策係 4 - 2

76 バス運行補助事業 都市整備部都市計画課都市政策係 4 - 2

77 東福間駅周辺地域団地再生事業 都市整備部都市計画課都市政策係 4 - 2

78 空家対策事業 都市整備部都市計画課開発建築係 4 - 2

79 通学路交通安全対策事業 都市整備部建設課建設係 4 - 2

80 狭あい道路整備促進事業 都市整備部建設課建設係 4 - 2

81 津丸踏切改良事業 都市整備部建設課建設係 4 - 2

82 橋梁長寿命化修繕事業 都市整備部建設課建設係 4 - 2

83 福間駅前線整備事業（県営事業） 都市整備部建設課建設係 4 - 2

84 大規模公園改修事業 都市整備部建設課建設係 4 - 2

85 市道維持事業 都市整備部建設課維持管理係 4 - 2

86 道路ストック修繕更新事業 都市整備部建設課維持管理係 4 - 2

87 河川維持管理事業 都市整備部建設課維持管理係 4 - 2

88 ＪＲ福間駅周辺施設維持管理事業費 都市整備部建設課維持管理係 4 - 2

89 公園改修事業 都市整備部建設課維持管理係 4 - 2
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ページ 事業名 担当 基本方針

90 雨水浸水対策事業 都市整備部下水道課施設係 4 - 2

91 防犯防災等啓発事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 - 3

92 交通安全対策事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 - 3

93 古墳公園史跡等購入事業 教育部文化財課史跡整備係 5 - 1

94 津屋崎古墳群保存整備事業 教育部文化財課史跡整備係 5 - 1

95 粗大ごみ収集事業 市民共働部うみがめ課資源リサイクル係 5 - 2

96 公共エリア環境づくり事業 市民共働部うみがめ課資源リサイクル係 5 - 3

97 し尿処理施設整備事業 市民共働部うみがめ課清掃対策係 5 - 3

98 環境フォーラム開催事業 市民共働部うみがめ課環境づくり係 5 - 4

99 活力ある高収益型園芸産地育成事業 経済産業部農林水産課農業政策係 6 - 1

100 新規就農者育成総合対策事業 経済産業部農林水産課農業政策係 6 - 1

101 高収益作物導入支援事業 経済産業部農林水産課農業政策係 6 - 1

102 県営ため池整備負担事業 経済産業部農林水産課農業政策係 6 - 1

103 産品消費拡大・販売促進事業 経済産業部商工振興課物産振興係 6 - 1

104 水産振興補助事業 経済産業部農林水産課水産林業政策係 6 - 2

105 創業支援事業 経済産業部商工振興課商工振興係 6 - 3

106 世界遺産保存活用事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 1

107 観光地域づくり法人（ＤＭＯ）事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 1

108 海岸清掃事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 1

109 観光協会補助事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 1

110 世界遺産保存活用事業 教育部文化財課世界遺産係 7 - 1

111 まちおこしセンター管理運営事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 2

112 藍の家改修事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 2

113 津屋崎地区観光施設整備事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 2

114 行政・観光情報ステーション施設総務費 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 2

115 新たな魅力開発発信事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 - 3

116 職員研修事業 総務部人事秘書課人事係 8 - 0

117 広報紙発行事業 総務部人事秘書課広報広聴係 8 - 0

118 ＬＩＮＥ運営事業 総務部人事秘書課広報広聴係 8 - 0

119 公式ホームページ運営事業 総務部人事秘書課広報広聴係 8 - 0

120 庁舎改修事業 総務部管財課管財係 8 - 0

121 公共施設包括管理事業 総務部管財課公共施設マネジメント係 8 - 0

122 行政評価推進事業 経営企画部経営戦略課経営戦略係 8 - 0

123 地方創生促進事業 経営企画部経営戦略課経営戦略係 8 - 0

124 企業版ふるさと納税促進事業 経営企画部経営戦略課企画係 8 - 0

125 基幹系システム更新事業 経営企画部情報化推進課情報化推進係 8 - 0

126 戸籍システム更新事業 経営企画部情報化推進課情報化推進係 8 - 0

127 健康管理システム更新事業 経営企画部情報化推進課情報化推進係 8 - 0

128 市民窓口改善事業 市民生活部市民課市民係 8 - 0

129 納骨堂建替事業 健康福祉部福祉課福祉総務係 8 - 0

130 共働のふるさと寄附金促進事業 経済産業部商工振興課物産振興係 8 - 0
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事務事業評価シートの記載内容

●●●事業 単位：円

大事業 担当

翌年度
繰越額

不用額
国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

基本
構想

テーマ別目標像

基本方針

分野別計画等

一般会計 （款） （項） （目）

一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

目標値 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

事業の達成度を測る指標
指標① 指標② 指標③

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

【事後】課題 【事後】成果

実績 実績 実績

課題に対する改善・改革案

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

　主要施策成果報告書（事務事業評価）は、事業の内容、課題、成果に焦点を当てて作成して
います。対象事業は、まちづくり基本構想における基本方針（＝施策）の実現に寄与するもの
を中心に選定しました。
　今回選定された事業は、事務事業評価として自己評価を行い、行政評価におけるＰＤＣＡサ
イクルのＰ(プラン)の時点で各事業の「事業実施前の課題」と「事業の実施により見込まれる
成果」を明確にし、指標を数値化していたものを、決算時にＣ(チェック：検証)と課題に対す
るＡ(アクション：改善・改革案)の作成を行っております。

基本構想：「福津市まちづくり基本構想」における分類です

款・項・目：決算書の参照先です

大事業名：決算書に◆印をつけて記載されています

【事前】課題：

事業実施の前段階での課題です

【事後】課題：

事業を実施した後での課題です

指標：

令和6年度中にめざす指標及びその実績を、客観的に数値で表しています

【事前】成果：

事業の実施前に見込まれる成果です

【事後】成果：

事業を実施した成果です。事業実施

前と比較してどうだったか振り返ります

【課題に対する改善・改革案：

事前の課題や見込まれる成果に対し、事後に得られた成果を

検証し作成した改善・改革案
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3 2 3

課題に対する改善・改革案

　人材確保の支援を継続して行います。また、公立大和保育所で培われたノウハウの継承のため、公開保育や
相談受付なども継続します。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 障害児保育事業補助金 44,444,035

【事後】課題 【事後】成果

実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

実績

　事前課題のとおり、加配保育士等の配置が困難な園
があり、すべての私立園へ補助金を交付することはで
きませんでした。

　認可保育所7園、認定こども園2園で受入している障
がい児104名に対し、48名(月延べ435名)の加配保育士
等を配置することができ、各園の保育士の負担軽減を
図ることができました。

104名 実績 48名

　全国的な保育士不足の状況もあり、加配保育士の配
置が困難な園があります。また、なんらかの発達障が
いが疑われるいわゆるグレーゾーンの児童については
保護者の理解を得ることが難しい場合もあり、保護者
対応への助言が必要です。

　加配保育士等を配置することにより、保育士の負担
軽減を図るとともに保育の質を担保します。
　各施設が安心して障がい児の受け入れが可能となり
ます。
　保育の必要なこどもが、障がいの有無に関わらず、
保育所に入所することができます。

80名 目標値 40名 目標値目標値

69,436,000 44,444,035

障がい児受入数 指標②

　保育に欠ける障がい児に対し、加配保育士等を配置して、保育の実施を行う私立保育所に対し、事業の運営
に係る補助金を交付します。
　障がい児2人につき、加配保育士等1人配置を基準とし、加配保育士1人あたり　補助基準額：月額7,985円×
25日×1/2
対象児童は、軽度障がい児を含む
【3月補正】補助基準額見直し　7,985円→9,033円

加配保育士等数 指標③指標①

事業の達成度を測る指標

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

24,991,96544,444,035

一般財源
翌年度
繰越額

不用額予算現額 決算額
財源内訳

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

基本
構想

１．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

１．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

福津市子ども・子育て支援事業計画

民生費 児童福祉費 保育園費

分野別計画等

基本方針

テーマ別目標像

障害児保育補助事業
単位：円

担当 こども家庭部こども課子育て支援係

一般会計 （款）

大事業 保育一般管理費

（項） （目）
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　ソフト面での支援を継続し、保育士の確保や負担軽減を行っていけるよう取り組んでいきます。それにより
実質の受け入れ可能児童数を増加させることで待機児童を減少させていきたいと考えています。

委託料 私立保育所運営委託料 1,877,783,930

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　保育を必要とするこどもの充実した養育環境を確保
するとともに、国の基準により適正な施設型給付費を
支給できるよう、各施設の保育の実施状況や運営管理
体制等を的確に把握する必要があります。

　保護者の就労や疾病などで保育を必要とする就学前
児童の保育所入所により、児童の健やかな養育を図り
ます。

【事後】課題 【事後】成果

　3月時点で法定待機児童が53名発生しています。ま
た、特定園希望などの法定外待機児童を含めると、415
名が入所できていません。保育士不足から定員まで入
所受入できていない園があります。

　3月時点で私立保育所・地域型保育事業で市内施設
1,405名、市外施設8名の児童を受入しました。保護者
の就労や疾病などで保育を必要とする児童の健やかな
養育を図りました。

課題に対する改善・改革案

実績 1,413名 実績 実績

指標③

目標値 1,468名 目標値 目標値

956,341,207 371,461,301

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　認可保育所、地域型保育施設（小規模保育所、事業所内保育所）に保育を必要とする子どもの保育の実施を
委託し、国の基準により算定した委託料又は施設型給付費を支給します。（認可保育所：11園※分園含む、地
域型保育施設：9園、市外の認可保育所へ広域入所）

事業の達成度を測る指標

指標① 入所児童数 指標②

162,459,840 387,521,582 31,628,0701,909,412,000 1,877,783,930

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

私立保育所・管外保育所保育委託事業
単位：円

大事業 私立保育所・管外保育所保育委託事業費 担当 こども家庭部こども課子育て支援係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） 保育園費
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償還金・利子及び割引料 子どものための教育・保育給付費県費補助金返還金 1,424,573

　ソフト面での支援を継続し、保育士の確保や負担軽減を行っていけるよう取り組んでいきます。それにより
実質の受け入れ可能児童数を増加させることで待機児童を減少させていきたいと考えています。

委託料 認定こども園運営委託料 666,546,876

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　こどもの充実した養育・教育環境を確保するととも
に、国の基準により適正な施設型給付費を支給できる
よう、各施設の保育・教育の実施状況や運営管理体制
等を的確に把握する必要があります。

　学校教育・保育の一体的な提供、地域の子育て家庭
を支援することにより、児童の健やかな育成を図りま
す。

【事後】課題 【事後】成果

　3月時点で法定待機児童が53名発生しています。ま
た、特定園希望などの法定外待機児童を含めると、415
名が入所できていません。保育士不足から定員まで入
所受入できていない園があります。

　3月時点で認定こども園で市内施設624名（保育園部
207名、幼稚園部417名）、市外施設198名（幼稚園部）
の児童を受入しました。学校教育・保育の一体的な提
供、地域の子育て家庭への支援を行い、児童の健やか
な養育を図りました。

課題に対する改善・改革案

実績 822名 実績 実績

指標③

目標値 762名 目標値 目標値

287,930,820 188,796,457

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　認定こども園（保育認定を受けたこどもと教育認定を受けたこどもが入所できる施設）に対し、国の基準に
より算定した施設型給付費を支給します。
■市内の認定こども園：幼稚園型3園　　■市外の認定こども園へ広域入所

事業の達成度を測る指標

指標① 入所児童数 指標②

191,244,172 51,268,551719,240,000 667,971,449

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

認定こども園運営事業
単位：円

大事業 認定こども園運営事業費 担当 こども家庭部こども課子育て支援係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） 保育園費
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旅費 普通旅費 20,000

旅費 会計年度任用職員費用弁償 48,160

報償費 指導者謝金 15,000

旅費 会計年度任用職員費用弁償（人事秘書課） 73,200 公課費 自動車重量税 5,000

共済費 雇用保険料（人事秘書課） 147,050 役務費 自動車損害共済保険料 30,702

共済費 厚生年金保険料（人事秘書課） 1,484,607 役務費 車検手数料 13,700

共済費 共済組合負担金（人事秘書課） 1,102,665 需用費 車両修繕料 109,868

職員手当等 勤勉手当（人事秘書課） 1,925,429 需用費 事務用品費 24,200

職員手当等 期末手当（人事秘書課） 2,291,369 需用費 消耗品費 174,000

　児童福祉部門と母子保健部門をつなぐ役割の統括支援員を中心として、各部門の業務や支援内容の分担を明
確化していきます。

報酬 会計年度任用職報酬（人事秘書課） 8,594,630 旅費 研修旅費 13,700

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　こども家庭総合支援拠点として、関係各所との連携
を図り、児童虐待防止活動に取り組んでいますが、こ
ども家庭センターへ向けて更なる強化が必要です。多
様化する相談内容には専門性の強化や、相談員がスキ
ルアップし、より良い支援を行うことに課題を感じて
います。また、研修や啓発活動をより充実させ、児童
虐待の発生予防、早期発見につなげる必要がありま
す。

　家庭における適正な児童養育、その他家庭児童福祉
の向上並びにひとり親家庭、寡婦及び寡夫の自立を支
援し、相談者の子育てに関する問題解決を図ります。

【事後】課題 【事後】成果

　こども家庭センターとして組織化したことで、より
スムーズに母子保健部門との連携ができるようになり
ましたが、より良い支援を行うために、児童福祉部門
と母子保健部門の役割分担を明確化していくことが今
後の課題です。

　こども家庭センターとして組織化し、よりスムーズ
に母子保健部門との連携ができるようになりました。
また、こども家庭センターとして研修を多く開催し、
相談員のスキルアップを図りました。

課題に対する改善・改革案

実績 63.30% 実績 10回 実績

指標③

目標値 30% 目標値 9回 目標値

8,276,000 2,069,000

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　こども自身やその保護者等から、こどもに関する心配や悩みの相談を受け、関係機関と連携し早期に効果的
な問題解決のための支援及び援助を行います。面談、電話で相談を受け、必要に応じて家庭訪問を行い、親子
の心身の状況や養育環境等を把握し、支援が必要な家庭に対しては助言や適切なサービスの提供につなげると
ともに、虐待を防止します。また、要保護児童対策地域協議会の調整機関として、情報収集や連携を行いま
す。

事業の達成度を測る指標

指標① 相談・対応支援における年度内終結割合 指標② 要保護児童対策地域協議会開催

5,728,280 1,324,72017,398,000 16,073,280

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

家庭児童相談室運営事業
単位：円

大事業 相談体制整備事業費 担当 こども家庭部こども課家庭児童相談係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） 児童福祉総務費
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　こどもの居場所づくりを地域の中で定着させていくために、こどもの居場所の活動を多くの人に知ってもら
えるように事業の周知に努めます。

負担金・補助及び交付金 こどもの居場所づくり補助金 168,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　貧困等の家庭環境により、こども達が食事や教育の
機会を損なわれることのないように、社会全体がこど
もの居場所づくりに取り組む必要があります。

　地域団体等に対して、こどもの居場所づくりの取り
組みに関する運営費や開設費を補助することにより、
地域全体が主体的にこどもの居場所を作り出す環境を
醸成します。令和6年度は、3団体を想定しています。

【事後】課題 【事後】成果

　今回初めての補助事業実施となりました。市の公式
ホームページ等を活用し周知しましたが、申請件数が
目標値を下回る結果となりました。

　補助金交付事業に2団体の申請がありました。新たな
こどもの居場所として体験活動が新設され、また、運
営費補助により活動の頻度が増したことで，こどもの
居場所が地域の中で定着していくことにつながりまし
た。

課題に対する改善・改革案

実績 2 実績 1 実績

指標③

目標値 3 目標値 1 目標値

112,000

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　令和5年4月に施行されたこども基本法において、国はこども家庭庁を設置し、こども政策を総合的に推進す
るため、政府全体のこども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」を策定しました。「こども大綱」
は、従来の「少子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」及び「子供の貧困対策に関する大綱」
を一つに束ね、こども施策を総合的かつ一体的に進めることを目的としており、こども家庭庁は、その施策の
一つとして、市町村に対して、こども大綱を踏まえた、こどもの居場所づくりを求めています。
　本市では、こども達が安心して健やかに育つことができるための居場所づくりの推進を目的として、こども
食堂や学習支援の場所を提供する地域団体等が行う取組を支援するための補助事業を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① こどもの居場所づくりに取り組む団体数（補助対象団体数） 指標② こどもの居場所づくり事業補助金要綱の策定数

56,000 492,000660,000 168,000

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

こどもの居場所づくり補助事業
単位：円

大事業 こどもの居場所づくり事業費 担当 こども家庭部こども課こどもの国推進係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） 児童福祉総務費
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需用費 消耗品費 137,943

報償費 講師謝金 38,000

旅費 会計年度任用職員費用弁償（人事秘書課） 162,900

共済費 労災保険料（人事秘書課） 29,293

共済費 雇用保険料（人事秘書課） 28,900

共済費 厚生年金保険料（人事秘書課） 303,464

共済費 共済組合負担金（人事秘書課） 207,412

職員手当等 勤勉手当（人事秘書課） 416,615

職員手当等 期末手当（人事秘書課） 495,914

　FUCSTA倶楽部の活動内容及び参加の方法等を整理し、こどもが主体的に参加したくなるように倶楽部の在り
方を再考していきます。

報酬 会計年度任用職報酬（人事秘書課） 10,936,704

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　FUCSTA倶楽部は、コロナウイルス感染症拡大の影響
により、一時的に活動を中断していましたが、制限を
設ける形で徐々に再開しています。こども達の自主性
をより一層育成できるように、状況に応じて活動を広
げていく必要があります。

　こども達が自ら考え、企画し、実施する場を提供す
ることで、こども達の自主性を育むことができます。

【事後】課題 【事後】成果

　体験教室への参加は好評でしたが、利用者である中
高生のFUCSTA倶楽部への自主的な参加は2名のみでし
た。今後は、倶楽部への参加者を増やし、こども達が
自主的に参加したくなるような活動の場としての
FUCSTA倶楽部の充実を図っていく必要があります。

　FUCSTA倶楽部の活動を通して、こどもが主体的に企
画・運営に参加したことで、達成感を得る機会となり
ました。そのことはこどもの自主性を育む糧となりま
した。また、自ら興味を持ち体験教室へ参加したこど
も達は、学びや遊びの楽しさを知り、主体的に行動す
る喜びへとつながりました。

課題に対する改善・改革案

実績 6回 実績 98人 実績

指標③

目標値 6回 目標値 120人 目標値

10,161,000

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市内の小中高生の居場所である児童センターフクスタで、こども達の自主性を育み、人材を育成するため
に、FUCSTA倶楽部を組織し、利用者である小中高生が主体となり、各種事業等を企画・実施します。FUCSTA倶
楽部の活動として、コロナ禍前は、大人数を集めたイベントを企画・実施していましたが、コロナウイルス感
染症拡大の影響により、一時的に活動を中断、現在は定員を設けた体験教室の開催、音楽レッスン会の企画な
ど、徐々に活動を再開しています。
本事業実施のために、指導員やこどもの見守りスタッフとして会計年度任用職員を配置します。

事業の達成度を測る指標

指標① FUCSTA倶楽部行事開催数 指標② FUCSTA倶楽部活動参加者数

2,596,145 1,374,85514,132,000 12,757,145

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

児童センター事業
単位：円

大事業 児童センター事業費 担当 こども家庭部こども課こどもの国推進係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） ＦＵＣＳＴＡ（フクスタ）事業費
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3 2 7

委託料 発達支援事業委託料 33,268,400

役務費 通信運搬費 128,677

【事後】課題 【事後】成果

需用費 事務機器修繕料 24,022

需用費 管理用品費 3,000

　委託元の子育て世代包括支援課と発達支援センター
が物理的に離れた場所にあるため、委託前に比べ決裁
文書や医療機関等への文書送付等に時間を要すること
がありました。また、未就学児については子育て世代
包括支援課、学童保育所についてはこども課、学齢期
の児童生徒については学校（教育委員会）の所管とな
る等、こどもの年齢によって関係部署がまたがるた
め、こどもの年齢に応じた各関係機関との丁寧な連携
が必要です。

　発達支援センター担当部署がこども課から子育て世
代包括支援課に移管されたことで、保健師や保育士と
の連携が、よりとりやすくなりました。また、委託先
が様々な職種の職員を起用することで、業務を幅広く
丁寧に行うことができました。電話や対面での相談対
応件数は1,962件、保育園や学童、学校訪問は136回実
施することができました。

課題に対する改善・改革案

　文書のデータ化や定期的な受け渡しの実施等、委託事業者との事務の効率化を図ります。庁内外の関係機関
と定期的に情報共有を図る等により、こどもの年齢に応じた各関係機関との丁寧な連携を行っていきます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容

需用費 事務用品費 11,000

金額

需用費 消耗品費 5,000

報償費 指導者謝金 140,000

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

 心身の発達に遅れや不安のある乳幼児と保護者、社会性に課題を持つ小中学生と保護者を対象に、小集団活
動、個別指導、学校・園等訪問により助言、指導を行います。事業については業務委託により実施します。業
務内容は以下のとおりです。
①発達の遅れや不安のあるこどもと保護者への個別相談、構音訓練等。
②関係機関（幼稚園、保育施設、学校、学童保育所等）訪問、関係機関への相談・助言、連絡調整等。
③乳幼児健診からのフォロー、経過観察、療育事業等への移行。
④ほっとタイム事業：発達の遅れや不安のあるこどもへの段階的支援を目的とした集団保育。
⑤スマイルクラブ事業：発達支援が必要な未就学児への小集団活動による指導や個別指導等。

事業の達成度を測る指標

指標① 発達支援事業の業務委託契約数 指標②

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　発達支援事業に関する業務委託により、人件費等の
経費や業務の効率化を図ります。市の各担当部署との
連携による子育て世帯に対する包括的な相談支援の体
制強化が課題となっています。

　令和6年度より、発達支援事業を一括して業務委託する
ことにより、経費や業務の効率化を行うことができま
す。
　業務委託後は、母子保健事業を担当する子育て世代包
括支援課に事業を移管することを予定しており、「発
達」と「発育」の相談窓口を一つの課で担当するため、
子育て世帯に対する包括的な相談支援の体制が強化され
ます。

実績 1 実績 実績

指標③

目標値 1 目標値 目標値

予算現額

33,600,000 33,580,099 1,450,000 743,000 24,965,000 19,901

決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

一般財源

6,422,099

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

発達支援センター事業費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

発達支援事業
単位：円

大事業 発達支援センター事業費 担当 こども家庭部子育て世代包括支援課子育て世代包括支援係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目）

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画
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10 1 2

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 会計年度任用職員費用弁償（人事秘書課） 112,000

報酬 会計年度任用職報酬（人事秘書課） 3,304,125

共済費 労災保険料（人事秘書課） 9,350

課題に対する改善・改革案

　不登校児童生徒の増加のため、十分な継続的支援を行えていないという現状があります。そのため、不登校
児童生徒や保護者への継続的支援に向けスクールカウンセラーの体制強化を図る必要があります。

　いじめや不登校など学校生活での困り感を感じる児
童生徒や保護者は増加傾向にあります。

　スクールカウンセラーの相談により、困り感を感じ
る指導生徒や保護者の悩みなどの軽減につながりま
す。

1,594.75時間 目標値 605.5時間

実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

実績

　スクールカウンセラーを中学校ブロックに1名ずつ配
置をしていますが、不登校児童生徒の増加に伴い、困
り感を感じている児童生徒や保護者のニーズが増加し
ており、勤務時間も短いことから継続的な支援が難し
くなっています。

　スクールカウンセラーの相談により、困り感を感じ
る児童生徒や保護者の悩みなどの軽減につながってい
ます。

2,015.25時間 実績 597.75時間

事業費の内訳

指標①

事業の達成度を測る指標

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

3,468,000 3,425,475

スクールカウンセラー総配置時間 指標②

　スクールカウンセラーを配置し教育相談に応じる事業です。
　スクールカウンセラーは、県から3中学校に1名ずつ派遣されています。福間中学校には週8時間配置されてい
ますが、福間東中学校と津屋崎中学校は週4時間しか配置されていないため、市費で同じ人を時間を追加して配
置します。小学校にあっては、更に1名を巡回型として配置します。

スクールカウンセラー市費配置時間

42,5252,728,000 697,475

指標③

【事後】課題 【事後】成果

目標値目標値

一般財源
翌年度
繰越額

不用額予算現額 決算額
財源内訳

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

大事業 教育相談事業費

（項）

スクールカウンセラー配置事業
単位：円

担当 教育部学校教育課教育指導係

教育費 教育総務費 事務局費

分野別計画等

基本方針

テーマ別目標像

（目）

基本
構想

１．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

１．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款）
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10 1 2

需用費 事務用品費 29,987

役務費 通信運搬費 144,463

旅費 会計年度任用職員費用弁償（人事秘書課） 72,200

旅費 会計年度任用職員費用弁償 13,060

共済費 労災保険料（人事秘書課） 30,600

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報酬 会計年度任用職報酬（人事秘書課） 11,440,000

実績 3人 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　不登校や児童虐待など、様々な支援を要する児童生
徒は増加しています。保護者への支援が必要なケース
も多くなっています。

　スクールソーシャルワーカーの配置により、児童生
徒、学校、家庭及び関係機関などの、児童生徒を取り
巻く社会資源の連携が強化されます。

【事後】課題 【事後】成果

　不登校児童生徒が増加しており、全国平均を上回る
数値となっています。また、児童生徒のみならず、保
護者への支援が必要なケースも多くなっており、ス
クールソーシャルワーカー3名による対応が難しくなっ
てきています。

　スクールソーシャルワーカーを中学校ブロックごと
に1名ずつ配置していることにより、児童生徒、学校、
家庭及び関係機関などの、児童生徒を取り巻く社会資
源の連携が強化され、全く外部とつながれない児童生
徒や保護者を減らすことができています。

課題に対する改善・改革案

　不登校児童生徒の増加のため、スクールソーシャルワーカー3名では、きめ細やかな支援や継続的な関わり、
完全不登校児童生徒の外部とのつながりの確保が難しくなってきており、特に過大規模校を抱えている福間中
学校区については、スクールソーシャルワーカーの体制整備が急務となっています。また、不登校児童生徒が
外部とつながる場として、市の関係施設の活用なども検討する必要があります。

11,842,000 11,730,310 2,288,000 466,000 7,123,000 1,853,310

目標値 3人 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　不登校、暴力行為、児童虐待等の問題を抱える児童生徒の環境を改善し、教育を保障するため、スクール
ソーシャルワーカーを配置し、関係機関と連携して、問題解決を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標① スクールソーシャルワーカー配置数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

111,690

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

スクールソーシャルワーカー配置事業
単位：円

大事業 教育相談事業費 担当 教育部学校教育課教育指導係

事務局費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 教育総務費 （目）

分野別計画等
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10 1 2

旅費 会計年度任用職員費用弁償（人事秘書課） 19,000

共済費 労災保険料（人事秘書課） 5,100

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報酬 会計年度任用職報酬（人事秘書課） 1,382,290

実績 7人 実績 245回 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　部活動指導体制の充実及び教職員の負担の軽減を図
る必要があります。

　部活動の指導体制が充実するとともに、教職員の負
担の軽減が図られます。

【事後】課題 【事後】成果

　部活動指導員に求められる資質や人員の確保が課題
となっています。

　部活動指導員の専門性を生かして、部活動の資質向
上をすることができています。また、教職員の負担の
軽減にもつながっています。

課題に対する改善・改革案

　市が指導員に求められる資質等の要件を定め指導員として認定することや、定期的な指導員研修等を検討し
ていきます。また、コーディネーターを中心に指導員の発掘や情報収集を組織的に行い、指導員バンク等の構
築についても検討していきます。

1,855,000 1,406,390 784,000 622,390

目標値 9人 目標値 315回 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　教職員の働き方改革と部活動の資質向上を目的に、部活動指導員を配置します。

事業の達成度を測る指標

指標① 部活動指導員 指標② 部活動指導員の指導回数 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

448,610

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

部活動指導員配置事業
単位：円

大事業 部活動指導員配置事業 担当 教育部学校教育課教育指導係

事務局費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 教育総務費 （目）

分野別計画等 福津市教育総合計画
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10 1 2

旅費 普通旅費 9,620

旅費 会計年度任用職員費用弁償（人事秘書課） 1,803,190

旅費 会計年度任用職員費用弁償 16,160

共済費 労災保険料（人事秘書課） 161,732

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報酬 会計年度任用職報酬（人事秘書課） 61,258,621

実績 59人 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　特別な支援を要する児童生徒が増加しており、学級
内で担任の指導だけでは、目が行き届かず、安全かつ
きめ細やかな支援が非常に困難な状況です。

　小・中学校において障がいのある児童生徒等、特別
な支援を必要とする児童生徒に対して、きめ細かな支
援のサポートができるようになり、より安定した学校
生活を送れるようになります。また、飛び出しや衝動
的な行動等、多くの目で見守ることにより、未然にト
ラブル等を防ぐことができ、かつ教職員の負担軽減に
よる授業の効率化も期待できます。

【事後】課題 【事後】成果

　特別な支援を要する児童生徒が年々増加しており、
増加する児童生徒に対しても、安全かつきめ細やかな
支援が必要となります。

　市が支援員を、各校に一定数配置することで、小・
中学校において障がいのある児童生徒や特別な支援を
必要とする児童生徒等に対して、きめ細かな支援がで
きるようになってきています。また、飛び出しや衝動
的な行動等、多くの目で見守ることにより、未然に一
定のトラブル等を防ぐことができています。

課題に対する改善・改革案

　特別な支援を要する児童生徒が年々増加しているため、支援員の体制整備を検討していきます。

64,712,000 63,249,323 63,249,323

目標値 59人 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　特別な支援を要する児童生徒に対する支援を行うため、特別支援教育支援員を配置します。

事業の達成度を測る指標

指標① 特別支援教育支援員 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

1,462,677

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

特別支援教育支援員配置事業
単位：円

大事業 特別支援教育事業費 担当 教育部学校教育課教育指導係

事務局費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 教育総務費 （目）

分野別計画等 福津市教育総合計画
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10 2 3一般会計 （款） 教育費 （項） 小学校費 （目） 学校建設費

福間小学校整備改修事業
単位：円

大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

福津市教育総合計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

校舎賃貸借数

110,854,000 110,787,600

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1 実績 1

110,787,600

実績

指標③

目標値 1 目標値 1 目標値

66,400

指標② 工事及び業務の実施数

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　福間小学校の過大規模緩和への対応として宮司地区に分離新設校を建設することとしていますが、新設小学
校の開校を目指している令和9年度までの間においても、福間小学校の児童数は増加を続け教室等が不足するた
め、仮設のリース校舎を整備し、教室不足の解消・学習環境の確保を図ります。
【12月補正】
　令和6年10月1日調査において、令和7年度の特別支援学級数が増加することが見込まれたため、既存施設を改
修して教室不足への対応を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　過大規模校である福間小学校では、児童の教育活動
が制約されています。新設小学校が開校されるまでの
間も教育環境の保全に努めていく必要があります。児
童数の変化や施設の老朽化等の諸課題について、対応
策を見出しながら、活動スペースを確保していく必要
があります。

　児童数増加への対策の一つとして設置したリース校
舎を、適切に維持管理することで、必要となる教室の
確保を図ることができました。また、既存教室を改修
することで、令和7年度における特別支援教室の必要数
を確保することができました。

課題に対する改善・改革案

　今後も必要教室数の推移や教育現場のニーズを把握し、既存施設の有効活用策を検討します。また、必要な
施設の改修を行い、安全安心な教育環境の確保に努めていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　既に福間小学校は過大規模校であり、学校活動に
様々な制約が発生しています。
　福間小学校の児童数は令和10年度まで増加すると推
計しており、分離新設校の建設や増築校舎建設等の対
策は進めています。
　現在の対策を着実に進めるとともに、近年急増して
いる特別支援教室への対応を含めた教育環境の整備・
改善を進める必要があります。

　リース校舎の整備により、分離新設校が開校するま
での間の普通教室及び特別教室について必要数を確保
することができます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

使用料及び賃借料 学校仮設校舎賃借料 108,477,600

工事請負費 小学校改修工事費 2,310,000
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工事請負費 設備工事費 2,750,000

工事請負費 空調設備工事費 3,623,400

工事請負費 小学校改修工事費 5,390,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

使用料及び賃借料 学校校舎賃借料 96,794,280

実績 3 実績 1 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　既に過大規模となっている福間南小学校では今後も
長期間に渡り過大規模の状況が続くと推計していま
す。
　昨年度までに学校と協議をしながら施設の整備を進
め、運営上の工夫をしながら運営を行っていますが、
特別教室等については、学校の規模に対して不足して
いる状況が続いており、更なる緩和対策を行い教育環
境を整える必要があります。

　リース校舎の整備により、普通教室については必要
数を確保することが出来ています。また、配膳室の空
調整備により学校給食の衛生環境を整えることが出来
ます。

【事後】課題 【事後】成果

　福間南小学校では、令和4年度をピークに児童数が減
少していますが、今後も過大規模の状態が続く見込み
です。加えて、特別な支援を要する児童に対応するた
めの教室や不足する特別教室等への対応のため、リー
ス校舎を含めた既存施設を工夫して活用する必要があ
ります。

　児童数増加への対策の一つとして設置したリース校
舎を、適切に維持管理することで、必要となる教室数
の確保を図ることができました。また、特別支援教室
への改修、西棟配膳室への空調整備、消火ポンプの取
替を行い、安全な学習環境の確保を図ることができま
した。

課題に対する改善・改革案

　今後も必要教室数の推移や教育現場のニーズを把握し、特別教室等の整備も含めて既存施設の有効活用策を
検討します。また、必要な施設の改修を行い、安全安心な教育環境の確保に努めていきます。

110,020,000 108,557,680 3,600,000 4,000,000 100,957,680

目標値 3 目標値 1 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　過大規模となっている福間南小学校では、児童数の増加による教室不足に対して、リース校舎の増築で対応
してきており、整備済みのリース校舎の賃借を継続し教室の確保を行います。
また、第1西棟にある配膳室に、空調設備を新たに設置し、安心安全な衛生環境を整えます。
【12月補正】
　令和6年10月1日調査において、令和7年度の特別支援学級が増加することが見込まれたため、既存施設を改修
して教室不足への対応を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標① 工事及び業務の実施数 指標② 校舎賃貸借数 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

1,462,320

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

福間南小学校整備改修事業
単位：円

大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

学校建設費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 小学校費 （目）

分野別計画等 福津市教育総合計画
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工事請負費 ＬＥＤ照明設置工事費 21,136,500

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 積算業務委託料 110,000

実績 5,233㎡ 実績 21灯 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　「水銀に関する水俣条約」により2013年に水銀灯の
生産が終了し、蛍光灯も2027年末までに製造と輸出入
が禁止されることが決定しています。
安全安心な学校運営を継続的に行っていくため、新た
な照明器具への更新が必要となっています。

　長寿命かつ効率的なLED照明器具に計画的に更新する
ことで、照度の安定と消費電力量の減少等による事業
費の低減を図ることが出来ます。

【事後】課題 【事後】成果

　計画的に改修を行い、市内小学校照明器具のLED化を
進めてきました。残る小学校についても照明のLED化を
進める必要があります。

　福間南小学校の照明器具をLED化することで、照度の
安定と将来のコスト削減を図ることができました。

課題に対する改善・改革案

　令和7年度は、津屋崎小学校のLED化工事を予定しています。

21,247,000 21,246,500 6,579,000 9,700,000 4,967,500

目標値 5,233㎡ 目標値 21灯 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市内の小学校の校舎及び体育館の照明器具を計画的にLED照明に更新します。
　令和6年度は、福間南小学校の校舎及び体育館の更新工事を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① 福間南小校舎のLED化面積 指標② 福間南小体育館のLED化灯数 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

500

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

小学校照明設備改修事業
単位：円

大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

学校建設費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 小学校費 （目）

分野別計画等 福津市教育総合計画
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工事請負費 小学校改修工事費 85,811,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 小学校工事監理委託料 3,927,000

実績 20㎡ 実績 157㎡ 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　現在も和式便器や乾式化されていない学校が残って
おり、特に近年のコロナ渦においては、感染症予防の
観点から衛生面の向上が求められています。

　和式便器を洋式便器へ、湿式の床を乾式の床へ改修
することにより、児童の使いやすさに加えて衛生面の
向上を図ることが出来ます。

【事後】課題 【事後】成果

　市内の小中学校のトイレについては、洋式化・乾式
床化を計画的に実施してきました。今後も継続して実
施し、学校施設の衛生環境の向上を図る必要がありま
す。

　福間南小学校の体育館、津屋崎小学校の校舎（第一
期)のトイレを改修することにより、児童の使いやすさ
に加えて、衛生面での向上も図ることができました。

課題に対する改善・改革案

　令和7年度は、津屋崎小学校校舎(第二期)を予定しています。

89,771,000 89,738,000 24,134,000 49,100,000 16,504,000

目標値 20㎡ 目標値 157㎡ 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　和式便器や床が湿式の小学校のトイレを洋式化・乾式化し、児童が使いやすい施設に改修します。
　令和6年度は、福間南小学校の体育館、津屋崎小学校の校舎で改修工事を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① 福間南小学校改修床面積（体育館） 指標② 津屋崎小学校改修床面積 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

33,000

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

小学校トイレ洋式化事業
単位：円

大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

学校建設費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 小学校費 （目）

分野別計画等 福津市教育総合計画
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工事請負費 福間中学校増築工事費 1,133,000,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

工事請負費 中学校改修工事費 2,596,000

実績 2 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　福間中学校では、今後、長期間に渡り過大規模の状
況が続く見込みです。
　当面の教室等の不足に対応するため増築校舎の建設
による短期的な対応に加え、教育環境を整えるための
長期的な対応についても検討する必要があります。

　増築校舎の建設により当面の教室等の不足について
は解消することが出来ます。

【事後】課題 【事後】成果

　新設小学校の影響により、将来、生徒数が一定数減
少することが見込まれているものの、当面、過大規模
の状況が続くため、教育環境の保全に努めていく必要
があります。児童数の変化や施設の老朽化等の諸課題
について、対応策を見出しながら、活動スペースを確
保していく必要があります。

　生徒数の増加に対応する教育環境の整備のため、校
舎の増築を行い、必要となる教室数の確保を図ること
ができました。また、体育館屋根の一部防水改修を行
い、安全な学習環境の確保を図ることができました。

課題に対する改善・改革案

　今後も必要教室数の推移や教育現場のニーズを把握し、既存施設の有効活用策を検討します。また、必要な
施設の改修を行い、安全安心な教育環境の確保に努めていきます。

1,146,783,000 1,135,596,000 228,726,000 714,300,000 192,570,000

目標値 2 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　福間中学校では令和10年まで生徒数が増加すると推計しています。令和9年4月の開校を目指し、宮司地区に
整備を進めている小学校の影響により、令和11年以降は生徒数は一定数減少することが見込まれていますが、
長期間に渡り過大規模の状況が続く見込みです。
　既に令和6年度から特別支援教室が不足し、令和7年度からは普通教室が不足することが見込まれており、令
和7年4月の供用開始を目指し、増築校舎の建設を進めます。

事業の達成度を測る指標

指標① 工事及び業務の実施数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

11,187,000

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

福間中学校整備改修事業
単位：円

大事業 中学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

学校建設費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 中学校費 （目）

分野別計画等 福津市教育総合計画
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

工事請負費 設備工事費 10,712,900

実績 1 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　老朽化した施設を計画的に更新し、質的改善、コス
ト縮減、財政負担の平準化を図る必要があります。

　老朽化した施設の不具合を改善することで安全安心
な教育環境を確保することが出来ます。

【事後】課題 【事後】成果

　既存施設について、適切な維持管理を行い、必要な
改修を行うことで、安全安心な教育環境を確保する必
要があります。また、新設小学校から津屋崎中学校に
進学することに伴い、令和10年度以降生徒数が増加
し、教室不足が発生する見込みです。そのため、校舎
の増築を図るなど教室等の整備を進めていく必要があ
ります。

　体育館の消火水槽や校舎の火災受信機を更新し、消
防水利の確保と消防設備の整備を行い、安全な教育環
境の確保を図ることができました。

課題に対する改善・改革案

　今後も必要教室数の推移や教育現場のニーズを把握し、既存施設の有効活用策を検討します。また、必要な
施設の改修を行い、安全安心な教育環境の確保に努めていきます。
　令和7年度は、津屋崎中学校増築校舎の基本設計及び実施設計を予定しています。

11,209,000 10,712,900 8,000,000 2,712,900

目標値 1 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　法定点検により改善を求められている屋内消火栓を改修し、安全安心な教育環境の整備を行います。
　
　・体育館屋内消火栓消火水槽設置及び自動火災報知設備改修工事　一式

事業の達成度を測る指標

指標① 工事及び業務の実施数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

496,100

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

津屋崎中学校整備改修事業
単位：円

大事業 中学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

学校建設費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 中学校費 （目）

分野別計画等 福津市教育総合計画
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工事請負費 中学校改修工事費 64,871,400

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 中学校工事監理委託料 2,497,000

実績 103㎡ 実績 28㎡ 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　現在も和式便器や乾式化されていない学校が残って
おり、特に近年のコロナ渦においては、感染症予防の
観点から衛生面の向上が求められています。

　和式便器を洋式便器へ、湿式の床を乾式の床へ改修
することにより、生徒の使いやすさやに加えて衛生面
の向上を図ることが出来ます。

【事後】課題 【事後】成果

　市内の小中学校のトイレについては、洋式化・乾式
床化を計画的に実施してきました。今後も継続して実
施し、学校施設の衛生環境の向上を図る必要がありま
す。

　津屋崎中学校の校舎(第一期)及び体育館のトイレを
改修することにより、生徒の使いやすさに加えて、衛
生面での向上も図ることができました。

課題に対する改善・改革案

　令和7年度は、津屋崎中学校校舎(第二期)、屋外トイレの改修を予定しています。

67,369,000 67,368,400 17,589,000 37,200,000 12,579,400

目標値 103㎡ 目標値 28㎡ 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　和式便器や床が湿式の中学校のトイレを洋式化・乾式化し、生徒が使いやすい施設に改修します。
　令和6年度は、津屋崎中学校の校舎及び体育館で改修工事を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① 津屋崎中学校改修床面積(校舎) 指標② 津屋崎中学校改修床面積（体育館） 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

600

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

中学校トイレ洋式化事業
単位：円

大事業 中学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

学校建設費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 中学校費 （目）

分野別計画等 福津市教育総合計画

-25-



10 2 3一般会計 （款） 教育費 （項） 小学校費 （目） 学校建設費

新設小学校建設事業
単位：円

大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課学校建設準備係

福津市新設小学校基本計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

設計業務

53,439,000 368,200,000802,195,000 509,665,705

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 完了 実績 着工

88,026,705 291,760,000

実績

指標③

目標値 実施設計完了 目標値 第2工区着工 目標値

769,295

指標② 造成工事

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　過大規模となっている福間小学校の教室不足等に対応し教育環境の改善を図るため、宮司地区に分離新設小学校1校を整備しま
す。
　また、新設小学校を卒業した児童の進学先を津屋崎中学校とすることで、令和6年度以降過大規模校となる福間中学校の規模の
緩和も進めます。
〇新設小学校規模
・教室数　普通教室24教室　特別支援教室10教室
・校舎　ＲＣ造　延べ床面積　約8,300㎡　　　・体育館　約1,300㎡
○主な工事スケジュール
・令和6年度　実施設計、造成工事
・令和7年度　建設工事、造成工事
・令和8年度　建設工事、造成工事
・令和9年度4月　開校
【繰越明許費】太陽光設備の移設に当たり時間を要したため、物件等補償費（52,761,000円）を繰越。
【逓次繰越】新設小学校建設地造成工事費160,000,000円のうち全額を繰越（令和5年度執行額0円）。
【5月補正】造成工事に伴う影響の調査結果をもとに、周辺地域への影響を軽減するために造成設計の変更を行います。
【6月補正】学校用地に設置されている民間事業者の太陽光設備の廃業に伴う収益減補償の算定を行います。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　造成工事の着手・工事監理や、校舎などの建築工事
の入札手続きを行うとともに、多方面にわたる様々な
事案に対し継続的に対応しました。
　従前から令和9年4月開校に向けたスケジュールは余
裕がないものであり、不測の事態にも対応できるよう
に、事業監理を行う必要があります。

　令和9年4月の開校に向けて、令和5年度から継続して
敷地東側の造成工事1工区を行っています。また、敷地
内の太陽光発電設備を撤去し、敷地西側の造成工事2工
区に着手しました。
　また、校舎などの実施設計を完了させ、契約締結に
向けて校舎などの建築工事の入札を執行しました。

課題に対する改善・改革案

　開校に向けた多方面にわたる様々な事案に対し事務整理を進めるとともに、庁内における役割分担と連携・
共働体制を構築し、全体の事業監理に努めます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　過大規模校となっている福間小学校は、学校活動に
制約が発生しています。福間小学校の児童数は、令和
10年度まで増加し続けると推計しており、学校活動へ
の影響が一層増加するため、早急に過大規模を緩和
し、教育環境の改善を図る必要があります。

　新設小学校建設により、福間小学校に通学する児童数を最
大約640人減少させ、福間小学校の過大規模の緩和・教育環
境の改善を図ることができます。
　また、新設小学校を卒業した児童の進学先を津屋崎中学校
とすることで、令和6年度以降過大規模校となる福間中学校
の生徒数が最大で約250人減少し、福間中学校の過大規模の
緩和にもつながります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 58,920 補償・補填及び賠償金 物件等補償費 52,096,362

旅費 研修旅費 195,170

需用費 消耗品費 32,725

需用費 事務用品費 26,998

委託料 学校用地測量設計委託料 5,020,600

委託料 新設小学校建設設計委託料 121,990,430

委託料 用地補償調査委託料 1,853,500
負担金・補助及び交付金 職員研修負担金 151,000

工事請負費 新設小学校建設地造成工事費 328,240,000
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旅費 こどもの国推進協議会委員費用弁償 110,000

報酬 こどもの国推進協議会委員報酬 224,400

　成果指標などをもとに取組状況の整理、評価を行い計画の推進に努めます。

委託料 子ども子育て支援事業計画策定委託料 8,866,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　「こども基本法」や「こども大綱」に沿った内容
で、「福津市第3期子ども・子育て支援事業計画」に加
え、「少子化社会対策基本計画」、「子ども・若者計
画」、「子どもの貧困対策推進計画」、「次世代育成
支援行動計画」を包含した「こども計画」として計画
策定を行い、市のこども施策の総合的かつ一体的な事
業実施を目指します。

　令和6年度は、子どもの生活に関する実態調査や支援
関係者へのヒアリング調査を実施し、その結果を踏ま
え次期子ども・子育て支援事業計画を策定します。福
津市こどもの国推進協議会への諮問、市民意見公募、
最終答申を経て計画決定を行います。

【事後】課題 【事後】成果

　計画推進のため、施策・事業の進捗を管理し必要に
応じて見直しを行う必要があります。

　第1期福津市こども計画を策定することができまし
た。

課題に対する改善・改革案

実績 1 実績 実績

指標③

目標値 1 目標値 目標値

7,328,000

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　平成31年度に策定した「第2期福津市子ども・子育て支援事業計画」は令和6年度までの計画期間となってお
り、令和6年度中に次期計画を策定する必要があります。こども基本法及びこども大綱に沿った内容で、「福津
市第3期子ども・子育て支援事業計画」と合わせて「少子化社会対策基本計画」・「子ども・若者計画」及び
「子どもの貧困対策推進計画」を包含した「こども計画」を策定し、市のこども施策を網羅した内容の計画策
定と総合的かつ一体的な事業実施を目指します。令和6年度は、子どもの生活に関する実態調査や支援関係者へ
のヒアリング調査を実施し、その結果を踏まえ次期子ども・子育て支援事業計画を策定します。福津市こども
の国推進協議会への諮問、市民意見公募、最終答申を経て計画を決定します。

事業の達成度を測る指標

指標① 第3期子ども子育て支援事業計画及びこども計画の策定数 指標②

1,872,400 288,6009,489,000 9,200,400

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 １．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

子ども・子育て支援事業計画事業
単位：円

大事業 こどもの国推進事業費 担当 こども家庭部こども課子育て支援係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） 児童福祉総務費
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負担金・補助及び交付金 病児病後児保育事業補助金 55,132,500

　引き続き、病児保育事業の利用希望者に、必要なサービスが提供できるよう、利用動向の分析と課題の把握
に努めるとともに、市民に向けた制度の周知、病児保育施設との連携調整を継続します。

負担金・補助及び交付金 病児病後児保育事業負担金 1,403,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　今後も病児保育事業に対する需要の増加が予測され
ることから、需要の状況について把握に努める必要が
あります。

　保護者の就労と子育ての両立を支援するため、病
中・病後であっても、こどもが安全に過ごせるように
します。

【事後】課題 【事後】成果

　令和5年度においては、県の利用料無償化の実施や、
広域協定の締結により、病児保育の利用希望者が急増
しました。一方で、令和6年度はのべ利用者数が減少し
ており、感染症の流行状況による年度間の差異や、保
護者ニーズの変化等が影響していると考えられます。

　のべ2,923名（市内施設2,681名、市外施設242名）の
児童が対象病児施設を利用されました。保護者の就労
と子育ての両立を支援するとともに、病中・病後で
あってもこどもが安全に過ごせるように支援を行いま
した。

課題に対する改善・改革案

実績 2 実績 16名/日 実績

指標③

目標値 2 目標値 16名/日 目標値

16,262,000 22,608,500

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　病気の回復期に至っていない乳幼児等の保育を一時的に行う事業（病児対応型）を実施している市内の事業
者に対し補助金を交付します。令和5年度より広域利用についての協定締結により宗像市・古賀市・新宮町・福
津市内事業者の補助額を利用者数で按分し負担金を支出します。また、県事業により利用料1回2,000円を上限
に無償化が開始されました。医療機関が実施する病児保育事業所　2か所
（補助金）　基本分　7,037,000円×2か所　加算分　12,000,000円×1か所+24,700,000円×1か所
（無償化分）　2,000円×3,624人＝7,248,000円
【9月補正】基本分補助基準額見直し　7,037,000円→8,443,000円　】

事業の達成度を測る指標

指標① 病児保育事業所数 指標② 病児保育事業所の利用定員

2,351,000 15,314,000 6,200,50062,736,000 56,535,500

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

病児保育事業
単位：円

大事業 病児保育事業費 担当 こども家庭部こども課子育て支援係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） 児童措置費
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負担金・補助及び交付金 退職手当組合負担金（人事秘書課） 381,168

共済費 共済組合負担金（人事秘書課） 940,905

職員手当等 地域手当（人事秘書課） 313,012

職員手当等 勤勉手当（人事秘書課） 611,456

職員手当等 期末手当（人事秘書課） 727,924

　公立大和保育所では、関係機関との連携体制の構築や、専門的な知識の共有が必要です。
　私立園については、看護師配置の補助制度について周知します。

給料 会計年度任用職（人事秘書課） 3,130,080

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　令和3年6月に医療的ケア児支援法が成立、9月施行に
より、地方自治体の医療的ケア児への支援が責務とな
り、医療的ケア児の受け入れに向けて支援体制を拡充
していく必要があります。

　看護師等の配置により、医療的ケアを行いながらの
保育を可能にし、医療的ケア児を子育てする家族の負
担を軽減、医療的ケア児の健やかな成長を図るととも
に、その家族の離職を防止します。

【事後】課題 【事後】成果

　公立大和保育所では、入所児童の成長発達に応じ、
適切に医療的ケアを更新する必要があります。
私立園については、看護師の確保が課題です。

　公立大和保育所で看護師を加配し、医療的ケア児4名
を受入することができました。
私立園については、看護師の配置ができず、受入がで
きませんでした。

課題に対する改善・改革案

実績 4名 実績 0 実績

指標③

目標値 4名 目標値 1 目標値

4,408,000

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　保護者の就労等により保育が必要な児童であって、医療的ケアを必要とし、集団保育が可能な児童を対象と
して、看護師等を配置して、保育の実施を行う私立保育所に対し、事業の運営に係る補助金を交付します。
　また、医療的ケアが必要な児童を受け入れている公立保育所に看護師等を増員し、医療的ケアが必要な児童
が保育を受けられる体制を整備します。
　公立保育所では現在も医療的ケア児を受け入れているが、私立保育所においても医療的ケア児の受け入れを
しなければ医療的ケア児の保育ニーズに対応しきれないため、看護師の配置が可能な私立認可保育所に補助金
を交付し、医療的ケア児の受け入れを行います。

事業の達成度を測る指標

指標① 受入児童数 指標② 私立受入施設数

1,696,545 844,4556,949,000 6,104,545

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

医療的ケア児保育支援事業
単位：円

大事業 保育一般管理費 担当 こども家庭部こども課子育て支援係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） 保育園費
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3 2 4

償還金・利子及び割引料 放課後児童健全育成事業費補助金返還金 155,000

工事請負費 ポンプ設備改修工事費 1,149,500

委託料 学童保育所指定管理料 76,281,000

委託料 学童保育運営委託料 9,811,000

委託料 障害児支援業務委託料 24,885,280

役務費 公有物件災害共済掛金 121,181

需用費 施設修繕料 775,500

　待機児童の解消については、引き続き、学童保育所の運営者と協議しながら、柔軟な受入れ等により、解消
に取り組みます。
　指定管理については、令和8年度から令和11年度までの運営管理について、令和7年度に公募を実施します。

旅費 普通旅費 3,520

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　福津市内では大規模な宅地開発や共働き世帯の増加
により、小学校児童数の増加に合わせて、学童利用者
数も増加しています。そのため、一部の学童保育所に
ついては、待機児童が発生することがあります。

　学童保育所の運営について、指定管理及び業務委託
で実施することで、放課後児童支援員の人員配置等、
各学童保育所における利用児童の受け入れを、市が実
施する場合に比べて、より柔軟に対応することができ
ます。

【事後】課題 【事後】成果

　市全体の学童保育所の利用者数は、令和6年5月時点
（基準日）で956人であり、全体の定員数を下回っては
いますが、待機児童は38人（福間南小学校学童保育
所：26人、津屋崎小学校学童保育所：12人）発生して
います。
　※例年、待機児童については、学童保育所の受入れ
の調整や利用者数の自然減により、10月（基準日）に
は、解消されています。
　令和6年度は、令和7年度から令和11年度までの指定
管理事業者の公募を行いましたが、2つの学童保育所に
ついて、応募がなかったため、令和7年度の運営につい
ては業務委託による契約を行いました。令和8年度から
令和11年度までの指定管理については、令和7年度に再
公募する予定です。

　令和6年度は、5月時点で38人の待機児童が発生して
いましたが、指定管理事業者・業務委託事業者の柔軟
な利用児童の受け入れの調整や自然減により、10月時
点では待機児童が解消されました。

課題に対する改善・改革案

実績 975人 実績 0人 実績 7

指標③ 指定管理協定及び業務委託契約数

目標値 975人 目標値 0人 目標値 7

36,319,000 36,788,000

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　学童保育所事業（放課後児童健全育成事業）は、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学して
いる児童に対し、授業の終了後等に適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るものです。
　学童保育所の運営については、8施設（20クラス）の内、6施設を指定管理、2施設を業務委託により実施しま
す。各事業者との協定書及び契約の締結の他、運営に関する報告や相談、公的な調査に関する照会など、随
時、連携を行い、運営の適正化を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標① 学童保育所定員数 指標② 学童保育所待機児童数（年度末）

1,647,000 38,427,981 306,019113,488,000 113,181,981

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

学童保育所管理運営事業
単位：円

大事業 学童保育所管理運営費 担当 こども家庭部こども課こどもの国推進係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） 学童保育所費
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3 2 6

需用費 医薬材料費 6,915

需用費 事務機器修繕料 18,480

需用費 保健衛生用品費 29,990

需用費 管理用品費 11,956

需用費 事務用品費 31,955

需用費 消耗品費 112,963 備品購入費 運動機械購入費 26,400

報償費 講師謝金 146,000 原材料費 児童福祉施設原材料費 13,200

旅費 会計年度任用職員費用弁償（人事秘書課） 98,000 使用料及び賃借料 ファックス・コピー機賃借料 5,808

共済費 労災保険料（人事秘書課） 18,900 役務費 クリーニング料 45,254

　引き続き、なかよしゆうびん、ホームページ、広報紙等で講座を周知していきます。職員の勧誘で講座に参
加した参加者からは、「勉強になりました。参加して良かったです」という感想が聞かれました。話を聞いて
学ぶことの大切さを伝え、参加者の増加に努めていきます。

報酬 会計年度任用職報酬（人事秘書課） 8,933,324 役務費 通信運搬費 93,735

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　参加者数を増やすために、なかよしゆうびんや広報
紙、ホームページ等で、子育て世代への情報発信が重
要です。子育て支援センターで開催する事業だけでな
く、各地域の団体との連携、共働による事業展開が必
要です。

　子どもと保護者が遊ぶ「なかよしルーム」の利用で
保護者同士が交流したり、スタッフと話したりするこ
とで、子育て情報を得たり、子育ての悩みを軽減する
ことができます。講座に参加することで、子育てにつ
いて学ぶことができます。

【事後】課題 【事後】成果

　育児講座の中で、親子ヨガ、救命救急などの実技の
講座は積極的に参加申込がありましたが、育児に関連
する話を聞く講座は定員に達しませんでした。イン
ターネットで調べて情報を得ることができるため、講
話には関心が薄い傾向が見られました。

　「育児講座」を15回、「親子わらべうた」を4回、親
子遊びの「元気っ子」を2回、「知りタイム話しタイ
ム」を4回、合計で25回の講座を実施しました。保護者
の参加は281人で、定員の7割以上の参加となりまし
た。出張子育てサロン「ぴよぴよタイム」(定員は各回
7組）を年に3回、宮司コミュニティセンターで開催
し、合計で12組（大人12人、子ども12人）の参加があ
りました。ボランティア団体の「おもちゃ病院」に月
一度、場所を提供して、「おもちゃ病院」を共働で実
施しています。壊れたおもちゃを修理してもらえるた
め、市民からは好評です。

課題に対する改善・改革案

実績 25回で281人(73％の参加） 実績 年3回 実績

指標③

目標値 25回で270人（7割以上の参加） 目標値 年3回 目標値

1,528,000 1,527,000 2,729,000

一般財源

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　子育て支援センター「なかよし」を中心に、健やかな児童の成長につながるような、さまざまな取り組みを
行います。
なかよしルームでは、安全面・衛生面に配慮し、親子が安心して遊び、交流し、学べる場所の提供をします。
また、子育て支援・子育て情報・子育てに関する講座や子育て相談などを他課と連携して行います。

事業の達成度を測る指標

指標① 講座回数と参加者数 指標② 出張子育てサロン開催回数

2,100 3,806,780 753,12010,346,000 9,592,880

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

分野別計画等

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

地域子育て支援センター事業
単位：円

大事業 地域子育て支援センター事業費 担当 こども家庭部こども課こどもの国推進係

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） ＦＵＣＳＴＡ（フクスタ）事業費
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3 2 6

需用費 印刷製本費 61,050

需用費 事務用品費 34,961

報償費 講師謝金 65,000

共済費 労災保険料（人事秘書課） 7,000

共済費 雇用保険料（人事秘書課） 28,900

共済費 厚生年金保険料（人事秘書課） 303,464

共済費 共済組合負担金（人事秘書課） 226,251

職員手当等 勤勉手当（人事秘書課） 416,615 備品購入費 視聴覚器具購入費 66,660

職員手当等 期末手当（人事秘書課） 495,914 役務費 傷害保険料 88,930

報酬 会計年度任用職報酬（人事秘書課） 2,449,920 役務費 通信運搬費 52,140

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果

　核家族化が進み、共働き世帯も多く、早朝の預かり
や土日の預かり、夕方の保育園の迎え等が増えてきて
います。時間帯によっては、活動できるまかせて会員
が限られています。

　まかせて会員が6人、おねがい会員だった人でまかせ
て会員の講習を受けてどちらも会員になった人が4人、
合計でまかせて会員の活動ができる人が10人増えまし
た。まかせて会員が増えたことにより、おねがい会員
のニーズに応じることができて、活動数が増加してい
ます。

課題に対する改善・改革案

　まかせて会員数を増やすことが、おねがい会員の要望に対応した援助ができる事につながります。近年、子
育て中のまかせて会員やどちらも会員が増えています。現在は様々な年代のまかせて会員がいます。広報紙、
ホームページ、ポスター等で周知し、まかせて会員の増加に取り組んでいきます。

目標値 75人（8人） 目標値 年4回 目標値 年1回

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　会員数を増やすために広報等で周知が必要です。送
迎の依頼が増えてきていますが、車の使用について
は、まかせて会員が高齢の場合、活動できない人がい
ます。
また、チャイルドシートを所持している人が少ないた
め、送迎を依頼できる人が限定されています。

　育児の援助を行いたい人と援助を受けたい人が行う
相互援助活動を実施することにより、地域全体で子育
てを支援する基盤の形成を図ります。

実績 79人（10人） 実績 年5回 実績 年1回

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　育児の援助を行いたい人（まかせて会員）と育児の援助を受けたい人（おねがい会員）を登録し、会員同士
の子育て援助活動を支援します。会員の募集、講習会の開催、会員間の援助活動の調整を行います。

事業の達成度を測る指標

指標① まかせて会員数（うち新規） 指標②

291,805 148,1954,445,000 4,296,805 1,432,000 1,432,000 1,141,000

広報紙掲載 指標③ まかせて会員の状況調査

翌年度
繰越額

不用額

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

分野別計画等

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目） ＦＵＣＳＴＡ（フクスタ）事業費

ファミリー・サポート・センター事業
単位：円

大事業 ファミリー・サポート・センター事業費 担当 こども家庭部こども課こどもの国推進係
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4 1 2

役務費 通信運搬費 101,951

需用費 消耗品費 37,982

需用費 印刷製本費 10,670

旅費 普通旅費 5,160

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 協力者謝金 565,500

実績 85.20% 実績 70.60% 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　定員超過等の事情により相談に参加できなかった方
には、地区担当保健師が個別に対応し、きめ細やかに
寄り添いながら育児不安の解消につなげていくことが
必要です。また、参加者にとって育児不安の軽減につ
ながる事業内容となっているかどうか、参加者アン
ケートを取り、ニーズに合わせた柔軟な事業展開が求
められています。

　事前予約によって相談時間を確保し、保護者が専門
職に相談しながら一緒に考えていくことで、安心して
子育てができる相談体制を構築します。また、多職種
の専門職が連携して対象者と関わることで多角的な視
点からの切れ目のない支援につなげます。

【事後】課題 【事後】成果

　相談対象により、参加者のバラつきがあり、定員の
90％の参加があったものは、7か月児育児相談のみにと
どまりました。しかしながら、各回とも90％には満た
ないものの、一定数の参加は得られており、育児相談
事業への案内を行いつつ、育児不安の解消の一つの手
段として、今後も継続していきます。

　相談により不安が解消されたかの問いには、70.6％
のかたが不安が解消されたと回答されています。相談
日に参加できない方を含め、育児相談事業に限らず必
要に応じて随時相談にも対応しており、保護者に寄り
添いつつ、切れ目のない支援につなげています。

課題に対する改善・改革案

　令和6年度の事業について、アンケートの回収ができなかった回もあり、参加された方の感想をすべて把握し
きれなかったことも指標を達成できなかった要因の一つとなっています。育児相談事業の成果を図るためのも
のとして、アンケートへの回答にご協力いただけるよう声掛けを行っていきます。また、育児不安解消に対す
る切れ目のない支援として、相談日に参加できない方には、随時対応し、相談を受け付けています。

743,000 721,263 575,000 146,263

目標値 定員の90％ 目標値 参加者の80％ 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　離乳食教室、7か月児育児相談、すくすく相談、運動発達相談、2歳児育児相談
　さまざまな育児の悩みや心配事に関して、専門職（保健師、助産師、栄養士、作業療法士、理学療法士、臨
床心理士、言語聴覚士）に相談できる機会を設けることで、育児不安の軽減や保護者の孤立化防止を図りま
す。なお、ホームページ及び子育て支援アプリによる周知のほか、7か月児育児相談及び2歳児育児相談は対象
月齢の保護者全員への個別案内も実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① 参加者 指標② 育児不安が軽減したと感じた人の割合 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

21,737

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

育児相談事業
単位：円

大事業 母子相談事業費 担当 こども家庭部子育て世代包括支援課保健指導係

予防費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

一般会計 （款） 衛生費 （項） 保健衛生費 （目）

分野別計画等 福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略、健康ふくつ21計画
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委託料 冊子デザイン委託料 159,000
負担金・補助及び交付金 研修会参加負担金 108,100

役務費 通信運搬費 22,476

委託料 子育てモバイルシステム委託料 330,000

需用費 事務用品費 69,968

需用費 印刷製本費 137,500

旅費 研修旅費 15,880

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 6,500

実績 11,740件 実績 94.5% 実績 3,678人

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）
　子育てサービスマップ、子育てガイドブック、市公式ホー
ムページ、子育て支援アプリ等、子育てに関する情報やサー
ビスを紹介している媒体は複数あります。しかし、利用する
市民が、子育てに関する膨大な情報を必要なタイミングで入
手出来るようになるには、それらの情報の見やすさや検索の
しやすさ等が問われます。現在、各媒体に掲載している情報
について、表現方法や検索のしやすさに課題が残っていま
す。誰でも簡単に、必要なタイミングで必要な情報にアクセ
スできるように、情報の整理の検討が必要です。

　九州大学や子育てモバイルシステム業者と、子育てサービ
スマップ、子育てガイドブック、市公式ホームページ、子育
て支援アプリ等の表現方法の編集や改修作業を協働すること
で、行政だけでは思いつかないアイデアを盛り込むことがで
き、見やすさや検索のしやすさの向上につながります。その
結果、必要なタイミングで必要な情報にアクセスできる市民
が増え、子育て中の親を切れ目なく支援できる環境の充実に
つながることが期待されます。

【事後】課題 【事後】成果
　子育てに関する情報を、紙媒体、ウェブサイトの2つの手
法を用いて発信しています。情報を常にアップデートするよ
うに努めていますが、検索のしやすさ、必要なタイミングで
確実に情報を届けること等、改良の余地があります。子育て
支援アプリに関しては、プッシュ通知やメール配信といった
機能を用いて、対象者へ検索せずとも必要な情報を必要なタ
イミングで届けることが求められています。

　九州大学との共同研究として、子育て支援ガイドブックの
改修を行いました。父親を対象に実施したアンケートをもと
に編集することで、より市民の声を反映した内容となりまし
た。また、市が発信している情報に限定せず、市内の社会資
源を幅広く紹介することで、多角的な視点からガイドブック
を作成することができました。子育て支援アプリについて
は、課を越えての情報発信や外部からの情報を掲載すること
ができ、市公式ホームページよりもさらに柔軟な発想で情報
をまとめ、発信することができました。

課題に対する改善・改革案
　今後も九州大学や子育てモバイル業者等と連携し、他市にはない独自性を大切にしながら、子育て支援サイト、アプ
リ、ガイドブックを作成し、最新の情報をわかりやすく発信できるよう注力します。子育て支援アプリについては、いつ
でもどこでも利用ができる点から幅広い子育て世帯にダウンロードいただいているため、特に力を入れて利便性の向上を
図ります。また、地域の子育て支援事業を展開している様々な機関との連携・共働の体制づくりを行います。

901,000 849,424 176,000 536,000 137,424

目標値 13,000件 目標値 97% 目標値 3,067人

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　妊娠期から子育て期にかけての切れ目ない支援について、子育て世代包括支援課が総合相談窓口となり、妊娠・出産・
子育て期における母子保健の専門的な指導と各家庭の状況に応じた事業の利用支援や相談支援を行います。子育てに関す
る情報ツールとして、子育てサービスマップ、子育てガイドブック、市公式ホームページ、子育て支援アプリによるプッ
シュ通知等を活用しながら、わかりやすく届きやすい情報発信を行います。

事業の達成度を測る指標

指標① 相談件数 指標② この地域で子育てをしたいと思う親の割合 指標③ 子育て支援アプリ登録者数

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

51,576

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

子育て世代包括支援センター事業
単位：円

大事業 子育て世代包括支援センター事業費 担当 こども家庭部子育て世代包括支援課子育て世代包括支援係

子育て世代包括支援センター事業費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目）

分野別計画等 福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 産後ケア事業委託料 1,741,000

実績 10% 実績 83% 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）
　核家族の増加や妊娠出産の高齢化、感染症等の影響によ
り、産婦が身体的回復と心理的な安定をはかる必要がある時
期に、母子とその家族が安心して子育てできる環境にない家
庭が散見されます。また、早産や低出生体重児の出生が一定
数あり、思いがけない経過や出産により否定的な感情を持つ
人や児の成長によっては育てにくさを感じる人も少なくあり
ません。産婦の身体的回復および心理的安定、児の成長発達
に応じた育児技術の獲得、家族や身近な支援者との関係調整
等、助産師等の看護専門職による保健指導、心理的ケア、育
児相談支援が必要とされています。

　助産師等の看護専門職による、母子の経過に沿った支援を
受けることで、産婦の身体的回復とセルフケア能力の向上、
安定した精神状態で児と接することによる良好な愛着形成が
促進される結果、母子とその家族の健やかな生活が期待され
ます。

【事後】課題 【事後】成果

　産後の身体的回復と精神的支援が必要な時期に、核
家族化、妊娠出産の高齢化、家族の協力や理解が得ら
れない状況等により、出産直後から産婦に負担がか
かっている家庭が多く見られます。また、出産時の影
響で身体的回復に時間を要する人や、多胎家庭をはじ
めとする早産、低出生体重児等、思いがけない出産の
経過により、心身ともに不安を抱える産婦も少なくあ
りません。
　様々な背景を持つ産前産後の母子とその家庭に対し
て、産後の不安定な時期に、個別に応じた身体的・精
神的ケア、保健指導や育児支援が必要とされていま
す。

　母子健康手帳交付時や妊産婦教室、妊娠中期・妊娠
後期の電話フォロー時、出産後では赤ちゃん訪問時に
産後ケア事業を紹介し、伴走型相談支援事業とも併せ
て、支援が必要と考えられる状況の母子に対して利用
促進を行いました。利用に至った人は、助産師等の看
護専門職による個別性に応じたケアを受けることで、
産婦の身体的回復の促進とセルフケア能力の向上、精
神的に安定した母が安心して育児ができることにより
愛着形成が促進され、母子とその家族の健やかな生活
につながりました。

課題に対する改善・改革案

　産後ケア事業を利用することで、母の身体的回復や不安の軽減につながり、安心して育児ができる環境を整
えることができますが、利用対象期間を過ぎても子育ては続き、児の成長発達に応じて新たな悩みが出現し、
負担感の内容も変化します。利用対象期間を過ぎた後も、電話フォローや育児相談会、他の子育て支援事業等
を組み合わせて利用することを促し、子育て家庭が孤立することなく安心して子育てできるよう継続的に伴走
して支援します。

1,741,000 1,741,000 871,000 63,750 733,000 73,250

目標値 6.1% 目標値 86% 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　原則、出産後4か月まで(早産や低体重児、産後うつが懸念されるかたは産後1年まで）の産婦と乳児を対象
に、母体の健康管理、授乳や沐浴などの子育ての手技等について専門職が宿泊や通いで支援します。（宿泊
型：産婦人科医療機関に委託、デイサービス型：助産院・産婦人科医療機関に委託、アウトリーチ型：助産院
に委託）

事業の達成度を測る指標

指標① 産後ケア事業の利用率 指標② 妊娠・出産について満足している人の割合 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

0

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

産後ケア事業
単位：円

大事業 子育て世代包括支援センター事業費 担当 こども家庭部子育て世代包括支援課子育て世代包括支援係

子育て世代包括支援センター事業費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目）

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画
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産前・産後サポート事業
単位：円

大事業 子育て世代包括支援センター事業費 担当 こども家庭部子育て世代包括支援課子育て世代包括支援係

子育て世代包括支援センター事業費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ２．子育て中の親を支援する環境を充実させる

一般会計 （款） 民生費 （項） 児童福祉費 （目）

分野別計画等 福津市子ども・子育て支援事業計画

利用人数 指標②
ゆったりとした気分で子どもと過ごせる
時間がある母親の割合 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

159,990

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

【事後】課題 【事後】成果

　こども家庭センター内の専門職が他機関とも連携を
図りながら子育て家庭が孤立する事がないような環境
を整えていますが、特別な配慮が必要な家庭について
は、より丁寧かつ計画的に支援を継続していく必要が
あります。
　父親支援については、父親同士が集まる場が少ない
ため交流や学びの場が必要だと考えています。育児休
業を取得する父親が多くなる中、今後は様々な専門職
による父親への継続的な支援の場が必要です。

　産前・産後サポート事業の周知は子育て支援アプリ
や市のHP等で行っています。講座参加者同士が妊娠、
出産、子育てに関する悩みを共有することで、負担感
や孤立感の軽減に繋がっています。また講座終了後も
参加者同士の交流が行われており、仲間づくりの輪が
広がっています。

課題に対する改善・改革案

　特別な支援が必要な家庭については専門職が情報共有を行い必要な支援を計画・サポートしていきます。
　父親支援として多胎児の講座やベビーマッサージ講座を土曜日に実施し、学びや交流の場にしていきます。

561,000 401,010 117,000 8,000 276,010

目標値 定員の80％ 目標値 84% 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　子育て世代包括支援課配属の専門職が他機関と連携を図りながら、産前・産後の保護者同士の交流を深め、子育て
家庭に寄り添う事業を展開することで、妊産婦やその家庭が地域や家庭の中で孤立することなく安心して子育てがで
きる環境を整えます。
【デイサービス型】市町村が主催する妊産婦と子育て世帯向けの講座をとおして参加者同士の交流を促すことで、孤
立感を軽減し、安心して妊娠、出産、育児に臨めるようサポートします。
【多胎ピアサポート】多胎妊産婦や多胎児を育児中の家庭を対象に、多胎児育児経験者との交流会を開催します。
【多胎妊産婦サポーター等事業】多胎妊産婦や多胎児を育児中の家庭への日常の家事・育児支援を実施します。
【出産や子育てに悩む父親支援】妊産婦教室の中で、父親を対象とした妊婦体験や父親同士の交流を促すことで、父
親自身の妊娠・出産・子育てに関する悩みの共有や情報交換、家族のライフステージに応じた多様な子育てのかたち
を学ぶ場を提供します。

事業の達成度を測る指標

指標①

実績 70.3% 実績 83.5% 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）
　核家族化や感染症等の影響により、家庭や地域における妊
産婦・子育て世帯の孤立化が深刻化しています。妊産婦・子
育て世帯が、地域の中でも家庭の中でも孤立することのない
よう、助産師・保健師・保育士・管理栄養士・社会福祉士等
の専門職による寄り添い支援や、子育ての不安や負担を軽減
する支援が必要です。父親支援については、講座内での交流
や学びにとどまらず、産後の父親の相談窓口や父親支援を継
続する方法を検討する必要があります。特別な配慮が必要な
家庭については、地域や他機関と連携を図りながら多方面か
らのアプローチを工夫する必要があります。

　事業を通して産前・産後のサポートや相談窓口があ
ることを周知し、気軽に利用できることで、妊産婦や
子育て世帯が支援を受けながら地域や家庭の中で孤立
することなく安心して出産や子育てができるようにな
ります。

報償費 協力者謝金 5,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 123,500

需用費 消耗品費 105,510
償還金・利子及び割引料 母子保健衛生費国庫補助金返還金 167,000
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需用費 事務用品費 49,996

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 協力者謝金 2,705,440

実績 31人 実績 811回 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　学校・家庭・地域が連携・協働してこどもたちの学
びや育ちを支える教育活動を推進する必要がありま
す。

　地域コーディネーター・統括コーディネーターの活
動により、学校・家庭・地域が連携・協働して子ども
たちの学びや育ちを支える教育活動を推進されます。

【事後】課題 【事後】成果

　地域コーディネーターの人材育成が必要になってい
ます。

　地域コーディネーター・統括コーディネーターの活
動により、学校・家庭・地域が連携・協働し、コミュ
ニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進を
図ることができました。また、こどもたちの学びや育
ちを支える教育活動が推進されました。

課題に対する改善・改革案

　演習・講話を中心とした地域コーディネーター研修を企画し、地域コーディネーターの資質・能力を高め、
人材育成を行うことで、地域学校協働活動の一層の充実を図ります。

2,839,000 2,755,436 1,836,000 919,436

目標値 30人 目標値 600回 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市内の全小中学校は学校運営協議会を設置するコミュニティ・スクールとなっています。学校・家庭・地域
が連携・協働してこどもたちの学びや育ちを支える教育活動を、地域学校協働活動により推進しています。地
域学校協働活動は、学校運営協議会と両輪をなす活動であり、地域コーディネーター・統括コーディネーター
を中心に学校と地域の関わりの機能化や持続性を高めることとしています。

事業の達成度を測る指標

指標① コーディネータ―の配置数 指標② コーディネーターの活動回数 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

83,564

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

地域学校協働活動事業
単位：円

大事業 コミュニティ・スクール推進事業費 担当 教育部学校教育課教育指導係

事務局費

基本
構想

テーマ別目標像 １．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 ３．豊かな体験を育み、社会に開かれた教育を推進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 教育総務費 （目）

分野別計画等

-37-



2 1 1

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 防犯灯ＬＥＤ化補助金 1,351,000

実績 5,085基（累計） 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　自治会の負担軽減及び郷づくり推進事業交付金の縮
減のため、できるだけ多くの自治会に活用してもらう
必要があります。

　自治会が施工するLED化工事費に対して補助金を交付
することにより、防犯灯維持に係る自治会の負担軽減
（LED機器導入に係る工事費の負担軽減、電球交換回数
の減少、防犯灯修繕要望書の作成及び提出回数の減
少、防犯灯電気料金の削減）につながります。

【事後】課題 【事後】成果

　この事業は、当初、令和6年度で終了予定としていま
したが、自治会の負担軽減や郷づくり推進事業交付金
の縮減をめざし、3年間延長して令和9年度終了としま
した。残り3年間でできるだけ多くの自治会に活用して
もらうため、継続して未実施の自治会に活用を促す必
要があります。

　令和6年度工事では、6つの自治会で計226基のLED化
がなされました。LED化することで、球替え・要望書の
提出・電気代等の自治会負担の軽減につながりまし
た。
　また、今後の郷づくり推進事業交付金（防犯灯電気
料金の1/3補助）の縮減にもつながります。

課題に対する改善・改革案

　未実施自治会への案内文書送付、市公式ホームページ等を通して事業案内を行い、LED化を促進します。

1,592,000 1,351,000 1,351,000

目標値 5,100基 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　自治会が行う防犯灯LED化工事に対して補助金を交付します。事業期間は令和2年度から令和9年度（令和7年
度から3年延長して事業期間を8年間に変更します）までです。自治会が維持管理する防犯灯を単年度ですべて
LED化する場合が対象で、工事実施の前年度に自治会から申請を受け付けます。補助額は防犯灯LED化工事費の
1/3、又は1基あたり6千円のいずれか低い額です。

事業の達成度を測る指標

指標① LED化基数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

241,000

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

防犯灯ＬＥＤ化支援事業
単位：円

大事業 防犯灯維持管理事業費 担当 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係

一般管理費

基本
構想

テーマ別目標像 ２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち

基本方針 １．郷づくりによる地域自治の推進を支援する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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役務費 通信運搬費 19,296
負担金・補助及び交付金 郷づくり交付金 139,040,488

需用費 事務用品費 26,987

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 1,960

実績 8 実績 103 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　平成26年度に地域予算制度が始まって以降、地域を
取り巻く社会状況が刻々と変化してします。特に平成
30年度以降急激な人口・世帯の増加を反映した算定方
法の見直しを実施しておらず、こうした変化に伴う地
域予算制度のあり方や交付金算定基準を、引き続き検
証・見直していくことが課題となっています。

　地域予算制度のもと郷づくり推進事業交付金を交付
することにより、地域の実情に応じた地域自治活動の
円滑な実施につながります。

【事後】課題 【事後】成果

　社会状況や地域を取り巻く環境の変化に対応して、
引きつづき、交付金算定基準を中心とした地域予算制
度のあり方を検証し、見直していく必要があります。
　また、専任事務局員の雇用経費について、暫定的な
取扱いを検証の上、本格導入に向けた取扱いを決定す
る必要があります。

　地域予算制度に基づいて郷づくり推進事業交付金を
交付することにより、郷づくり活動の円滑な実施につ
ながりました。令和6年度は、算定基準の一部を改め、
活動支援の強化を行いました。
　また、協議会の会計処理上の負担を軽減するため、
ルールの見直しを行いました。
　専任事務局員雇用経費についての暫定的な取組みを
継続して、本給の上限額を撤廃し、時間外手当を導入
しました。これにより、地域の実情に応じた柔軟な雇
用を促すことができました。
　なお、神興地域の新規自治会（東福間12区）は令和6
年8月に設立されました。

課題に対する改善・改革案

　福津市共働推進会議の答申を受けて、郷づくりの支援策として「実行プラン」を作成しました。これをもと
に、交付金の算定基準の見直しや、地域の裁量が発揮しやすい交付金の会計処理方法を検討します。また、専
任事務局員の雇用経費については、地域ごとの運用状況を検証の上、算定基準の見直しと合わせて検討を行い
ます。

139,107,000 139,088,731 139,088,731

目標値 8 目標値 103 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　交付金は平成26年度からの新算定基準の導入と合わせて、それまで別々に交付していた「自治会交付金」と「郷づくり
推進事業交付金」を一本化し、各郷づくり推進協議会に一括して交付し、事業内容や予算配分が決定できる地域予算制度
に移行しました。これにより、各郷づくり推進協議会と構成自治会との協議により予算を配分することとしました。
　令和6年度から、①基礎事業、②自主事業の算定方法について下記の点を改め、活動支援の強化を行います。
①世帯数の増加を考慮して、協議会運営事業（規模加算）の算定基準を見直します。これまで3,500世帯以上は頭打ちに
なっていましたが、新たに4,500世帯未満、5,500世帯未満、5,500世帯以上の枠を設けます。
②20歳未満人口の増加を考慮して、子育て支援、青少年育成に関する事業の算定基準を見直します。これまで2,000人以上
は頭打ちになっていましたが、新たに3,000人未満、4,000人未満、4,000人以上の枠を設けます。
　令和5年度より、専任事務局員の勤務実態に応じて、時間外手当の支給を暫定的に導入しており、令和6年度より本格導
入します。
　令和6年度は神興地域の新規自治会設立（東福間12区・令和6年6月設立予定）に伴い、基礎事業及び自主事業分を追加交
付します。

事業の達成度を測る指標

指標① 郷づくり推進協議会 指標② 自治会数 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

18,269

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

郷づくり交付金事業
単位：円

大事業 郷づくり推進事業費 担当 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係

地域づくり費

基本
構想

テーマ別目標像 ２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち

基本方針 １．郷づくりによる地域自治の推進を支援する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 福津市郷づくり基本構想
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備品購入費 消防用品購入費 5,880
負担金・補助及び交付金 研修会参加負担金 4,000

使用料及び賃借料 ＡＥＤ賃借料 358,248

備品購入費 電気通信機器購入費 41,800

役務費 通信運搬費 677,255

役務費 公有物件災害共済掛金 139,097

需用費 電気使用料 2,566,445

需用費 水道使用料 157,700

需用費 管理用品費 24,856

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 事務用品費 28,978

実績 7 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　郷づくり交流センターに設置が必要な甲種防火管理
者について、地域コミュニティ課員が資格を保有して
いますが、人事異動に備えて資格保有者の増員が必要
です。

　甲種防火管理新規講習を受講することで資格保有者
を1名増員することができます。

【事後】課題 【事後】成果

　郷づくり交流センターに設置が必要な甲種防火管理
者を確保するため、人事異動に備えて、地域コミュニ
ティ課内で資格保有者の増員を継続する必要がありま
す。

　包括管理事業者と連携しながら適切な維持管理を行
うことにより、郷づくり活動が安定的かつ持続的に展
開できる環境を整えました。

課題に対する改善・改革案

　郷づくり交流センターの適正管理のため、引き続き計画的に甲種防火管理者研修を受講し、資格保有者を配
置します。また、地域人口の増加や活動状況の変化等をふまえ、施設規模が適切であるか引き続き検討してい
く予定です。

4,244,000 4,004,259 1,407,000 159,010 2,438,249

目標値 7 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　郷づくり活動拠点のうち直営施設となる7箇所の郷づくり交流センターに係る維持管理を適切に行うことで、
郷づくり協議会の拠点事務所機能のほか、郷づくり活動者及び一般の利用者が安全で快適に利用できる環境を
確保します。

事業の達成度を測る指標

指標① 施設数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

239,741

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

郷づくり活動拠点維持管理事業
単位：円

大事業 郷づくり推進事業費 担当 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係

地域づくり費

基本
構想

テーマ別目標像 ２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち

基本方針 ２．郷づくりの担い手育成と幅広い市民参加を促進する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 福津市郷づくり基本構想
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工事請負費 ＬＥＤ照明設置工事費 6,722,540

工事請負費 郷づくり拠点設備工事費 108,900

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

工事請負費 看板設置工事費 99,000

実績 100% 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　築年数が経過し、改修が必要な施設が増えてきてお
り、交流センターの改修方針の概要を示した福津市公
共施設等総合管理計画・個別施設計画はありますが、
年度ごとに必要な修繕・改修箇所やその優先度等を把
握する必要があります。また、地域人口の増加や活動
状況の変化等により、活動スペースが不足する施設も
あります。

　必要な設備更新に加え計画的な改修を実施すること
で施設の長寿命化を図ることができ、郷づくり活動を
安定的かつ持続的に行える環境を整えることができま
す。

【事後】課題 【事後】成果

　築年数の経過により、今後も改修が必要な施設の増
加が想定されます。福津市公共施設等総合管理計画・
個別施設計画をもとに、年度ごとに必要な修繕・改修
箇所やその優先度を把握し、計画的に実施する必要が
あります。

　神興郷づくり交流センターにおいて、会議室への網
戸設置、神興小学校敷地内にサイン設置を行いまし
た。また、福間・福間南・津屋崎の3拠点にてＬＥＤ化
工事を実施したことにより、全郷づくり拠点のＬＥＤ
化が完了しました。

課題に対する改善・改革案

　施設の長寿命化のために必要な修繕箇所や修繕のタイミングを把握するため、包括管理業者の助言を得なが
ら、施設ごとに中長期修繕計画の作成を検討する予定です。

6,931,000 6,930,440 5,900,000 1,030,440

目標値 100% 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　郷づくり活動拠点の維持管理を適切に行い、利用者が安全で快適に利用できる環境を確保します。神興郷づ
くり交流センターについては、会議室への網戸設置、神興小学校敷地内のサイン設置（交流センターへの案内
表示・通行車両への注意喚起）を行います。照明のＬＥＤ化がされていない3拠点（福間・福間南・津屋崎）に
ついてＬＥＤ化工事を行います。

事業の達成度を測る指標

指標① 当該年度の改修に係る進捗率 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

560

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

郷づくり活動拠点改修事業
単位：円

大事業 郷づくり推進事業費 担当 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係

地域づくり費

基本
構想

テーマ別目標像 ２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち

基本方針 １．郷づくりによる地域自治の推進を支援する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 福津市郷づくり基本構想
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旅費 普通旅費 4,520

旅費 共働推進会議委員費用弁償 32,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報酬 共働推進会議委員報酬 78,000

実績 2回 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　郷づくりの意義や郷づくり推進協議会の存在が十分
に浸透していない状況下で、活動者の高齢化や人材不
足などの課題があります。

　第三者機関からの意見をもとに制度の見直しを行う
ことで、まちづくりに関する多様な視点を取り入れる
ことができ、地域自治の促進につながります。

【事後】課題 【事後】成果

　郷づくり推進や共働のあり方に関する主な課題項目
として、➀郷づくり推進事業交付金のあり方、②郷づ
くり交流センター等の拠点のあり方、③人財育成・確
保、④市の関わり方があげられ、市の支援のあり方の
見直しが必要です。

　市では、第三者機関である共働推進会議からの答申
を受けて、郷づくり推進に向けた実行プランを作成
し、課題解決策の実施に着手しました。
　また、郷づくり推進を後押しするため、郷づくり推
進条例（仮称）を制定することを決定し、素案作成の
準備をすすめました。

課題に対する改善・改革案

　共働推進会議や郷づくり推進協議会代表者会議の意見を聴きながら、郷づくり基本構想の見直し、及び郷づ
くり推進条例（仮称）の制定に向けた取組みを進め、地域住民が主体的に郷づくりに取り組めるよう伴走支援
を行います。

129,000 114,520 114,520

目標値 2回 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　諮問（①郷づくり基本構想の見直しを中心とする共働のあり方について②福津市みんなですすめるまちづく
り基本条例の見直しの必要性について）に対する令和5年度の答申を受けて、令和6年度は「福津市郷づくり基
本構想」及び「福津市みんなですすめるまちづくり基本条例」の見直し検討に着手します。
　また、市が答申をもとに具体的施策の実行計画を作成し遂行するにあたり、令和6年度から常設化した福津市
共働推進会議において学識経験及び地域活動実践経験等に基づく知見からの意見、評価・検証を受けることで
実効性を高めます。

事業の達成度を測る指標

指標① 開催回数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

14,480

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

共働推進事業
単位：円

大事業 郷づくり推進事業費 担当 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係

地域づくり費

基本
構想

テーマ別目標像 ２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち

基本方針 １．郷づくりによる地域自治の推進を支援する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 福津市郷づくり基本構想
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負担金・補助及び交付金 住みよいまちづくり推進企画活動補助金 1,192,669

報償費 協力者謝金 82,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 指導者謝金 44,000

実績 9グループ 実績 2グループ 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）
　市民参画と共働による住みよいまちづくりを推進するため
の事業として、2点課題があります。
　1点目は、本事業がグループがまちづくりへ参画しやす
い、したくなる入口事業となっているかという点です。交付
グループをはじめ、市民意見を反映した事業設計としていく
必要があります。
　2点目は、補助終了後におけるグループの継続した市民活
動につなぐ支援ができているかという点です。補助期間中及
び終了後のグループへの伴走支援を強化する必要があると、
議会及び補助金審査員からも意見があがっています。

　市民参画と共働による住みよいまちづくりの推進につなが
ります。
　交付グループの活動への伴走支援から、グループの市民活
動を継続する力（公益力・組織力・共働力）が豊かになり、
交付終了後の活動継続につながることが期待されます。また
企画活動ごとの関係部署設定は、市の共働力向上につなが
り、共働によるまちづくりの可能性が広がります。
　さらに、交付グループへのヒアリングやグループ同士の交
流機会などからの市民意見の聞き取りは、多様なグループが
参画しやすい事業への改善につながります。

【事後】課題 【事後】成果

　企画活動の初動期に補助金交付を受けるグループが
多く、補助終了後のグループによる市民活動継続へつ
なぐためには、補助期間中及び終了後のグループへの
伴走支援を強化する必要があります。
　交付グループ同士、グループと関係部署の連携をは
じめ、グループの企画活動実現や市民活動充実に向け
て、必要な相手方との連携、共働・共創が生まれやす
い環境づくりをさらに進める必要があります。

　9グループが補助金の交付を受け、住みよいまちづくり活
動が実施されました。関係部署やキッカケラボによる伴走支
援もあり、グループ単独での活動に加え、企業や地域コミュ
ニティなどと連携した活動も数多く取り組まれました。また
キッカケラボへの相談や講座参加を経て誕生した、新しいグ
ループが本補助金を活用するといった、キッカケラボ事業と
連動しての活動初期支援が生まれています。
　定期的なヒアリングや交流会時に、より活用しやすい事業
設計や求める伴走支援に向けての意見の聞き取りも進めてい
ます。

課題に対する改善・改革案
　有識者・実践者等で構成する審査会や市関係部署、キッカケラボと連携してのグループへの伴走支援を継続します。さ
らにグループの企画活動を実現していく上で必要な相手方との連携等の可能性を広げるために、定期ヒアリングでの丁寧
なニーズ把握、市が有する各種メディアでの情報発信に取り組みます。事業開始20年目となる令和7年度は、交付年度を越
えたグループ間の交流機会を催し、グループの活動充実につながる情報連携を試みます。

1,926,000 1,318,669 483,000 835,669

目標値 8グループ 目標値 2グループ 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　市民参画と共働による住みよいまちづくりを推進するため、市民活動を行う又は行おうとするグループから提案された
企画活動へ補助金を交付します。令和5年度に見直しを行った事業内容に基づき、事業目的、審査の視点、グループの活動
実績や企画内容に合わせて提案できるコース設計などを継続し、事業を展開します。4月の募集から3月の報告まで、市が
有する各種メディアを用いて、幅広く情報発信を行います。
　また、本補助期間における企画活動を通じて、グループの公益力、共働力及び組織力が豊かになることを目指し、多様
な手法を組み合わせた伴走支援に取り組みます。有識者・実践者等で構成する審査会からの専門的なアドバイス、交付グ
ループ同士での交流機会の提供、企画活動ごとに設定した市関係部署との連携、未来共創センターによる活動支援などの
伴走支援に取り組み、補助終了後におけるグループの活動継続につなぎます。

事業の達成度を測る指標

指標① 交付グループ数 指標② 継続グループ数（終了後） 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

607,331

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

住みよいまちづくり推進企画活動補助事業
単位：円

大事業 住みよいまちづくり推進企画活動支援事業費 担当 市民共働部地域コミュニティ課市民共働推進係

企画費

基本
構想

テーマ別目標像 ２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち

基本方針 ３．さまざまな個人や団体間の共働を推進する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等
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委託料 担い手育成業務委託料 2,266,000

委託料 共働による未来創造支援業務委託料 12,627,600

使用料及び賃借料 電算ソフト使用料 46,200

役務費 通信運搬費 59,832

委託料 託児保育委託料 3,375

需用費 事務用品費 28,979

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 3,840

実績 5,041人 実績 84団体 実績 36回

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）
　市民活動における持続性の視点から、活動者の固定化、活動
の担い手不足は大きな課題です。それに反し、新たにまちづく
りへ参画したいが関わり方が分からないという声が複数挙がっ
ています。
　まちづくりへの新たな入口、活動主体の連携相手との出会い
の場、情報の拠点の3機能を持つ、市民活動の中間支援機能が有
効に動き出すことで、課題解決が期待できると市民、団体等か
ら声が挙がっています。
　本年度の課題として、市の現状に合わせた最適なラボの運営
方法の確定、事業への理解者・共感者の拡大があります。

　令和7年度からの本格実施に向け、実施項目（3部門：管理・
情報・事業）が有機的に結びついた、ラボ運営方法の確定によ
り、課題に示す3機能を持つ、目指す将来像に向けた取組の基礎
が整います。
　また、ラボ事業の方針等を審議・伴走支援する未来共創会議
委員、場づくりファシリテーター実践塾受講生（総数60名※推
測）、ラボ登録団体（総数70団体※目標）を核として、ラボ事
業の認知度が向上し、事業への理解者・共感者の輪が広がり、
多様な人材が活躍しやすく、共働・共創が生まれやすい環境の
醸成が期待できます。

【事後】課題 【事後】成果
　多様な人材が活躍しやすく、共働等が生まれやすい環境づ
くりに寄与するため、ラボがまちづくりへの新しい入口、活
動主体の連携相手との出会いの場、情報の拠点としての役割
を果たせるよう、事業を安定的に運営する必要があります。
市民をはじめ、事業者・企業・学校など幅広い属性の方が、
まちと関わり、市民活動をする又はしようとする際に利用で
きる施設としての認知度向上、事業の理解者・共感者の輪を
広げることが課題となっています。

　市民活動の担い手問題の解決に向け、事前課題に示す3つの機
能を有するために取組みを進めた、令和4-6年度事業結果を生か
し、市の現状に合わせたラボの運営方法を定め、目指す将来像
に向けた取組みの基礎を整えました。
　本年度は21プロジェクトがエントリーした「ふくつウェル
ビーイング大賞」を催し、市民投票や表彰式などをとおして、
特に社会性が高く、活動者が充実感や楽しみを持って実践して
いる活動を紹介しました。活動を認知していない人への活動の
見える化と、活動者間の新たなつながりの構築を生み出すこと
ができました。

課題に対する改善・改革案
　事業の本格実施に向け、課題に示す3機能を持つプラットホームを安定的に運営し、継続して、市民活動の担い手問題解
決を図ります。ラボ事業の認知度向上、事業への理解者・共感者の輪をさらに広げることを目指し、未来共創会議及び民
間事業者と連携した事務局による公民連携型運営関係者に加え、ラボ登録団体（84団体）、場づくりファシリテーター実
践塾受講生（57名）、ふくつプレイヤーズ（506名）などの関係人口と連携した情報発信を行います（※各数値は令和7年3
月31日現在）

15,146,000 15,035,826 7,446,800 1,100,000 6,489,026

目標値 4,482人 目標値 70団体 目標値 18回

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　SDGｓ未来都市計画、幸せのまちづくりラボ（仮称）実施方針に基づき、多様な人材による共創のまちづくりの実現を目指し
て、市民共働・公民連携を促進する中間支援機能を担う拠点「市未来共創センター　キッカケラボ(以下「ラボ」という）」の運
営に取り組みます。ラボが市内で市民活動をする又はしようとする主体が集い、関係性を深め、新たな可能性を創り出すプラッ
トホームとなることを目指し、取組みを進めます。
　令和6年度では、令和7年度からの本格実施に向けて、令和4-6年度で展開している「共働による未来創造支援業務（事務局業務
の一部）」及び「担い手育成業務（場づくりファシリテーター実践塾バスクール）」の結果を反映しながら、市の現状に合わせ
たラボの最適な運営方法を確定します。
　また、市民活動、共働・共創の取組が生まれやすい環境づくりのために、常にラボの認知度向上を運営関係者が意識し、事業
への理解者・共感者、共働・共創の実践者の輪が広がることにつながる業務展開とします。

事業の達成度を測る指標

指標① センター関係人口数 指標② センター登録団体数 指標③ 講座等の機会提供数

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

110,174

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

中間支援機能構築事業
単位：円

大事業 共創のまちづくり推進事業費 担当 市民共働部地域コミュニティ課市民共働推進係

企画費

基本
構想

テーマ別目標像 ２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち

基本方針 ３．さまざまな個人や団体間の共働を推進する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略
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3 3 1一般会計 （款） 民生費 （項） 生活保護費 （目） 生活保護費

被保護者健康管理支援事業
単位：円

大事業 生活保護一般管理費 担当 健康福祉部福祉課生活支援係

翌年度
繰越額

不用額

基本方針 １．日常の中での健康づくりの取り組みを推進する

分野別計画等

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　生活保護法の規定による医療支援給付の適正化を図るため、40～75歳の生活保護受給者を対象として、生活
習慣病等に対する健康管理支援及び生活習慣改善に関する指導を行うことにより、重症化の予防を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標① 検診未受診者対象者数 指標②

644,000 02,574,000 2,574,000 1,930,000

重症化予防対象者数 指標③

目標値 240人 目標値 5人 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　生活保護受給世帯における、糖尿病や高血圧などの
生活習慣病の罹患、重症化による、医療扶助費の増大
防止が必要です。

　生活保護受給者の生活習慣病の発症予防や重症化予
防を推進することにより、受給者の日常生活自立・社
会生活自立の助長を図ることができます。また、長期
的には、医療扶助費の削減や医療扶助の適正化の効果
も見込まれます。

実績 216人 実績 20人 実績

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果

　健康診断受診者の68％が重症化予防支援が必要な状
況であり、定期受診等がない受給者の生活習慣病リス
クの高さがうかがえる結果となりました。引き続き、
定期受診のない方及び健康診断未受診の方に当事業の
利用を推進する必要があります。

　216名の対象者に対して、封書及び電話による受診勧
奨を実施し、29名が健康診断を受けました。その結果
を基に、重症化予防対象者として生活習慣病リスクの
高い20名に対して、訪問または電話にて保健指導を実
施しました。

課題に対する改善・改革案

　ケースワーカーが行う生活保護受給世帯への定期訪問調査にて、生活習慣の改善について話をし、当事業の
活用について促していきます。

委託料 健康管理支援事業委託料 2,574,000
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備品購入費 券売機購入費 822,800

備品購入費 運動機械購入費 242,000

委託料 運動指導委託料 18,804,940

使用料及び賃借料 ＡＥＤ賃借料 28,776

需用費 機械器具修繕料 126,720

役務費 通信運搬費 13,152

需用費 印刷製本費 36,300

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 事務用品費 554,764

実績 27,589人 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　新型コロナウイルスの影響で、延べ利用者数は減少
していましたが、現在では利用者が回復してきていま
す。感染症等の対策のため、健康増進室の利用枠に人
数制限を設けており、昼から夕方にかけて待ちが発生
している状況であるため、利用時間枠の分散が必要に
なります。

　利用者への適切な指導、定期的な評価を実施するこ
とで、モチベーションを維持し継続して運動に取り組
んでもらうことができます。特に高齢者の利用が多い
ため、健康寿命の延伸に繋がる効果があります。

【事後】課題 【事後】成果

　実績で28,000人は未達ですが、昨年度に比べ増加傾
向にあります。健康増進室では、定期的な運動量や身
体状況のモニタリングを行っており、それを都度適切
に案内することで、利用者の健康増進に役立てていま
す。課題としては、運動の普及啓発という点で、利用
者のみとなり、市内で見たときに広く普及することが
難しい点にあります。

　「届けよう大切な人へ」というキャンペーンを実施
しています。これは、軽度運動を記載したチラシを利
用者に渡し、それを家族や親族等に配る事で、受け
取った人のサインをもらうものとなっています。3人以
上にサインをもらうことで、抽選でプレゼントをもら
うという企画です。この企画により、日頃運動を行う
ことが出来なていない方にもアウトリーチを行うこと
ができ、近しい間柄から勧められることで、運動継続
のチャンスに繋がると考えています。

課題に対する改善・改革案

　チラシを受け取った人が運動を実施するわけではなく、評価指標が難しい事が挙げられます。これを動画配
信サイトやSNSにより啓発を行い、閲覧数やお気に入り登録数により評価を行う事等の改善案があります。

20,968,000 20,629,452 5,157,363 2,578,682 7,323,455 5,569,952

目標値 延べ利用者数：28,000人 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　ふくとぴあ3階の健康増進室で機器を使ったトレーニングや体操のレッスンなどを行う事業です。18歳以上の
方が利用できますが、利用者の7割以上は65歳以上の高齢者です。事業者に委託して管理運営を行っています
が、7割の費用を高齢者サービス課が介護保険事業として支出し、運営についても、令和4年度からいきいき健
康課から高齢者サービス課に移管され、すまいるパワーアップ事業として管理運営を行っています。

事業の達成度を測る指標

指標① 健康増進室利用者の増加 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

338,548

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

すまいるパワーアップ事業
単位：円

大事業 介護予防普及啓発事業費 担当 健康福祉部高齢者サービス課高齢者福祉係

一般介護予防事業費

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 １．日常の中での健康づくりの取り組みを推進する

介護保険事業特別会計 （款） 地域支援事業費 （項） 一般介護予防事業費 （目）

分野別計画等
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4 1 3一般会計 （款） 衛生費 （項） 保健衛生費 （目） 健康づくり対策費

がん検診推進事業
単位：円

大事業 健診・保健指導事業費 担当 健康福祉部いきいき健康課健康づくり係

健康ふくつ21計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 １．日常の中での健康づくりの取り組みを推進する

分野別計画等

（子宮）クーポン受診者数

488,0001,808,000 1,795,005

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 24人 実績 187人

1,307,005

実績

指標③

目標値 28人 目標値 175人 目標値

12,995

指標② （乳）クーポン受診者数

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　がん検診の受診を促進し、がんの早期発見と正しい健康意識を醸成するため「新たなステージに入ったがん
検診の総合支援事業」に取り組みます。具体的には、子宮頸がん検診は20歳、乳がん検診は40歳の女性を対象
者として、検診に係る費用を助成します。対象者に無料クーポン券・検診手帳・受診案内等を個別に送付し、
広報・市ホームページ・公式SNSでも周知します。検診は、ふくとぴあ等での集団検診または実施医療機関での
個別検診のいずれかで受診することができます。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　乳がん検診は、R5年度は対象者数512人に対して受診
者数160人で受診率31.2％、R6年度は対象者数603人に
対して受診者数187人で受診者数は増加しております
が、受診率31％とほぼ横ばいとなっています。
　子宮頸がん検診はR5年度、R6年度ともに受診率9.3％
と横ばいとなり、受診率が低いことや、若い世代にが
ん検診の大切さを知ってもらうことが課題となってお
ります。

　子宮頸がん検診、乳がん検診に係る費用を助成する
ことで、各検診の初受診のきっかけを提供するととも
に、がんの早期発見と正しい健康意識を醸成する機会
をつくりました。庁内他部署との連携で、予防接種の
チラシにがん検診を受診することの大切さを掲載、各
学校や成人式会場にて配布を行いました。
　なお、乳がんの実績が目標値を超えた理由ですが、
昨年度に比べ対象者数が増加したことによるもので
す。

課題に対する改善・改革案

　検診無料クーポン発送時の封入物について、検診の大切さと受診方法がわかりやすく伝わるように文面を工
夫します。
　また、健診予約についても、対象者が受診可能な健診項目には原則受診していただくよう積極的に勧奨し、
受診を迷っている市民には、丁寧な説明を行い、受診につながるよう体制を整えます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　乳がん検診のクーポン券対象の受診者数が減少傾向
にあることです。

　子宮頸がん検診、乳がん検診に係る費用を助成する
ことで、各検診の初受診のきっかけを提供するととも
に、がんの早期発見と正しい健康意識を醸成する機会
をつくります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 消耗品費 7,425

需用費 印刷製本費 73,700

役務費 通信運搬費 69,260

委託料 子宮がん検診委託料 183,820

委託料 乳がん検診委託料 1,452,800
償還金・利子及び割引料 疾病予防対策事業費等補助金返還金 8,000
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4 1 4一般会計 （款） 衛生費 （項） 保健衛生費 （目） ふくとぴあ管理運営費

ふくとぴあ施設整備事業
単位：円

大事業 ふくとぴあ管理運営費 担当 健康福祉部いきいき健康課健康づくり係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 １．日常の中での健康づくりの取り組みを推進する

分野別計画等

該当箇所の工事・更新等の完了

225,000,000253,671,000 252,596,679

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1 実績

27,596,679

実績

指標③

目標値 1 目標値 目標値

1,074,321

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　ふくとぴあ（健康福祉総合センター 健康福祉館）は、平成12年2月開館から24年が経過し、経年劣化や設備
の耐用年数の超過等による機械設備の故障等が頻発しています。そのため、今後修繕等が必要になると見込ま
れるもののうち、緊急度の高い箇所から計画的に改修を行います。また避難所として利用することも多くなっ
てきている現状も考慮し、特に耐用年数を過ぎている電気系統や空調設備等については、施設利用や保健福祉
事業等に支障がないよう早めに更新する必要があります。令和6年度は、空調自動制御装置更新、空調設備更新
工事、外壁・防水改修工事とそれに伴う監理業務委託等を予定しています。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　空調機の更新については、今後も継続して計画的に
実施していく必要があります。
　今後も、施設及び設備の老朽化も進んでいることか
ら、適切な施設及び設備の維持管理が必要です。

　空調設備更新により、利用者の快適性が高まりまし
た。外壁・防水改修工事により、館内の雨漏りが無く
なり、外壁のタイル剥離の恐れが低下し、安全性を高
めることができました。

課題に対する改善・改革案

　今後も利用者の快適性や安全を確保するため、また、施設の長寿命化を目的に、不具合等の改修を計画的に
進めていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　これまでに館内複数箇所で雨漏りが発生していま
す。
　また、空調機の不調が起きたり、施設利用者から空
調の利きが悪いという声があがっています。

　外壁・防水改修工事や空調機設備工事などを行うこ
とで、施設利用者の安全性や快適性が高まると共に、
保健福祉事業等が円滑に実施されることが見込まれま
す。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 側溝清掃委託料 440,000

委託料 ふくとぴあ維持改修工事設計監理委託料 1,958,000

工事請負費 ふくとぴあ維持改修工事費 237,175,779

工事請負費 空調設備工事費 10,905,400

備品購入費 厨房具購入費 467,500

備品購入費 券売機購入費 1,650,000
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10 6 3

図書館改修事業
単位：円

大事業 図書館管理運営費 担当 教育部郷育推進課図書館管理係

分野別計画等

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 図書館費

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源

外壁改修工事の完了 指標③

66,600,000 9,114,100 53,900

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　竣工から30年以上が経過し、施設や設備に不具合が頻発しています。施設全体が老朽化し、現在不具合が発
生していない部分についても、いつ故障してもおかしくない状態です。優先順位をつけながら改修を進めま
す。
　令和6年度の取組は次のとおりとします。
　　①LED照明交換工事（研修室・事務室等）
　　②外壁改修工事

事業の達成度を測る指標

指標① LED照明交換工事の完了 指標②

75,768,000 75,714,100

目標値 1 目標値 1 目標値

実績 1 実績 1 実績

【事後】課題 【事後】成果

　建物全体及び付帯設備が経年劣化し大規模改修の時
期を迎えています。設備や内装等の劣化が目立ってき
ています。

　図書館施設設備の改修をすることで、利用者が安全
かつ快適に図書館を利用できる読書環境を整えること
ができました。

課題に対する改善・改革案

　建物及び付帯設備の劣化状況を把握し、計画的に更新の準備を進めます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　築30年以上が経過し、建物全体及び付帯設備が経年
劣化し大規模改修の時期を迎えています。外壁改修工
事、衛生配管更新工事など施設及び設備の更新が必要
です。

　図書館施設設備の改修をすることで利用者が安全快
適に図書館を利用できる読書環境を整えることができ
ます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 図書館改修工事設計監理委託料 1,320,000

工事請負費 図書館改修工事費 65,120,000

工事請負費 ＬＥＤ照明設置工事費 7,712,100

工事請負費 給排水設備工事費 1,562,000
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10 6 6一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 郷育推進費

出前講座実施事業
単位：円

大事業 郷育推進一般管理費 担当 教育部郷育推進課郷育係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

分野別計画等

開催数

200,000 60,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 34回 実績

60,000

実績

指標③

目標値 35回 目標値 目標値

140,000

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　地域とそこに暮らす住民とともに育ちあう「郷育｣をすすめるため、学校・地域に市職員や郷育カレッジ講師
を、まちづくり出前講座を希望する学校や地域に派遣しています。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　開催回数が増加していますが、新型コロナウイルス
感染症の流行前（平成30年度の57回）に比べるとまだ
少ない状況です。

　市職員や郷育カレッジ講師による講座を行い、郷育
の理念である「郷によって育てられ、また皆で郷を育
てていく姿」を市民に浸透することができました。

課題に対する改善・改革案

　出前講座の講座内容を見直したり増やしたりすることで、定期的に受講する団体には継続的な受講を、新規
団体に対しては、出前講座の利用を促進します。小中学校にも利用してもらえるよう周知をします。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　徐々に講座の開催数が増加していますが、新型コロ
ナウイルス感染症の流行前（平成30年度：57回）に比
べるとまだ少ない状況です。

　地域に根差す市職員や郷育カレッジ講師による講座
を実施することで、郷育の理念である「郷によって育
てられ、また皆で郷を育てていく姿」が広く市民に浸
透していくことが期待できます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 60,000
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10 6 6一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 郷育推進費

カレッジ講座運営事業
単位：円

大事業 カレッジ講座運営事業費 担当 教育部郷育推進課郷育係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

分野別計画等

受講満足度

2,306,000 1,920,576

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 89.5% 実績 75.3%

261,000 1,659,576

実績

指標③

目標値 90% 目標値 85% 目標値

385,424

指標② 定員充足率

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　ふるさとや地域、自分たちの住んでいるところである「郷」に学び、育てられ、また、「郷」をみんなで育
てていく、福津の「ひと・もの・こと」を生かした福津市独自の総合学習システム「郷育カレッジ」の開催・
運営事業です。市民を受講生として、年間約100講座を開催し、受講数によって学位を認定して表彰するととも
に、郷育カレッジの講師やスタッフとしての活動を促します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　受講生の人数、受講生が講師となる講座数、定員充
足率をどう増やしていくかが課題です。

　令和6年度は100講座を準備し、そのうち受講生が講
師となっている講座は21講座でした。受講満足度は
89.5％とほぼ目標値となりましたが、定員充足率は
75.3％で目標値に届きませんでした。

課題に対する改善・改革案

　地域で活躍する人材の育成のために、新規講座の開拓とともに受講生（市民）の講師の開拓も進めるととも
に、毎年講座の内容を見直して魅力あるカレッジにしていく必要があります。また、講座内容について講師と
十分に打ち合わせを行い工夫をするとともに、受講意欲を高めるような周知ができるよう、講座紹介のパンフ
レットの内容を推敲します。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　郷育カレッジの特徴の1つである循環型の総合学習と
いう点では、受講生が講師になるケースが全体の2割と
現状維持にとどまっています。地域で活躍する人材の
育成という意味でも、ボランティアとしてまちづくり
に参画する市民を育成しながら、指導者としても活躍
できる人材を育成することが求められています。

　郷育カレッジでは、福津の「ひと、もの、こと」を
題材に、ふるさと、健康福祉、環境、生きがいなど10
分野で講座を開設し、郷育の理念である「郷によって
育てられ、また皆で郷を育てていく姿」が広く市民に
浸透していくことが期待できます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 584,600

需用費 消耗品費 110,081

需用費 事務用品費 3,135

需用費 印刷製本費 1,159,400

役務費 広報折込手数料 63,360
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10 6 4一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 文化事業費

文化財補助金事業
単位：円

大事業 文化事業一般管理費 担当 教育部郷育推進課スポーツ文化振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

分野別計画等

補助金交付団体数

270,000 221,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 3団体 実績

110,000 111,000

実績

指標③

目標値 3団体 目標値 目標値

49,000

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市における文化財及び郷土芸能等の保存に関し、積極的な地域的活動を行う団体（勝浦文化財保存会、在自
金刀比羅文化財保存会、津屋崎盆踊保存会）が実施する事業及び文化財の保存・整備事業に対し、補助金を交
付します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　郷土芸能、伝統芸能は地域の自治会や保存会等の資
金をもって運営されていますが、後継者の減少や維持
管理費の高騰によって、文化の継承が年々困難になり
つつあります。

　3団体に対して補助金を交付し、各団体が事業を実施
することができました。事業の実施により、市民が郷
土芸能・伝統芸能に親しむ機会を創出し、保存や継承
に向けた意識の醸成に繋げることができました。

課題に対する改善・改革案

　郷土芸能、伝統芸能等の保存・継承のために活動している団体等に対して支援を行い、将来にわたる継続的
な活動に繋げる必要があります。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　郷土芸能、伝統芸能は地域の自治会や保存会等の資
金をもって運営されていますが、後継者の減少や維持
管理費の高騰によって、文化の継承が年々困難になり
つつあります。

　古くから受け継がれてきた郷土芸能は市にとっても
財産の一つだと言えます。市からの補助金交付によ
り、次世代に向けて文化の継承が引き継がれます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 文化財保存整備費補助金 221,000
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10 6 1一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 社会教育総務費

アンビシャス広場推進事業
単位：円

大事業 アンビシャス広場推進事業費 担当 教育部郷育推進課青少年活躍推進係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

分野別計画等

利用者（延べ人数）

573,0001,320,000 1,300,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 今年度7,052人/前年度7,102人 実績

727,000

実績

指標③

目標値 前年度を上回る数 目標値 目標値

20,000

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　アンビシャス広場は、放課後等の子どもの居場所を確保するとともに、子どもたちに対して学習支援の他、
地域の特色を生かしたさまざまな体験・交流活動の機会を提供しています。
　広場での活動を通して豊かな心や幅広い視野の醸成、地域との連携等の面から子どもたちの健全育成に寄与
しており、この事業をより効果的に推進することを目的として、地域住民らによって構成される各アンビシャ
ス広場委員会への委託事業として実施しています。
　各アンビシャス広場では、主に放課後や週末等において、地域住民等の協力により、地域の子どもたちに対
して学習支援の他、地域の特色を生かした様々な体験・交流活動の機会を提供しています。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　活動に携わっていただいている委員や推進委員が高
齢化等の理由により交代されるケースが増えてきてい
ます。また、広場によっては学校敷地内で活動してい
ますが、教室数の不足等により活動が制限される問題
が生じています。加えて、夏休み期間などの暑さ対策
とイベントの実施の両立が課題です。

　猛暑による夏季イベントの縮小などにより、利用者
は令和5年度よりも0.7％減少しましたが、子ども達の
居場所づくり、学校外活動の場として大きな功績を上
げています。
　また、FUKUTSUコミュニティ・フェスタでは、各広場
の活動紹介をしたり体験コーナーを設けたりして、場
のＰＲを行うことができました。

課題に対する改善・改革案

　各広場との連絡会を密にし、情報共有を深め、市担当者の異動や各広場役員等の交代時にスムーズな引継ぎ
ができるようにします。学校以外にも活動の理解を求め、広場の活動場所の確保に努めていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　各広場は、それぞれが地域と連携した特色ある活動
を行っていますが、他広場との連携は年数回開催の連
絡会、FUKUTSUコミュニティ・フェスタでの体験コー
ナーの場にとどまっています。

　市内7か所のアンビシャス広場の開設により、こども
たちが自由に安心して遊びや活動ができる機会を充実
させ、こどもたちの健全育成に向けた支援を行うこと
ができます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 消耗品費 20,000

委託料 アンビシャス広場づくり委託料 1,280,000
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10 6 6一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 郷育推進費

親子野外活動支援事業
単位：円

大事業 郷育推進一般管理費 担当 教育部郷育推進課青少年活躍推進係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

分野別計画等

各回申込数／定員

192,000 192,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 103% 実績

192,000

実績

指標③

目標値 100% 目標値 目標値

0

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市の豊かな自然環境を生かした活動や当市に根付く伝統文化の体験を通して、市の魅力を感じ、関心を持つ
機会を提供することで、郷土愛を育みます。
　専門の講師を活用した親子体験の場を提供することで、親子関係の新たな可能性を広げ、体験への充実感や
親子が触れ合う時間を通して良好な親子関係の構築を支援します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　天候によっては中止せざるを得ない講座がありま
す。また、人気講座には定員を大きく上回る応募があ
り、抽選により参加を断念していただく場合がありま
す。

　親子ともに楽しめる講座内容を増やした結果、参加
者アンケートでは、「親子で楽しめ、福津市内の新た
な魅力を知ることができた。」等、満足度は高くなっ
ています。

課題に対する改善・改革案

　できるだけ天候に左右されない講座を増やしていきます。また、アンケート結果も踏まえながら、積極的に
新しい講座を考えていきます。その際、より多くの親子が参加しやすい講座も取り入れていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　講座によっては定員を下回る申込数にとどまるもの
があります。
※申込数が定員を下回った講座数
　令和5年度…7講座（全13講座）

　市の魅力を再発見する機会とし、郷土への関心をも
つことができます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 180,000

報償費 協力者謝金 12,000

-54-



10 6 2一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 公民館費

公民館類似施設新築等補助事業
単位：円

大事業 公民館一般管理費 担当 教育部郷育推進課公民館係

福津市生涯学習推進計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

分野別計画等

増改築に対する補助金交付件数

3,465,000 3,465,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1件 実績

3,465,000

実績

指標③

目標値 1件 目標値 目標値

0

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　公民館類似施設（自治公民館）の充実及びユニバーサルデザインの推進を図るとともに、地域活動及び社会
教育活動に寄与することを目的に、公民館類似施設の新築、増改築、修繕、用地購入、下水道排水設備工事を
行う自治会に対して補助金を交付します。
　年度当初に開催する自治公民館合同研修会において、補助金制度の周知を行い、自治会から申請を受け付け
ます。申請を受け、市は事前審査を経て、次年度の予算へ計上し、議会可決後、事業を行う年度の4月末までに
内示を通知します。内示を受けた自治会は、交付申請書を市に提出し、市は交付決定通知書を送付します。自
治会は事業に着手し、事業完了後、市に実績報告を提出します。市は完了検査後補助金の確定通知書を送付
し、自治会はそれを受けて請求書を市に提出。市は補助金を交付するといった手順で行います。
　令和6年度においては1件（東福間11区）改修予定です。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　自費だけでは、自治公民館の新築、修復等が難しい
自治会があり、自治公民館の建物・設備の老朽化によ
り、利用に支障をきたしている自治会があります。

　令和6年度は、自治公民館1件の修復工事が完了し、
当該自治公民館が地域(郷育)活動の拠点として充実
し、地域住民は、安全に、安心して自治公民館を利用
できるようになりました。

課題に対する改善・改革案

　自治公民館は、地域（郷育）活動の拠点として大きな役割を担っています。自治会は、自費だけでは自治公
民館の新築、修復等が難しい場合に、補助金制度を活用することで、その実現の一助となり、地域（郷育）活
動の拠点の確保、充実につながっています。
　地域（郷育）活動の充実及び推進のために、継続的な実施が必要です。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　事業の周知の徹底及び自治会からの申請検討の相談
等への対応の充実。

　地域住民の集える場の充実が図られ、社会教育活動
及び地域自治の推進に寄与すると見込まれます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 公民館類似施設新築等補助金 3,465,000
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10 6 2一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 公民館費

中央公民館管理運営費
単位：円

大事業 中央公民館管理運営費 担当 教育部郷育推進課公民館係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

分野別計画等

施設利用者延べ人数

15,968,000 15,182,385

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 37,845人 実績

4,240,000 10,942,385

実績

指標③

目標値 40,000人 目標値 目標値

785,615

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　ホールや研修室を貸し出すことにより各種団体の活動場所を提供するとともに、生涯学習サークルや市内の
社会教育団体等が行う社会教育活動については施設使用料の減免を行い、その活動を支援します。
　公民館運営審議会を開催し、第3次福津市行財政改革大綱に掲げた中央公民館の機能の再定義・再配置及び生
涯学習サークルの活動活性化についての検討を行います。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　市民や市内の社会教育団体をはじめとする各種団体
が生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する
場を提供する必要があります。
　中央公民館のホールは、カメリアホールの大規模改
修が完了次第、機能統合するという方針の中で、機能
統合後の中央公民館ホールの再活用について、検討を
進める必要があります。

　生涯学習サークルや市内の社会教育団体をはじめとする各
種団体に対し、安全かつ安心して活動できる場として、ホー
ルや研修室等の利用を提供することができました。
　また、令和6年7月には、中央公民館を利用されている一般
の利用者やサークル活動をされている方に対し、ホール機能
統合後の中央公民館ホールの有効活用についてアンケートを
実施し、212人の回答を得ることができました。
　ホール機能統合後の再活用については、福津市公民館運営
審議会に諮問し、4回の審議を経て、答申を受けました。

課題に対する改善・改革案

　市民や市内の社会教育団体をはじめとする各種団体が中央公民館の施設（研修室やホール等）を社会教育の
活動の場として、安全に、安心して利用できるよう、引き続き中央公民館の運営及び施設管理を行います。
　今後、福津市公民館運営審議会の答申内容も踏まえながら、中央公民館ホールの機能統合及び再活用を検討
していきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　生涯学習サークル数が減少傾向にあるため、減少に
歯止めをかける必要があります。
　第3次福津市行財政改革大綱において、中央公民館の
機能の再定義・再配置を行うこととしており、その取
り組みを進める必要があります。

　生涯学習サークルや市内の社会教育団体をはじめと
する各種団体の活動が継続的に行えます。
　中央公民館の機能の再定義・再配置を行うことによ
り、行政サービスの再構築及び財政の健全化に寄与で
きます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費・研修旅費 4,920 委託料 券売機保守委託料 154,000

需用費 事務用品費・管理用品費 680,202 委託料 陶芸窯保守点検委託料 39,600

需用費 燃料代 2,144,762 委託料 舞台機構設備保守点検委託料 1,100,000

需用費 電気・水道・ガス使用料 7,887,020 委託料 印刷機保守委託料 71,060

需用費 機械器具修繕料 308,000 使用料及び賃借料 ファックス・コピー機賃借料 237,904

役務費 通信運搬費 273,660 使用料及び賃借料 ＡＥＤ・玄関マット等賃借料 92,598

役務費 ゴミ収集運搬手数料 66,000 使用料及び賃借料 ＮＨＫ受信料 22,614

委託料 耐圧試験委託料 7,920 負担金・補助及び交付金 福岡県公民館連合会負担金 64,000

役務費 公有物件災害共済掛金 90,585 工事請負費 空調設備工事費 1,210,000

委託料 ピアノ保守点検委託料 89,540 備品購入費 電気通信機器購入費 638,000
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10 7 2一般会計 （款） 教育費 （項） 保健体育費 （目） 体育施設費

わかたけ広場管理運営事業
単位：円

大事業 わかたけ広場管理運営費 担当 教育部郷育推進課公民館係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ２．生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する

分野別計画等

利用者延べ人数

57,000 12,625

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1,107人 実績

12,625

実績

指標③

目標値 1,400人 目標値 目標値

44,375

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　第3次福津市行財政改革大綱の取り組みを進めながら、安全性が確保できる施設については利用を継続しま
す。
　公民館運営審議会における中央公民館の機能の再定義・再配置の検討にあわせて、わかたけ広場についても
中央公民館の機能と連動した利活用の可能性を探っていきます。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　老朽化した施設の改廃及び中央公民館の機能と連動
した利活用の可能性について、引き続き検討する必要
があります。

　老朽化した施設の改廃についての方向性は確定しま
せんでしたが、追加投資せず、安全性が確保できる施
設については、継続して利用に供しました。

課題に対する改善・改革案

　老朽化した施設の改廃及び中央公民館の機能と連動した利活用に可能性について、引き続き検討を行いま
す。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　経年劣化により一部の施設が老朽化し、安全面に不
安があるため、老朽化した施設の改廃について検討す
る必要があります。
　また、第3次福津市行財政改革大綱の取り組みを進め
ながら、わかたけ広場の利用を促進する必要がありま
す。

　安全性が確保できる施設の利用を継続することによ
り、経費を抑えて社会教育施設としての行政サービス
を提供することができます。
　中央公民館の機能と連動した利活用の可能性が見い
だせれば、新たな行政サービスを提供することができ
るようになります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

役務費 公有物件災害共済掛金 12,625
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3 1 3一般会計 （款） 民生費 （項） 社会福祉費 （目） 人権対策費

人権講演会事業
単位：円

大事業 人権啓発事業費 担当 市民生活部人権政策課人権啓発・市民相談係

福津市人権教育・啓発基本計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

分野別計画等

参加者数

651,0001,402,000 1,391,764

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 323人 実績 1,696人

740,764

実績

指標③

目標値 300人 目標値 1,600人 目標値

10,236

指標② 映画上映参加者数

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　世界人権宣言が採択された12月10日を最終日とする人権週間(12/4～12/10)において、様々な人権啓発運動
を展開するとともに人権講演会を実施することにより、市民に対して正しい人権意識の醸成や更なる人権感覚
の高揚を図ることを目的としている。講師の選定にあたっては、最近の傾向や重要課題を考慮して決定してい
る。また、小中学生に対しても人権意識を根付かせることを目的として、学校での人権映画上映会を合わせて
実施する。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　講演会の講師を選定するにあたり、啓発すべき人権
問題の講演内容であることと、市民が関心を持ち講演
会に参加してくれるようなテーマとのバランスが難し
いところです。

　本年度は、姫路市の不徹寺住職である松山照紀氏を
招き、「心のモヤモヤ供養します-愚痴る、捨てる、や
めてみる-」をテーマに、人権講演会を実施しました。
実施にあたっては、広報紙や市HP、市LINE、市
Facebook、ポスター、チラシなどによりPRに努めた結
果、参加者数は323人となり、目標値を達成しました。

課題に対する改善・改革案

　講師選定に対しては、身の回りの人権問題や人権侵害を取り巻く様々な社会情勢にアンテナを張り講師の情
報収集に努めます。講師選定後は、例年行っているPRだけでなく、市内の医療機関や商業施設等にポスター、
チラシを掲示してもらい、市民へ周知する場所を新規開拓し参加者を増やしていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　効果的なPRや関係機関等への参加呼びかけのほか、
市民が共感する、または関心が持てるようなテーマを
考慮するなど参加者を増やす工夫が必要です。

　近年は、インターネット等による誹謗中傷や書き込
み等もあり、人権問題が複雑化、深刻化しています。
これらの人権問題解消のためには、市民に正しい人権
意識を持ってもらうことが重要であり、啓発活動に
よって救われる市民もいるため、今後も継続していく
必要があります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 200,000

報償費 協力者謝金 20,000

需用費 消耗品費 11,000

需用費 印刷製本費 263,780

役務費 広報折込手数料 63,580

委託料 映画上映委託料 804,700

委託料 託児保育委託料 3,000

委託料 駐車場整理業務委託料 25,704
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2 1 10

委託料 電話相談業務委託料 829,432

報償費 記念品代 59,400

需用費 消耗品費 46,750

報償費 相談員謝金 160,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 211,000

実績 184人 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　啓発事業については、男女共同参画を広めていくた
めに、参加者の増加に繋がるような企画と周知方法を
検討することが課題です。相談事業については、「ふ
くつ女性ホットライン」と「女性のための無料法律相
談」は相談件数が多く、市民からのニーズが高いの
で、引き続き実施していきます。

　男女共同参画に関する啓発・学習事業や相談事業を
実施することで、「第2次男女共同参画プラン・ふく
つ」で掲げる福津市における男女共同参画の目指すべ
き将来像「みんながつくる、希望あるれるまち・ふく
つ」が実現されます。

【事後】課題 【事後】成果
　男女共同参画に関する啓発事業は、主に講座や講演を行
いました。参加者を集めるため、広報紙やLINEなどのSNS
も活用しましたが、参加者が少なく課題が残りました。
　相談事業については、高度な知識や経験・対応力（コ
ミュニケーション能力）が必要になる事案が突然訪れま
す。当推進室では、弁護士や相談事業の委託先である専門
機関・支援センターに繋げることが多くなります。今後の
本市の人口構造を鑑みて、離婚や精神的な相談が増加する
と予想されることから、対面式での相談を希望される人も
増加すると考えられます。こうした相談支援が継続的に行
えるよう体制を整備することが必要です。

　男女共同参画に関する啓発や講座については、参加
人数が目標値以上であり、「夫婦で参加してよかっ
た」など好意的なアンケート結果でした。
　また、今まで本市には無かった「女性のための災害
ハンドブック」を市民と共に作成することができまし
た。それにより、市民の意識を変え、女性が災害時に
不利益を被らないで済むように、今後市公式ホーム
ページ等で広く市民に周知予定です。

課題に対する改善・改革案

　相談事業については、研修等を積極的に受け自己研鑽を行い、経験を積む必要があります。そのためにも、
できる限り複数人体制で相談を受けることにします。
　啓発事業は、市民への周知やアプローチも大切ですが、ニーズがどういうものか把握することも重要である
ため、企画段階から社会情勢等を考慮し立案することにより、多くの市民の意識を向上させることができる事
業を目指します。

1,400,000 1,306,582 28,000 77,000 1,201,582

目標値 153人 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　啓発事業として、男女共同参画宣言都市啓発事業、男女共同参画人材育成セミナー事業、男女共同参画ワー
キング会議運営事業、市内の高校に向けたデートDV防止講座、市内の中学1年生への妊娠・出産の知識の学習
事業等の講演会や講座を実施します。また、相談事業としては、ふくつ女性ホットライン（主に電話相談）、
女性の人権に関する無料法律相談等を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① 参加人数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

93,418

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

男女共同参画推進事業
単位：円

大事業 男女共同参画推進事業費 担当 市民生活部男女共同参画推進室男女共同参画係

男女共同参画推進事業費

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 男女共同参画プラン・ふくつ
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3 3 1一般会計 （款） 民生費 （項） 生活保護費 （目） 生活保護費

就労支援職業カウンセリング事業
単位：円

大事業 生活保護一般管理費 担当 健康福祉部福祉課生活支援係

翌年度
繰越額

不用額

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

分野別計画等

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　生活保護法第4条に規定される補足性の原則に基づき、16～65歳の稼働能力を有する生活保護受給者を対象と
して、自立・就労支援プログラムを実施することにより、効果的・効率的な就労支援に繋げます。

事業の達成度を測る指標

指標① 就労支援対象者数 指標②

938,740 2603,755,000 3,754,740 2,816,000

就労決定者数 指標③

目標値 30人 目標値 15人 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　生活保護を脱却するためには経済的自立が必要不可
欠であり、就労につなげるための支援が効果的です
が、本人の意欲や努力だけでは限界があり、技術的・
精神的なサポートを必要としています。

　効果的・効率的な就労支援とは、特殊性、専門性が
高い業務であることから、キャリアコンサルタント等
の専門的な資格を有する職業カウンセラーを配置し、
技術的・精神的なサポートによる就労支援により、生
活保護受給者の経済的自立の助長を図ることができま
す。

実績 24人 実績 8人 実績

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果

　事業対象者は、稼働年齢層のうち傷病及び障がい等
の就労に阻害要因がなく、事業参加の同意を得られた
ものになります。阻害要因が見当たらないため事業に
参加してもらい支援を行いますが、社会性や経験が乏
しく就労につながるまで時間を要するケースが多くあ
ります。

　支援者24人のうち、新規就職決定者は8人、就労継続
者のフォローアップにて増収に結びついた者は1人でし
た。就労決定者及び増収者のうち生活保護停止に至っ
た者は1人でした。

課題に対する改善・改革案

　表面上は阻害要因が見当たらないケースにおいては、根気強く継続した支援を行い就労支援員と事業対象者
との間に信頼関係を構築することで、就労を阻害する課題を見つけだし適切な支援を行う必要があります。

委託料 就労支援職業カウンセリング事業委託料 3,754,740
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3 1 6一般会計 （款） 民生費 （項） 社会福祉費 （目） 障害者福祉費

手話奉仕員養成研修事業
単位：円

大事業 障害者地域生活支援事業費 担当 健康福祉部福祉課障がい福祉係

翌年度
繰越額

不用額

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

分野別計画等

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　手話奉仕員の養成講座を開講し、手話の取得に関心の高い市民に受講してもらうことにより、日常会話程度
の手話表現技術を習得できる人材を育成し、手話奉仕員として登録し活動してもらいます。また、事業実施に
は宗像市と広域で実施することにより、指導員の確保を容易にするとともに、費用負担も軽減することができ
ます。

事業の達成度を測る指標

指標① 養成講座受講者数 指標②

363,000 131,882 7,118735,000 727,882 155,000 78,000

養成講座修了証書受領者数 指標③

目標値 5名 目標値 5名 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　「第3期福津市障がい者計画」に掲げた「障がいのあ
る人もない人も、地域の中で支え合い、共に生きるふ
くつ」を基本理念としたまちづくりを実現するための
事業です。障害者総合支援法第77条第1項第7号に基づ
き、地域生活支援事業の趣旨に沿った事業として実施
しています。

　手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話
表現技術を習得した人材を育成することにより、聴覚
障害及び音声機能障害等により意思疎通を図ることに
支障がある障がい者の自立した日常生活又は社会生活
を営む上での支援に繋げることができます。

実績 6名 実績 6名 実績

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果

　受講修了者に対しては、受講後は地域の意思疎通支
援への貢献に繋げていくことが今後の課題であると考
えます。

　今年度は福津市が主催し、6人の受講生に対して、受
講修了者は6名であり、昨年に比べて受講者数、受講修
了率はともに向上しました。

課題に対する改善・改革案

　令和7年度は、宗像市が実施主体となりますが、意思疎通支援へ繋げていくためにも、受講を継続しやすい環
境の構築や、修了後の受講生の手話を活用する場やスキルアップの場の情報提供等を図るため、宗像市と情報
共有や連携を深めることに努めます。

委託料 手話奉仕員養成事業委託料 725,000

需用費 消耗品費 2,882
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3 1 6一般会計 （款） 民生費 （項） 社会福祉費 （目） 障害者福祉費

基幹相談支援センター事業
単位：円

大事業 障害者地域生活支援事業費 担当 健康福祉部福祉課障がい福祉係

翌年度
繰越額

不用額

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

分野別計画等

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　基幹相談支援センターは、身体障がいや知的障がい、精神障がい等に関する地域の相談支援の拠点として中
核的な役割を担い、主に総合的・専門的な相談支援の実施、地域の相談支援体制の強化の取り組み、地域移
行・地域定着の促進の取り組み、権利擁護及び虐待防止の対応等の業務を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① 相談受付件数 指標②

13,712,900 10049,558,000 49,557,900 10,495,000 5,349,000 20,001,000

指標③

目標値 4,800件 目標値 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　「第3期福津市障がい者計画」に掲げた「障がいのあ
る人もない人も、地域の中で支え合い、共に生きるふ
くつ」を基本理念としたまちづくりを実現するための
事業です。障害者総合支援法第77条の２に基づく、基
幹相談支援センターの趣旨に沿った事業として実施す
る必要があります。

　基幹相談支援センターは、相談支援の中核的な役割
を担う機関となることから、相談支援専門員や社会福
祉士等の専門職を配置することにより、総合的な相談
窓口の開設が可能となり、効率的・効果的な相談支援
につなぐことができます。

実績 8,286件 実績 実績

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果

　今後は、地域生活支援拠点等の整備における「相
談」及び「緊急時の受入れ・対応」ができる体制づく
りや、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム
（以下「にも包括」という。）を進めていくこととあ
わせ、自立支援協議会として位置づけている2市1町障
害者地域支援ネットワークのあり方を再構築すること
が今後の課題です。

　令和5年4月に開設してから、障がいの有無に関わら
ず相談支援の中核的な役割を担う機関として地域にも
浸透してきており、着実に相談件数も増加してきてい
ます。また、専門職の配置により、困難事例の相談へ
の対応の幅が広がっています。
　自立支援協議会としての2市1町障害者地域支援ネッ
トワーク及び福津市障害者支援連携会議においては、
地域の課題解決をより実効性のあるものにするため、
障がいサービス事業者間及び行政等関係機関との連携
を強化するための枠組み再編に着手し、可能な取り組
みから実行することができました。

課題に対する改善・改革案

　地域生活拠点等の整備や「にも包括」の推進について、地域の事業所を含め関係機関等と連携を図ることに
より、支援体制づくりを行っていきます。さらに、自立支援協議会の再構築に向けた検討についても、古賀
市、新宮町とも連携を図り情報共有することで対応の均一化や効果的な支援体制づくりを行っていきます。

委託料 相談支援事業委託料 49,557,900
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3 1 6一般会計 （款） 民生費 （項） 社会福祉費 （目） 障害者福祉費

障害者成年後見制度利用支援事業
単位：円

大事業 障害者地域生活支援事業費 担当 健康福祉部福祉課障がい福祉係

翌年度
繰越額

不用額

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

分野別計画等

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　成年後見制度の利用が適正と認められる障がい者について、費用や家族環境（申し立てる家族がいない場合
や非協力的な場合等）の問題で審判の請求を行なえていない者に対して、申立手数料・登記手数料・鑑定費
用・後見人報酬等を負担することで成年後見人の選任及び利用継続が可能となり、障がい者の権利擁護を図る
ことができます。

事業の達成度を測る指標

指標① 成年後見制度利用者数 指標②

313,000 150,000610,000 460,000 97,000 50,000

指標③

目標値 1名 目標値 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　「第3期福津市障がい者計画」に掲げた「障がいのあ
る人もない人も、地域の中で支え合い、共に生きるふ
くつ」を基本理念としたまちづくりを実現するための
事業です。障害者総合支援法第77条第1項第4号に基づ
き、地域生活支援事業の趣旨に沿った事業として実施
しています。

　障がいを持つ人の権利擁護の一環として、成年後見
人の選任及び利用継続に伴う支援を行うことにより、
障がい者の自立した日常生活又は社会生活に繋げるこ
とができます。

実績 2名 実績 実績

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果

　申立費用の助成に対して、報酬助成の申請のみで、
新規での審判請求はありませんでした。今後は制度全
般の利用につなげていくことが課題です。

　今年度は、報酬助成申立て申請が2名からあり、いず
れも助成を実施しました。

課題に対する改善・改革案

　障がいのある方を支援している支援者（基幹相談支援センター及び計画相談支援専門員等）の相談者の中
に、制度利用に繋げたほうがいい人がいる場合などは、支援者等と連携し制度利用に繋げることで障がい者の
権利擁護に努めていきます。

負担金・補助及び交付金 成年後見人等報酬助成金 460,000
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3 1 6一般会計 （款） 民生費 （項） 社会福祉費 （目） 障害者福祉費

障害者ふれあい事業
単位：円

大事業 障害者自立支援事業費 担当 健康福祉部福祉課障がい福祉係

翌年度
繰越額

不用額

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

分野別計画等

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　障がいのある人やその家族と市民との身近なふれあいや交流の場を通じて、市民一人ひとりが障がいに対し
て考えるきっかけを持つことにより、障がいや障がいのある人への偏見を改め、正しい理解を深めるための啓
発の機会を提供します。

事業の達成度を測る指標

指標① 交流イベント参加者 指標②

1,371,300 7001,744,000 1,743,300 369,000 3,000

指標③

目標値 200人 目標値 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　「第3期福津市障がい者計画」に掲げた「障がいのあ
る人もない人も、地域の中で支え合い、共に生きるふ
くつ」を基本理念としたまちづくりを実現するための
事業です。障害者総合支援法第77条第1項第1号に基づ
き、地域生活支援事業の趣旨に沿った事業として実施
しています。

　障がいの有無にかかわらず、地域社会の一員として
安心して生き生きと暮らし続けることができる、心豊
かであたたかい共存・共生の福祉文化のまちづくりを
実現できます。

実績 203人 実績 実績

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果

　これまではコロナ禍の影響もあり、非対面型のイベ
ントを実施してきましたが、今後は広く「市民との交
流」に直接繋がる工夫が必要です。

　令和6年11月28日から12月1日までの4日間、市内の大
型商業施設内のホールにて「障がい児・者アート展」
を開催しました。市内在住又は市内の福祉サービスを
利用している障がい者・児から作品を募り、展示を行
いました。今年度は出品者の人物像や作品への思いな
どを紹介することで、より障がい者・児への理解を深
めてもらう工夫を行いました。また来場者からはメッ
セージを募り、間接的ではありましたが交流ができま
した。

課題に対する改善・改革案

　従来の「障がい児・者アート展」の継続をしながら、障がいの有無にかかわらず、多くの市民が一緒に集え
る機会を作れるような新しい取組みを検討します。

委託料 ふれあい交流事業委託料 1,743,300
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4 3 2

需用費 消耗品費 279,950

需用費 印刷製本費 150,170

報償費 協力者謝金 22,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 84,000

実績 1,788人 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　認知症サポーター養成講座を修了した団体で、より
認知症の方への理解を深められるフォローアップ講座
を受講する団体が少ないことがあげられます。

　受講者が地域で困っている人を見かけた際の対応を
学び、行方不明者や認知症の方の早期発見につながり
ます。また、認知症当事者への接し方を学ぶことで、
日頃から優しく人と接することにつながっています。

【事後】課題 【事後】成果

　令和6年1月1日に認知症基本法が施行され、新しい認
知症観を広げる必要があります。現行の講座が新しい
認知症観に対応できているとは言い難い為、今後対応
する必要があります。

　認知症サポーター養成講座の参加者数は、目標に到
達しました。また、フォローアップ講座を2回開催する
ことができました。

課題に対する改善・改革案

　講座内容については、新しい認知症観に沿うことが出来ていますが、根本的にテキストが新しい内容になっ
ていません。その為、テキストの内容を新しい認知症観に更新し、新規で作り直す必要があります。

697,000 536,120 206,406 103,203 226,511

目標値 延べ参加者数：1,000人 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　認知症サポーター養成講座は、市内で働く介護事業所の専門職員、地域福祉に携わる市民等で構成されてい
る認知症セーフティネットワーク蓮華草と協力して取り組んでいます。毎年多くの方に受講して頂き、小中学
校での講座も含め、累計数は1万3千人を超えています。現在、感染症等の影響も心配するところですが、市内
の高校や事業所など、さらに周知機会を広げ、講座内容の充実を図りながら、活動を展開しています。

事業の達成度を測る指標

指標① 参加者の増加 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

160,880

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

認知症サポーター育成事業
単位：円

大事業 地域支援事業費（任意事業） 担当 健康福祉部高齢者サービス課高齢者福祉係

任意事業費

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

介護保険事業特別会計 （款） 地域支援事業費 （項） 包括的支援事業・任意事業費 （目）

分野別計画等
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4 3 4

使用料及び賃借料 駐車場使用料 800

委託料 生活支援体制整備事業委託料 17,135,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 事務用品費 8,558

実績 8 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　自立支援型地域ケア会議等を通して個別の課題の蓄
積を行っていますが、各々の行政区で特定の項目の課
題を蓄積するのに、現在の状態では時間がかかりま
す。また専門職の生活支援コーディネーターが配置さ
れていないため、課題の蓄積や把握、課題解決の場の
設置や適切なマッチングなどを生活支援コーディネー
ターが単独で行うことが難しいです。

　専門的に個別の課題を把握することができるため、
より多くの個別課題を蓄積することができ、地域に必
要な資源を発掘することができます。

【事後】課題 【事後】成果

　集約された地域資源の情報が、地域の必要としてい
る住民や支援者に十分に届いていないことが課題とし
て挙げられます。

　エリアマネージャーの細やかな動きにより地域資源
の発掘し、福津の地域資源に情報を集約することがで
きました。

課題に対する改善・改革案

　今後は、纏めている地域資源「福津市の地域資源」を使用して、必要な方への支援へのマッチングツールと
して活用することと同時に、地域資源の普及を行っていきます。

17,220,000 17,144,358 6,600,578 3,300,289 7,243,491

目標値 8 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　地域の支え合いを支援するため、市全域を活動範囲とする第1層生活支援コーディネーターと郷づくり地域を
範囲とする第2層生活支援コーディネーターを配置しています。第1層生活支援コーディネーターは市、第2層生
活支援コーディネーターは各郷づくり地域の市民に委嘱し、支援を社会福祉協議会に委託しています。地域の
生活支援体制の状況や経過、地域とのきめ細かい連携や専門知識が必要であることから、第2層に中学校エリア
を統括する生活支援コーディネーターの配置を、社会福祉協議会に委託し、中学校エリアのコーディネーター
を中心として、支援体制の充実を図り、地域の実情に合った生活支援の取り組みや課題の解決に向けた協議を
行う場づくりに取り組んでいます。

事業の達成度を測る指標

指標① マッチング数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

75,642

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

整備推進事業
単位：円

大事業 生活支援体制整備事業費 担当 健康福祉部高齢者サービス課高齢者福祉係

生活支援体制整備事業費

基本
構想

テーマ別目標像 ３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち

基本方針 ３．すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる

介護保険事業特別会計 （款） 地域支援事業費 （項） 包括的支援事業・任意事業費 （目）

分野別計画等
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9 1 1

使用料及び賃借料 バス借上料ほか 290,960

備品購入費 消防用品購入費 943,580

役務費 通信運搬費ほか 911,322

委託料 消防団員健康診断委託料 997,437

旅費 消防団員費用弁償ほか 10,794,860

需用費 消耗品費ほか 9,586,581

福岡県消防協会負担金ほか 7,911,500

災害補償費 災害補償費 194,363

報償費 消防団退職報奨金 4,534,000

　消防団に適切な組織運営及び活動の支援を行うこと
で、市民の生命、身体及び財産を火災等から保護する
ための防災力の維持向上を図ります。消防主任と消防
団の連絡ツールに公用スマートフォンを導入すること
で、常日頃の連絡通信体制の強化が見込めます。ま
た、機能性の高い活動服で、団員の消防活動における
安全性を高めます。

実績 1本部 実績 13分団 実績 1班

共済費 消防団員公務災害補償組合負担金 1,042,156 公課費 電波利用料 28,400

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報酬 団長報酬ほか 31,337,334 負担金・補助及び交付金

【事後】課題 【事後】成果

　火災等の現場で初動対応を行う消防団の活動は、危
険が伴います。消防団員の活動中の安全を確保し、事
故を未然に防ぐため、今後も、消防団員の装備品の充
実や訓練を含めた活動の支援の取組みを継続する必要
があります。

　公用スマートフォンの導入により、消防主任と消防
団の連絡体制が強化され、火災等が発生した場合、即
時に情報共有し、緊急時にこれまで以上に、迅速な対
応ができるようになりました。活動服について、消防
庁の示す基準を満たす高視認性であり、耐火性、通気
性の高い活動服を導入したことにより、消防団員の消
防活動における安全性を高めました。

課題に対する改善・改革案

　消防団員の訓練や活動を支援することで、緊急時の迅速な対応が可能となり、被災者の救出や被害の拡大を
防ぐことができます。消防活動に係る報酬や各種資機材の充実化は、市民の安心安全の保持の観点からも、市
をあげて取組む必要があります。

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市民の生命、身体、財産を火災等から守るため、消防団を本部、分団、女性班で構成し、組織しています。
消防団員報酬及び費用弁償、活動服やホース等の消防品購入費や、格納庫の光熱水費等の消防団の活動及び組
織運営に必要な経費を支出するものです。

事業の達成度を測る指標

指標① 支援する本部数 指標② 支援する分団数 指標③ 支援する班数

目標値 1本部 目標値 13分団 目標値 1班

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　非常備消防である消防団の組織力維持向上に向け
て、訓練等を積極的に実施していくとともに、団員数
の更なる増加を図っていく必要があります。消防主任
と消防団の連絡ツールとして公用のスマートフォンを
用意する必要があります。また、現在の活動服は消防
庁の装備新基準を満たしておらず、安全確保を目的と
して耐火性及び通気性、夜間の高視認性に優れたもの
に変更する必要があります。

4,728,303 63,844,190 2,938,50771,511,000 68,572,493

繰入金 市債 その他

一般会計 （款） 消防費 （項） 消防費

一般財源

分野別計画等 福津市地域防災計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金

消防団活動支援事業
単位：円

大事業 消防団活動事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

（目） 非常備消防費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 １．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する
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需用費 消耗品費 1,167,608
負担金・補助及び交付金 福岡県消防操法大会負担金 300,000

　操法大会への出場を目的として、訓練等を実施する
ことにより、消防団員が消火活動を迅速、確実かつ安
全に実施するための技術を習得することが見込まれま
す。また、操法大会の実施により、市民の安心安全を
実現する消防団の活動及び技術の習熟度を、対外的に
周知することにもつなげます。

実績 11分団 実績 実績

旅費 消防団員費用弁償 3,016,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報酬 出動報酬 5,278,000

【事後】課題 【事後】成果

　消防団員は生業の傍らで活動しているため、地域貢
献の想いがなければ、活動を継続できません。操法大
会に向けた訓練には、規律や機械操作の習得ができる
といった利点があります。しかし、全国的に、消防団
員の負担軽減の観点から、操法大会への取り組み方に
ついて、見直しがあっており、他自治体の動向を注視
する必要があります。

　全ての分団において操法訓練を行うことができ、市
大会や宗像地区大会への出場を通じて、消防団員の技
術の習熟や規律の統制、士気の高揚を図ることができ
ました。

課題に対する改善・改革案

　ポンプ操法大会は、消防団員の日頃の訓練成果の発表の場であり、操法技術の向上や団員の士気高揚を図
り、地域防災力の強化に役立てることを目的としています。その目的を維持しつつ、消防団員が仕事や家庭と
の両立ができるように、関係機関等で負担軽減について検討の場を設ける必要があります。

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市内の安心・安全の実現を担う市消防団が、迅速、確実かつ安全に行動するために定められた消防用機械器
具の取り扱い、及び操作の基本を身に着けることができるように、市及び宗像地区消防操法大会の企画・開催
を毎年度行っています。消防団員の操法大会出場及び訓練の実施にあたり、必要な消耗品を購入するほか、報
酬及び費用弁償等の経費を支出するものです。なお、操法大会は各分団（第1分団～第11分団）と女性班を交互
に出場対象としており、令和6年度の種目はポンプの部で各分団が出場対象となります。

事業の達成度を測る指標

指標① 操法訓練分団数 指標② 指標③

目標値 11分団 目標値 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　迅速、確実かつ安全な消防団活動には、各団員が消
防用機械器具を正確に取り扱うことか求められます。
令和2～3年度には新型コロナウィルス感染症拡大防止
のため大会及び訓練を中止しましたが令和4年度に再開
しました。今後も引き続き放水方法や消火活動技術の
習熟を図っていく必要があります。

9,761,608 8,3929,770,000 9,761,608

繰入金 市債 その他

一般会計 （款） 消防費 （項） 消防費

一般財源

分野別計画等 福津市地域防災計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金

ポンプ操法大会事業
単位：円

大事業 消防団活動事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

（目） 非常備消防費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 １．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する
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　第11分団格納庫のトイレを水洗化することにより、
衛生環境を整え、基本的感染症対策を行っていきま
す。また、団員の活動における環境を整備すること
で、分団の活動維持にもつなげていきます。

実績 1据 実績 実績

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

工事請負費 下水道接続工事費 1,296,240

【事後】課題 【事後】成果

　消防団格納庫については、計画的に修繕整備してい
く必要があります。今後、施設の老朽化を考慮し、地
域と段階的に協議を進めていくことが課題です。

　第11分団格納庫のトイレを水洗化することにより、
衛生環境を整え、感染症対策ができました。今後も格
納庫の整備等で、分団の活動を支援していきます。

課題に対する改善・改革案

　消防団活動を円滑に実施するためには、消防団員の活動基盤である消防格納庫の整備が不可欠であります。
よって、既存施設の利活用について、消防団や地域と協議のうえ、計画的な消防格納庫整備を進めていきま
す。

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　消防団活動の拠点である消防格納庫は市内に17ヶ所存在しています。これまで老朽化により使用に支障をき
たしていた第1分団や第2分団の消防格納庫の建替（移転）工事や、下水道の整備に伴う水洗化工事を計画的に
実施しています。令和6年度は第11分団(本木地区)消防格納庫のトイレ水洗化工事を行います。また、福間・神
興・上西郷地区の各分団は分団統合以降に各々2つの格納庫を保有しており、今後、格納庫数の適正化について
検討を行っていく必要があります。

事業の達成度を測る指標

指標① 格納庫トイレの水洗化 指標② 指標③

目標値 1据 目標値 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　災害警戒時や夜警待機時など、消防団員が安心して
任務を果たせるよう消防格納庫の環境を整備しておく
必要があります。老朽化に伴い消防格納庫が使用に支
障がないよう維持管理を行い施設の安全面は確保する
ことは、もとより、下水道の整備等の衛生面も整備す
る必要があります。

1,296,240 7601,297,000 1,296,240

繰入金 市債 その他

一般会計 （款） 消防費 （項） 消防費

一般財源

分野別計画等 福津市地域防災計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金

消防格納庫整備事業
単位：円

大事業 消防施設等整備事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

（目） 消防施設費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 １．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する
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　防災行政無線を適切に保守や更新を実施することに
より、無線設備の長寿命化を図り、市民への避難情報
の迅速かつ着実な伝達を継続します。

実績 73局 実績 1台 実績 1台

工事請負費 防災行政無線設備工事費 4,290,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 防災行政無線屋外子局電池交換委託料 3,906,100

【事後】課題 【事後】成果

　機器の設置から、通信機器の法定耐用年数9年と製品
販売終了から5年が経過し、修理部品保有期限を超えて
おり、維持管理や修繕のための部品が製造中止にな
り、機器の整備が難しくなってきています。また、無
線設備が古いため、防災行政無線以外の情報伝達手段
（HP、LINE、FB、緊急速報メール等）と連携ができ
ず、防災行政情報を一斉配信できないなどの新たな課
題への対応が必要です。

　計画していた屋外子局73局分のバッテリー交換とJ-
ALERT用のバッテリ交換は完了しました。また、老朽化
により、直流電源装置に不具合が突発的に発生したの
で、更新工事により対応しました。これにより、無線
設備の長寿命化ができました。

課題に対する改善・改革案

　現基幹機器の保守管理や修繕については、部品がない場合に設置メーカー以外の製品を含めた代替品での対
応可能性を調査・研究します。防災行政情報を一斉配信できないことについては、各情報発信ツールの設定の
工夫や、人員配置などにより対応します。

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　2009年度に災害時の情報伝達手段の一つとして、デジタル防災行政無線を整備し、市域83箇所に屋外子局を
設置しています。整備後は、適切に保守や更新作業を行っており、適時に屋外子局の電池交換や、親局と再送
信子局など無線局の再免許更新を実施してきました。今後も引き続き防災行政無線の長寿命化を図っていきま
す。また、テレホンサービスや、ホームページ、その他SNS等を活用し、市民への防災情報の確実な伝達を継続
します。

事業の達成度を測る指標

指標① 屋外子局バッテリ交換 指標② J-ALERT用バッテリ交換 指標③ 防災行政無線直流電源装置更新

目標値 73局 目標値 1台 目標値 1台

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　防災行政無線の導入から13年が経過し、機器のメン
テナンス部品に製造中止になっているものがありま
す。基本的にリニューアルした代替品で対応していま
すが、一部の機器については、代替品での対応が難し
くなってきています。

4,996,100 9008,197,000 8,196,100 3,200,000

繰入金 市債 その他

一般会計 （款） 消防費 （項） 消防費

一般財源

分野別計画等 福津市地域防災計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金

地域防災行政無線整備事業
単位：円

大事業 地域防災行政無線事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

（目） 災害対策費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 １．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する
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役務費 通信運搬費 528,000

使用料及び賃借料 電算ソフト使用料 11,000

　備蓄品の更新により、市備蓄計画に基づく公助によ
る備蓄を充足します。市一斉防災訓練を各郷づくりや
自治会と連携のうえ実施し、発災直後の自助・共助の
活動の重要性と、訓練の繰り返しが速やかな避難行動
に繋がることの市民への啓発機会とします。

実績 100% 実績 1回 実績

需用費 消耗品費 935,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 50,000

【事後】課題 【事後】成果

　備蓄品については発災直後は公助による備えによる
対応に限界があるので、自助、共助での備えを引き続
き啓発する必要があります。市一斉防災訓練の実施に
ついては、訓練の内容が充実している一方で、地域に
よっては、参加者世帯の偏りや、高齢化等の課題があ
ります。

　備蓄品の更新により、公助による備蓄を充足しまし
た。市一斉防災訓練については、各郷づくりや自治会
との連携のうえ実施しました。加えて、市、福間南郷
づくり地域推進協議会、イオンモール福津の共催で、
官民の枠を超えた16事業所により、福津市総合防災訓
練&防災フェスを実施し、防災における自助、共助、公
助の連携を深めるとともに、顔の見える関係性を構築
しました。地域防災推進員の講習会については、熊本
県初代危機管理防災企画監や九州大学教授を講師とし
て2回実施し、深めた防災に関する知識によって、地域
の防災活動のサポートをしていただいています。

課題に対する改善・改革案

　自助、共助による備蓄の備えについては、出前講座や市広報紙、HP等での啓発を継続します。また、福津市
一斉防災訓練における参加世帯の偏りや、高齢化については、福津市総合防災訓練で関係性を構築した民間事
業所等の協力を求め、これまで周知の届かなかった方達も興味を引くような、地域による訓練の実施を支援し
ます。

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　防災力向上のため、市備蓄計画に基づく食料・飲料水などの災害備蓄品の消費期限到来等に伴う更新業務
や、防災知識の普及・啓発及び防災意識の向上を図るための福津市一斉防災訓練の実施、地域防災推進員の防
災知識の向上を図るための講習会の開催などを行います。

事業の達成度を測る指標

指標① 備蓄品充足率 指標② 市一斉防災訓練実施 指標③

目標値 100% 目標値 1回 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　市備蓄計画に基づき、2,400人分の食料・飲料水を常
に準備しておく必要があります。また、防災における
自助・共助の重要性の周知や啓発をより一層行うため
市一斉防災訓練を継続する必要があります。

1,524,000 40,0001,564,000 1,524,000

繰入金 市債 その他

一般会計 （款） 消防費 （項） 消防費

一般財源

分野別計画等 福津市地域防災計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金

防災事業
単位：円

大事業 防災事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

（目） 災害対策費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 １．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 劣化状況調査委託料 3,234,000

実績 1 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　市内には、92箇所の農業用防災重点ため池がありま
すが、その多くが、築造されてから長い年数が経って
おり、経年劣化が進んでおります。
 なお、令和6年に七股池が追加指定され、市内の農業
用防災重点ため池は、93箇所となりました。

　劣化状況評価を実施し、各ため池の状態を把握する
ことにより、今後のため池整備計画作成に活用するが
可能となり、効果的、効率的な防災工事を行う事が出
来ます。

【事後】課題 【事後】成果

　令和3年度より順次調査を進めていますが、市内には
93箇所の農業用重点ため池があり、全体の状況を把握
するには至っていません。

　令和6年度は、当初予定していた6箇所を上回る7箇所
のため池で調査を行い、劣化状況を把握することが出
来ました。

課題に対する改善・改革案

　国、県の補助事業を活用し継続して調査を進めていきます。

3,564,000 3,234,000 3,230,000 4,000

目標値 1 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市内には、92箇所の農業用防災重点ため池があり、令和3年度から劣化状況を調査しております。この調査に
より、農業用池の防災工事（老朽化対策、豪雨対策）が必要かを判断します。
　令和6年度においては6箇所のため池の調査を計画しております。

事業の達成度を測る指標

指標① 調査委託件数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

330,000

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

農村地域防災減災事業
単位：円

大事業 農業用施設整備事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

農地費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 １．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） 農業費 （目）

分野別計画等
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 ブロック塀等撤去費補助金 711,000

実績 6件 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　大規模な地震により、通学路や避難経路等に面する
危険なブロック塀が倒壊することで、住民の生命、身
体及び財産に重大な損害や、避難経路の通行の妨げが
生じる恐れがあります。

　国及び県の補助金を活用し、市内のブロック塀等の
撤去を推進します。具体的には、市内の危険なブロッ
ク塀を、年間10件ペースで撤去することによって、地
震発生時の被害を防止し、安全なまちづくりを実現す
ることができます。

【事後】課題 【事後】成果

　市内の危険なブロック塀について、補助実績が目標
値に達していないことから、補助制度の周知が課題と
なっています。

　広報（6月号）に本制度を掲載し、周知を行いまし
た。
　市内の危険なブロック塀について相談を受けた際に
は、職員が現地を確認し、補助対象になるか判定を行
いました。

課題に対する改善・改革案

　広報等で継続的・定例的に制度の周知を行っていきます。併せて、まちづくり講座（耐震改修）が開催され
た際には、関連事業として周知を行います。また、制度の位置づけを明らかにするため、次期計画となる「第2
次福津市空家等対策計画・第2次福津市マンション管理適正化推進計画」に明記していきます。

1,200,000 711,000 355,000 178,000 178,000

目標値 10件 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　平成30年6月に発生した大阪府北部地震における人的被害をうけて、地震によるブロック塀等の倒壊による被
害防止や避難経路の確保を目的に、ブロック塀等の撤去に係る補助金を交付するものです。本事業は、通学
路、避難路等に面し、市が危険とみなしたブロック塀等の撤去工事に対して、国の補助（社会資本総合交付
金・50％）及び県の補助（市町村負担の1/2かつ市町村補助額の25％　上限額3.0万円）を活用した補助制度で
す。県が行った調査結果及び周辺自治体の予定件数を踏まえ、年間10件交付するものとし、一件当たりの上限
額は12万円としています。
　具体的な指標は、危険なブロック塀等の撤去件数とし、目標値は10件/年とします。

事業の達成度を測る指標

指標① 危険なブロック塀等の撤去件数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

489,000

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

ブロック塀等撤去促進事業
単位：円

大事業 ブロック塀等撤去促進事業費 担当 都市整備部都市計画課開発建築係

都市計画総務費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 １．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

一般会計 （款） 土木費 （項） 都市計画費 （目）

分野別計画等 福津市耐震改修促進計画
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旅費 地域交通体系協議会委員費用弁償 48,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報酬 地域交通体系協議会委員報酬 54,600

実績 3回 実績 68,599人 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　市地域公共交通網形成計画で掲げる持続可能な地域
公共交通網の実現を図る必要があります。
　ミニバスに対する市民からの意見・要望や利用実績
に注視し、より良い路線の構築を図る必要がありま
す。

　次期公共交通計画の策定に着手します。
　多様な地域交通網の調整により、交通弱者等が買い
物、通院など日常的に利用しやすい持続可能な公共交
通網を形成します。

【事後】課題 【事後】成果

　バス、タクシー事業者の運転士・乗務員の不足及び
高齢化や、利用者数がコロナ禍以前の水準まで回復し
ないことにより、路線の維持が難しくなってきていま
す。

　地域交通体系協議会を3回開催しました。
　次期公共交通計画の策定に着手し、事業者それぞれ
の立場からの意見を聴取のうえ、素案を作成しまし
た。
　西鉄バス津屋崎鐘崎線の廃線要望に対し、一部存続
路線としました。

課題に対する改善・改革案

　人材確保に向けての施策、公共交通の利用を促進するための施策を次期公共交通計画に盛り込みます。
　交通事業者が行う人材確保に向けた取組みについて、積極的に広報することで、周知を図り人材確保に努め
ていきます。
　公共交通に対する安心感の確保のため、情報の周知に加え、乗り方講座等を検討・実施して、利用者確保に
つなげていきます。

120,000 102,600 102,600

目標値 3回 目標値 85,000人 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　法定協議会である市地域交通体系協議会では、令和元年8月に策定された市地域公共交通網形成計画に基づ
き、福津市における地域公共交通をマネジメントし、地域全体を見渡した総合的な公共交通ネットワークの形
成を図ります。
　ふくつミニバスは、運行業務を市内タクシー事業者に委託し、地域と拠点を結ぶ5路線で運行を継続します。
　また、交通空白地となる地域の高齢者に対する公共交通空白地タクシー料金助成事業、ふくつミニバスから
西鉄バス（津屋崎・鐘崎線）への乗り継ぎに対する補助、バスシェルターやベンチの設置といったバス利用者
の待合環境整備についても継続して実施します。
　令和6年度は上記各事業の他、次期公共交通計画の策定に着手します。

事業の達成度を測る指標

指標① 地域交通体系協議会の開催回数 指標② ふくつミニバス利用者数 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

17,400

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

地域交通体系協議会事業
単位：円

大事業 地域交通体系整備事業費 担当 都市整備部都市計画課都市政策係

企画費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 地域公共交通網形成計画
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負担金・補助及び交付金 交通空白地タクシー補助金 78,420
負担金・補助及び交付金 公共交通乗継補助金 2,900

使用料及び賃借料 キャッシュレス決済システム使用料 204,336

工事請負費 待合環境整備工事費 1,232,000

委託料 バス停設置委託料 308,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 バス運行委託料 46,769,703

実績 68,599人 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　ふくつミニバスの利用実績について注視し、より良
い路線の構築を図り、運行継続のため、収益を改善し
ていく必要があります。

　交通弱者が買い物、通院など日常的に利用しやすい
持続可能な公共交通網を形成します。

【事後】課題 【事後】成果

　地域からの要望により、新たに追加した経路での乗
降客数が伸び悩んでいます。

　令和6年4月から新路線で運行を開始しました。
　前年度に比べ、利用者数が約4,500人増加し、収支率
が約1％改善しました。

課題に対する改善・改革案

　公共交通の利用を促進するための施策を次期公共交通計画に盛り込みます。
　公共交通に対する安心感の確保のため、公共交通の乗り方講座等を検討・実施して、利用者確保につなげて
いきます。

50,418,000 48,595,359 3,096,000 809,000 60,000 44,630,359

目標値 85,000人 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　令和元年8月に策定した地域公共交通網形成計画に基づき、持続可能な公共交通網を形成するため、鉄道や民
間路線バス、タクシー等と役割分担し、地域と拠点を結ぶ「ふくつミニバス」を5路線（福間周回線、津屋崎
線、上西郷線、勝浦線、東福間・若木台線）で運行しています。令和6年4月から新路線で運行を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① 交通弱者の利用人数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

1,822,641

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

コミュニティバス運行委託事業
単位：円

大事業 地域交通体系整備事業費 担当 都市整備部都市計画課都市政策係

企画費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 西鉄バス運行補助金 6,594,000

実績 1路線 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　今後も路線存続の強い要望があります。路線が廃止
されれば、これを補うために新たな路線を設けるな
ど、高額な経費が必要となります。

　通勤・通学・買い物などに利用される生活交通路線
が確保されます。

【事後】課題 【事後】成果

　存続路線についても、今後の乗降客数や運転士の確
保の状況によっては再度廃止が検討されます。

　西鉄バス津屋崎鐘崎線の令和7年4月の廃線要望に対
し、廃止時期を令和7年10月に、廃止区間を津屋崎～神
湊波止場間のみとし、津屋崎橋～光陽台六丁目間を存
続路線としました。

課題に対する改善・改革案

　公共交通の利用を促進するための施策、人材確保に向けての施策を次期公共交通計画に盛り込みます。
　公共交通に対する安心感の確保のため、公共交通の乗り方講座等を検討・実施して、利用者確保につなげて
いきます。
　交通事業者が行う人材確保に向けた取組みについて、積極的に広報することで、周知を図り人材確保に努め
ていきます。

6,594,000 6,594,000 6,594,000

目標値 1路線 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　西鉄バス津屋崎・鐘崎線を存続させるため、運行赤字額の一部を補填します。
　　・津屋崎鐘崎線（津屋崎～神湊波止場区間の始発から3便分）（補填割合：福津市85％、宗像市15％）
　　・津屋崎鐘崎線（東町～福間駅前区間）（補填割合：全額）

事業の達成度を測る指標

指標① 幹線系統バス路線の維持 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

0

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

バス運行補助事業
単位：円

大事業 地域交通体系整備事業費 担当 都市整備部都市計画課都市政策係

企画費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 地域公共交通網形成計画
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負担金・補助及び交付金 東福間駅周辺整備事業負担金 64,858,543

委託料 分筆登記委託料 330,000

公有財産購入費 用地購入費 24,103,080

委託料 土地鑑定委託料 264,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 事務用品費 20,000

実績 984世帯 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　東福間駅周辺の東福間団地、若木台団地では住民の
高齢化が顕著にみられ、地域活力の減少や空き家問題
等も少しずつ発生しつつあります。地域の声として、
東福間駅周辺地域にぎわい再生計画の早期の実現が望
まれています。

　地域拠点の活性化や今ある子育てインフラを活用す
ることにより、子育て世代に選ばれる住宅地とし、地
域の定住人口や活力を維持します。

【事後】課題 【事後】成果

　他の多くの自治体でも同様の交付金事業を実施して
おり、国の補助金の確保が難しくなっています。

　東福間駅周辺地区都市再生整備計画事業として、南
北連絡通路の詳細・実施設計、東福間口駅前広場の詳
細設計、用地買収、若木台口駅前広場の測量、予備設
計を実施しました。
　令和7年1月に都市再生整備計画の第3回変更を行いま
した。

課題に対する改善・改革案

　社会資本整備総合交付金を確実に確保するために、福岡県と継続的に事業協議を実施していきます。

104,868,000 89,575,623 17,100,000 23,500,000 48,975,623

目標値 950世帯 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　ＪＲ東福間駅周辺地域で生活利便性の高い魅力ある地域拠点を形成し、既存の子育て環境の良さと合わせ、
周辺の住宅団地への子育て世帯の住み替えを促すことにより、団地の再生を目指します。大規模開発団地の
整った都市基盤や良好な居住環境を次世代に継承させ市の定住人口や活力を維持するため、神興・神興東郷づ
くり推進協議会や駅周辺の商業ビル所有者、閉店している大型スーパーの所有者等と地域のにぎわい再生を行
います。
 令和6年度は、東福間駅周辺地区都市再生整備計画事業として、南北連絡通路の詳細・実施設計、東福間口駅
前広場の詳細設計、若木台口駅前広場の測量、予備設計を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標① 東福間3,4,5,9,10区の世帯数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

15,292,377

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

東福間駅周辺地域団地再生事業
単位：円

大事業 地方創生事業費 担当 都市整備部都市計画課都市政策係

地方創生費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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委託料 空き家所有者特定作業委託料 151,700

工事請負費 解体工事費 1,435,500

役務費 広告料 27,320

役務費 裁判所予納金 1,200,000

旅費 特定空家等審査会委員費用弁償 20,000

【事後】課題

旅費 普通旅費 15,000

金額 科目等 内容

需用費 事務用品費 800

金額

実績 18件 実績 0件 実績 0件

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

事業費の内訳

科目等 内容

【事後】成果

　空家の適正管理については、所有者等が判明しだい
適正管理を促していますが、すぐに対応いただける
ケースとそうでないケースがあります。また相続人が
複数存在し、適正管理を促すまでに至っていないケー
スもあり、対応に苦慮しています。また、令和6年度は
空き家バンクの登録・成約件数が0件であり、制度の周
知等を図っていく必要があります。

　福津市における空き家等の利活用の取組を促進するため、
令和6年5月、一般社団法人福岡県中央古民家再生協会及び津
屋崎空き家活用応援団の2団体と空き家等古民家の利活用促
進に係る包括連携協定を締結しました。
　福津市内の特定空家等1件について、略式代執行による解
体工事を実施し、相続財産清算人を選任しました。
　空き家セミナーを12月に開催し、空家対策の現状説明や個
別相談に対応することができました。
　福岡県空家対策連絡協議会作業部会で、他市町と共に福岡
県管理不全空家等の判断基準の策定を進めました（R7.3策
定）。

課題に対する改善・改革案

　改正空家特措法や空家等対策計画・マンション管理適正化推進計画に基づき、適正管理されていない空き家
への対策や周知を継続して実施していきます。また、包括連携協定に基づき、空き家・古民家の利活用にも積
極的に取り組んでいきます。さらには、それらの周知等のための出前講座やセミナーに関しても継続して実施
していきます。

報酬 特定空家等審査会委員報酬 49,200

　市内の空き家について、敷地内の草木の繁茂に関す
る苦情・相談、台風や強風等による瓦や壁材の飛散に
関する苦情・相談が近隣住民や自治会から寄せられて
います。高齢化とともに空き家が増加し、適正な管理
が行われず、防災、防犯、安全、環境及び景観面で地
域住民の生活に深刻な影響を及ぼしています。

【令和6年度の目標指針】
・問題空き家の解体や補修等による是正件数・・年間5件
・空き家バンク登録件数・・年間2件
・空き家バンク成約件数・・年間1件
【目標達成により見込まれる効果】
市内の問題空き家について、解体や補修が進むことで、近隣への防
災、防犯、安全、環境及び景観面での悪影響が解消されます。ま
た、空き家バンクへの登録により、市場での流通が困難な物件を堀
り起こし、市内の空き家解消に繋ぐことができます。

3,391,000 2,899,520 623,000 2,276,520

目標値 5件 目標値 2件 目標値 1件

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　市内の管理されていない空き家について、近隣住民の要望への対応、民間事業者と連携した空き家の有効活用及び窓口相談等を通し
て、生活環境の保全を図り、あわせて空き家の活用を促進します。
⑴所有者等の意識向上への働きかけ
①「まちづくり講座・出前編」や津屋崎空き家活用応援団と連携した「空き家セミナー」の開催　②空き家実態調査で整備したデータ
ベースを活用した所有者への働きかけ　③窓口相談や関係団体と連携した相談会の実施
⑵自治会等と連携した管理されていない空き家への対応や民間事業者との連携による空き家の有効活用の推進
⑶特定空家等対策
※「事業の達成度を測る指標」は、福津市空家等対策計画に掲げる目標値とします。

事業の達成度を測る指標

指標① 問題空き家の解体や補修等による是正件数 指標② 空き家バンク登録件数 指標③ 空き家バンク成約件数

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

491,480

予算現額

空家対策事業
単位：円

大事業 空き家対策事業費 担当 都市整備部都市計画課開発建築係

都市計画総務費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 都市計画費 （目）

分野別計画等 福津市空家等対策計画

国庫支出金 県支出金 繰入金
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

工事請負費 交通安全施設整備工事費 7,527,300

実績 3 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　近年の全国的な交通事故の状況等から市内にも対策
が必要な路線・箇所は、多数存在しており、関係機関
と連携して、継続的且つ有効な対策を行っていく必要
があります。

　通学路交通安全対策として、路側帯（歩行者帯）の
明確化や防護柵設置等により、通学児童の安全性向上
が図れます。生活道路交通安全対策として、車道幅員
を制限する「狭さく」化等も推進していくことで、車
両の通行速度を抑制して、安全性向上が図れます。

【事後】課題 【事後】成果

　近年の全国的な交通事故の状況等から市内にも対策
が必要な路線・箇所は、多数存在しており、関係機関
と連携して、継続的且つ有効な対策を行っていく必要
があります。

　3エリアにおいて、生活道路交通安全対策として、路
側帯のグリーンベルト標示等により歩行者帯の視認性
向上と空間確保を行い、交差点カラー標示等により、
安全性の向上が図られました。

課題に対する改善・改革案

　財源面でも国庫補助事業メニューを活用しながら、関係部署・官公署等と連携して、更なる交通安全対策の
実施に努めていきます。

7,601,000 7,527,300 3,648,000 3,200,000 679,300

目標値 3 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

【通学路安全対策】
　近年、全国的に通学路の交通安全に向けた取組が進められており、本市においても、『通学路交通安全プロ
グラム』を策定しています。継続的に通学路の安全を確保するため、合同点検を継続するとともに、対策実施
後の効果把握を行い、対策の改善・充実を図ることが、本プログラムの基本的な考え方です。これらの取組を
PDCAサイクルとして繰り返し実施することで、通学路の安全性の向上を図ります。
【生活道路エリア安全対策】
　生活道路に関しては、速度規制等の要望があげられており、県警等の関係機関と協力し、効果的な箇所に適
切な対応・対策を行うことで、事故の防止・減少を図ります。
【令和6年度計画】生活道路安全対策：中央地区、花見地区、福間南・日蒔野地区

事業の達成度を測る指標

指標① 生活道路対策実施エリア 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

73,700

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

通学路交通安全対策事業
単位：円

大事業 道路新設改良事業費 担当 都市整備部建設課建設係

道路新設改良費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 道路橋梁費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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工事請負費 道路改良工事費 93,226,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 道路測量調査設計委託料 1,995,400

実績 1 実績 1 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　道路拡幅工事に向けては、用地買収は必須であるた
め、自治会や地権者との合意形成が課題としてあげら
れます。
　事業推進においては、財源の課題もあり、社会資本
整備総合交付金（国費）の継続的な確保に向け、福岡
県との連絡調整を適時に行う必要があります。

　狭小な道路を拡幅することにより、安全かつ快適な
通行が可能となり、地域交通の環境や緊急車両通行に
係る問題等の地域課題が改善され、地域の安全性の向
上につながります。

【事後】課題 【事後】成果

　道路拡幅工事に向けては、用地買収は必須であるた
め、自治会や地権者との合意形成が課題としてあげら
れます。また、事業推進においては、財源の課題もあ
り、社会資本整備総合交付金（国費）の継続的な確保
に向け、福岡県との連絡調整を適時に行う必要があり
ます。

【上小・古内殿線】
　地積図更正を踏まえた測量設計成果の修正を行い、
用地買収に向けて、事業を進めることができました。
【在自・柳ヶ宿3号線】※繰越明許費
　令和5年度より道路拡幅工事に着手し、側溝整備や道
路舗装等を実施し、幅員6.0mへの道路拡幅が完了し、
地域の円滑な交通と歩行者の安全対策が図られまし
た。

課題に対する改善・改革案

　自治会・地権者への丁寧な事業説明を随時行いながら、事業に対する理解を深めていただき、合意形成を
図って、事業推進を図ります。また、財源の確保においては、国庫補助事業を引き続き活用していくため、福
岡県と連携を図って、協議等に努めていきます。

95,227,000 95,221,400 46,128,000 41,500,000 7,593,400

目標値 1 目標値 1 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　道路幅員4.0ｍに満たない狭あいな道路を拡幅・改良することにより、地域交通の快適性・安全性の向上や緊
急車両通行に係る問題解消、安全な住宅市街地の形成を図る事業です。
【令和6年度計画】
　上小・古内殿線：地積図更生を経た測量設計成果の修正

事業の達成度を測る指標

指標① 整備実施路線 指標② 整備実施路線(繰越分) 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

5,600

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

狭あい道路整備促進事業
単位：円

大事業 道路新設改良事業費 担当 都市整備部建設課建設係

道路新設改良費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 道路橋梁費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 踏切改良事業負担金 160,732,529

実績 施工中 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　軌道・踏切管理者であるJR九州との実施協議を踏ま
えて改良工事を行っていく事業であり、事業進捗は協
議状況に左右されます。
　このため、早期の完了を目指して、適時的確に協議
調整を進める必要があります。
　また、財源確保の問題もあり、国費の配分に向け
て、福岡県と連絡調整を適時に行う必要があります。

　歩行者通行空間を創出することで、本踏切の通行に
係る車両及び歩行者等の安全性・快適性が向上し、改
善が図られます。

【事後】課題 【事後】成果

　軌道・踏切管理者であるＪＲ九州との実施協議を踏
まえて改良工事を行っていく事業であり、事業進捗は
協議状況に左右されるため、早期の完了を目指して、
適時・的確に協議を進めていく必要があります。

　ＪＲ九州との工事協定締結により、工事を進めてお
りましたが、ＪＲの各部署との調整等に不測の日数を
要し、令和7年度に繰越すこととなりました。令和6年
度末時点においては、歩行空間を確保するための歩道
橋設置の施工中です。令和7年度は繰越明許費により事
業を継続します。なお、踏切の開放は、令和7年9月末
を予定しています。

課題に対する改善・改革案

　踏切改良の具現化に向けて、今後もＪＲ九州と緊密な連携、協議を図りながら、安全性・快適性向上に向け
て事業を推進していきます。

286,000,000 160,732,529 88,396,000 65,000,000 7,336,529

目標値 完了 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　近年の全国的な踏切に関連する事故や通学路等での痛ましい交通事故が多発する中、課題とされている津丸
踏切において、事故防止対策として、歩行者通行空間の確保を行い、安全性の向上を図る事業です。
　津丸踏切は、令和4年12月に踏切道改良促進法に基づき、地域課題踏切として法指定されました。また、令和
5年2月に開催された福岡県踏切道改良協議会合同会議により、車道両側への路肩設置と、県道と市道を結ぶ片
側歩道を整備する対策方法を決定しました。
　踏切改良は軌道・踏切管理者との連携が不可欠であり、令和4年度に締結したＪＲ九州との協定にて、具体的
な対策内容を設計しました。
【令和5年度・令和6年度の2箇年計画】
　ＪＲ九州との協定を締結した上で踏切改良工事を実施し、安全性の向上を目指します。

事業の達成度を測る指標

指標① 踏切改良工事 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

125,267,000 471

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

津丸踏切改良事業
単位：円

大事業 道路新設改良事業費 担当 都市整備部建設課建設係

道路新設改良費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 道路橋梁費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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使用料及び賃借料 橋梁点検システム使用料 224,180

工事請負費 橋梁修繕工事費 106,960,700

委託料 橋梁修繕工事設計監理委託料 8,778,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 橋梁定期点検業務委託料 11,754,600

実績 34 実績 3 実績 8

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　長寿命化・架替・撤去・集約化など各道路橋の状態
に即した判断を行い、道路橋に対する長期的な維持管
理を行っていく必要があります。

　個別施設計画（橋梁）に基づき、予防保全を実施す
ることで、長期での維持管理経費の抑制・平準化を図
り、長寿命化等を行い、適正な維持管理を実施するこ
とで、市民が安心して安全に利用できる生活基盤を維
持・整備することができます。

【事後】課題 【事後】成果

　長寿命化・架替・撤去・集約化など各道路橋の状態
に即した判断を行い、道路橋に対する長期的な維持管
理を行っていく必要があります。

　計画していた法定点検を34橋、長寿命化設計を3橋、
長寿命化工事を8橋実施し、生活基盤である道路ネット
ワークの安全性・信頼性の向上がより図られました。
　長寿命化工事を計画していた奴山川11号橋について
は、他橋梁の損傷状態の変化により、対応変更の必要
性が生じたため、令和7年度にて工事の実施を予定して
います。

課題に対する改善・改革案

　個別施設計画（橋梁）に基づき、長寿命化、架替、撤去、集約化など老朽化した道路橋に対する対策工等を
各々検討し、適切な橋梁の維持管理に努めていきます。

127,725,000 127,717,480 69,575,000 46,400,000 11,742,480

目標値 34 目標値 3 目標値 9

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　従来の道路橋の維持管理は、対処療法的な修繕や架け替えを行う事後保全型が主体でしたが、老朽化する橋
梁の急増に伴う維持管理経費の集中と増大が、全国的な問題となりました。平成26年7月には道路法施行規則が
改正され、道路橋について5年に一度の近接目視点検が義務付けられました。本市においても、5年に一度の近
接目視点検を継続するとともに、「個別施設計画（橋梁）」に基づき、道路ネットワークの安全性・信頼性の
確保や、橋梁維持管理費の削減・平準化に取り組んでいます。計画的に点検や修繕工事、架替工事等を行うこ
とで、維持管理費の増加や集中を抑えるとともに、安心・安全な道路橋の管理を実施します。
【令和6年度計画】
　点検　　　　：34橋
　長寿命化設計：今西上橋ほか2橋
　長寿命化工事：黒石川7号橋ほか8橋

事業の達成度を測る指標

指標① 点検橋梁数 指標② 長寿命化設計橋梁数 指標③ 長寿命化工事橋梁数

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

7,520

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

橋梁長寿命化修繕事業
単位：円

大事業 橋梁長寿命化修繕事業費 担当 都市整備部建設課建設係

橋梁維持費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 道路橋梁費 （目）

分野別計画等 個別施設計画（橋梁）
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 福間駅前線県営事業負担金 5,000,000

実績 事業実施中 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　新たな福間駅周辺の交通ネットワークの構築による
円滑化を図るため、早期に事業完了の必要がありま
す。

　福間駅周辺の都市計画道路を整備することで、交通
ネットワークの改善による移動の円滑化と無電柱化事
業等での歩行者空間の確保により、安全性向上が図ら
れます。

【事後】課題 【事後】成果

　新たな福間駅周辺の交通ネットワークの構築による
円滑化を図るため、早期に事業完了の必要がありま
す。

　歩道照明整備を推進することで、事業の進捗が図ら
れました。

課題に対する改善・改革案

　早期の事業完了のため、福岡県との連携体制や働きかけをさらに強めて、市として積極的に協力・サポート
を行い、事業に取り組みます。

5,000,000 5,000,000 4,500,000 500,000

目標値 事業完了 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　都市計画道路福間駅前線において、市営事業と連携した拡幅事業を行うことにより、JR福間駅周辺地区の安
全で円滑な交通体系を整えます。
【令和6年度計画】
　歩道照明灯整備、歩道舗装工事（視覚障碍者誘導ブロックを含む）

事業の達成度を測る指標

指標① 整備路線 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

0

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

福間駅前線整備事業（県営事業）
単位：円

大事業 福間駅前線街路事業費 担当 都市整備部建設課建設係

街路事業費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 都市計画費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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備品購入費 農林水産機械購入費 299,860

工事請負費 大規模公園施設改修工事費 46,734,600

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

使用料及び賃借料 照明器具賃借料 4,593,600

実績 5 実績 1 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　老朽化等の公園施設は、多数存在しており、公園利
用者の安全確保・サービス向上等の面から撤去・統合
だけではなく改修・更新の必要があります。また、そ
れを推進する上で、財政面での課題もあります。

　公園利用者に対して、より安全な提供サービスの向
上につながり、利用者ニーズに沿った、より快適な場
の提供ができます。

【事後】課題 【事後】成果

　老朽化等の公園施設は、多数存在しており、公園利
用者の安全確保・サービス向上等の面から撤去・統
合・更新の必要があります。また、それを推進する上
で、財政面での課題もあります。

　なまずの郷では、野球場・テニスコート夜間照明
リースにより、維持管理経費の平準化を図っていま
す。【なまずの郷】芝刈機更新、【なまずの郷・みず
がめの郷】管理用カメラ改修、【あんずの里】園路区
画線更新を各公園で実施し、管理運営や安全面の向上
が図られました。
　また、なまずの郷のテニスクレイコート改修や野球
場BSOボード改修、あんずの里遊具広場の東屋屋根改
修、あんずの里複合遊具については繰越明許費による
改修をそれぞれ実施し、公園利用者の利便性や安全面
の向上が図られました。

課題に対する改善・改革案

　指定管理者と共に老朽化した施設に対して、適時に適切な対応を行うことで、利用者へのサービス向上に努
めていきます。また、財政面では、国庫補助事業メニューの適用など財政負担の軽減につながるよう、情報の
収集に努めて、福岡県等の関係機関と協議などを図っていきます。

53,634,000 51,628,060 46,600,000 5,028,060

目標値 3 目標値 1 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　福津市総合運動公園（なまずの郷）、久末総合公園（みずがめの郷）、あんずの里運動公園、宮の元公園、これら
4つの大規模公園が供用されてから20年以上が経過し、施設等の経年劣化による事故発生が懸念されます。
　本事業は、大規模公園内の施設を計画的に改修し、公園利用者への安心安全のサービスを継続的に提供するととも
に、公園のストック効果として、生活環境の改善やアメニティの向上等、生活の質の向上を図るものです。
【令和6年度計画】
　なまずの郷　：管理用カメラ改修、テニスコートクレーコート改修
　宮の元　　　：木製混合遊具改修

事業の達成度を測る指標

指標① 改修等施設数 指標② 改修等施設数(繰越分) 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

2,005,940

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

大規模公園改修事業
単位：円

大事業 大規模公園等管理運営事業費 担当 都市整備部建設課建設係

都市公園費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 都市計画費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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補償・補填及び賠償金 物件等補償費 94,371

工事請負費 市道維持工事費 57,816,000

原材料費 市道舗装補修等材料代 14,998,955

委託料 市道植栽等管理委託料 36,744,782

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 市道維持工事委託料 103,271,129

実績 636件 実績 38箇所 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　道路施設の老朽化に伴い、健全な状態に保つための
維持工事の継続的な実施が必要です。自治会からの道
路施設に関する要望も増加傾向にあり、予算内での問
題解決が難しい状況です。また、地域で自主的に実施
いただいている除草作業等についても、「高齢化に伴
い作業ができない、市が作業してほしい」との声が多
くあります。

　道路施設の損傷が軽微なうちに修繕等の対応を行う
ことにより、工事の規模が大きくなることを防ぎ、よ
り多くの箇所の問題解決が図れるようになります。な
お、除草作業等については、危険箇所は市が実施する
等、地域と連携しながら事業を進めます。

【事後】課題 【事後】成果

　道路の老朽化に伴い、健全な状態に保つための維持
工事の継続的な実施が必要です。自治会からの道路施
設に関する要望も増加傾向にある一方で、工事に係る
労務単価や原材料の仕入れ単価も高騰している状況で
す。また、地域で自主的に実施いただいている除草作
業等についても、「高齢化に伴い作業ができない、市
で実施してほしい」との声が多くあります。

　地元土木組合との委託契約による小規模な道路の維
持は636件、中規模な道路維持工事は38箇所実施し、併
せて市道等の植栽管理を適時適切に実施することで、
道路の安全性保持と、除草作業等の地域ニーズへの対
応を行いました。

課題に対する改善・改革案

　道路施設の損傷が軽微なうちに修繕等の対応を行うことにより、工事の規模が大きくなることを防ぎ、より
多くの箇所の問題解決が図れるようにします。除草作業への対応については、法面等の危険箇所は市が実施す
る等、地域と連携しながら事業を進めるとともに、防草対策にも取り組んでいきます。

213,322,000 212,925,237 1,520,000 211,405,237

目標値 700件 目標値 30箇所 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市が管理する道路施設において、経年劣化等により機能が著しく低下したものの修繕を行います。道路陥
没、側溝清掃等小規模な案件については地元土木組合との委託契約に基づき、原材料を支給し、委託工事を実
施します。アスファルト舗装のうち替え等の修繕が必要な施設で、一定規模を超えたものについては、道路維
持工事を実施します。また、道路植栽について、定期的に剪定・草刈作業等を行い、適正な維持管理に努めま
す。

事業の達成度を測る指標

指標① 市道維持工事委託発注件数 指標② 市道維持工事委託箇所数 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

396,763

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

市道維持事業
単位：円

大事業 道路維持管理事業費 担当 都市整備部建設課維持管理係

道路維持費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 道路橋梁費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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【事後】課題 【事後】成果

　過年度より、複数の自治会から舗装更新工事の要望
が上がっています。現在の道路維持工事では、特に状
態が悪い箇所をスポット的に修繕するという対応にと
どまっており、路線ごとの舗装更新を強く望まれてい
ます。

　本事業は、公共施設等適正管理推進事業債を活用し、計画
的に舗装更新工事を実施するものです。今年度は山手線舗装
更新工事を予定していましたが、県による適債性審査の結
果、今年度は適債性が認められないとの判断となったため、
事業実施を見送ることとしました。山手線舗装更新工事につ
いては、次年度の実施に向け、福岡県と連携を図り、財源確
保にむけた協議等に努めていきます。

課題に対する改善・改革案

　道路ストック修繕更新事業総点検により、舗装の損傷・劣化状態だけでなく、路線の重要性、交通量等を調
査した上で、更新が必要な5路線を抽出しています。令和5年度末時点で3路線の舗装を更新しており、今後も計
画的に工事を実施していきます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

実績 0m 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　国土交通省から道路ストックの適切な管理を行う旨
の通知がなされています。
　また、道路の修繕に関しては複数の自治会から要望
されています。
　通常の道路維持工事費では、特に状態が悪い箇所を
スポット的に修繕するという対応にとどまっており、
路線ごとの舗装の更新を強く望まれています。

　道路は、市民生活を支える最も基礎的なインフラの
一つです。
　更新工事を行うことで、道路交通環境の快適性、安
全性の向上につながります。

0 0 0

目標値 530m 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　道路管理者として、道路利用者および第三者の被害を防止する観点から、損傷状態を把握するための点検を実施
し、損傷等による道路利用者及び第三者への危険性の有無を判定し、異常ありと判定された場合には、可能な限りの
応急措置を実施するなど当面の被害防止措置を講じ、安全確保に努めています。
　国土交通省が示す「道路ストック総点検実施要領」に基づき、舗装・のり面・土構造物・道路附属物・照明の各項
目について点検調査を行い、補修や更新などの適切な維持管理を推進しています。
　本事業では、舗装に関する修繕が必要と判断される路線に対して、5ヶ年計画に基づき舗装の更新工事を実施する
ものです。
【令和6年度計画】
　山手線舗装更新工事

事業の達成度を測る指標

指標① 舗装更新 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

0

予算現額

道路ストック修繕更新事業
単位：円

大事業 道路ストック事業費 担当 都市整備部建設課維持管理係

道路維持費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 道路橋梁費 （目）

分野別計画等 舗装個別施設計画

国庫支出金 県支出金 繰入金
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委託料 ポンプ保守点検委託料 440,000

委託料 警報機点検業務委託料 149,600

委託料 上西郷川維持管理委託料 2,306,000

委託料 大井手井堰維持管理委託料 50,000

役務費 公有物件災害共済掛金 1,192

委託料 集いの駅維持管理委託料 3,740,000

需用費 電気使用料 259,759

需用費 水道使用料 27,852

需用費 燃料代 9,480 工事請負費 ポンプ設備改修工事費 4,818,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 管理用品費 2,704 工事請負費 河川維持工事費 20,325,800

実績 6台 実績 左岸29ｍ 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　破損等が発生している施設、更新が必要な機器類等
が存在し、適宜更新等が必要となっています。
　また、今後更新・維持を行っていく上で、財政面の
課題もあります。

　継続的な雨水排除施設等の更新や適切な維持管理行
為により、一定の雨水対策効果が現れます。

【事後】課題 【事後】成果

　破損等が発生している施設、更新が必要な機器類等
が存在し、適宜更新等が必要となっています。
　また、今後更新・維持を行っていく上で、財政面の
課題もあります。

　上西郷川、集いの駅、福間・四角雨水ポンプ場等に
ついて、例年通り適切な維持管理を行いました。
　工事に関し、福間・四角雨水ポンプの設備更新工
事、在自川、須多田川、岩上川の浚渫工事を実施しま
した。
　また、令和4年度から実施している桜川・小竹川護岸
維持工事に関し、今年度は小竹川の護岸改修工事を予
定していましたが、桜川護岸に新たな変状が生じてい
たため、緊急性の観点から、桜川の護岸改修工事を実
施しました。

課題に対する改善・改革案

　上西郷川を含む市の管理する河川や、集いの駅等について安心・安全・快適なまちづくりのため今後も適正
管理を継続していきます。また、財政面では、今後も起債の活用等、財政負担の軽減につながるよう情報収集
に努め、福岡県等の関係機関と協議を図っていきます。

32,868,000 32,130,387 14,700,000 17,430,387

目標値 5台 目標値 30ｍ 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　河川の役割は、多様でありますが、その一つとして雨水を流下（排除）させる重要な役割も持っています。
その適切な管理により、豪雨などに起因する浸水被害などの発生を防止し、公共の安全を保持するよう適正に行われなけ
ればなりません。
　また、近年の降雨状況の局地化・集中化・激甚化や都市化の進展に伴い、浸水被害への対応が全国的な課題となってお
り、雨水排除対策について、関心が高まっています。
　市内の各雨水排除施設の機能維持、向上を目標に各種対策を講じて行きます。
【令和6年度計画】
　福間・四角雨水ポンプ更新工事（5台）、小竹川護岸維持工事（Ｌ＝30ｍ）

事業の達成度を測る指標

指標① 雨水ポンプ更新 指標② 河川護岸維持 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

737,613

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

河川維持管理事業
単位：円

大事業 河川維持管理事業費 担当 都市整備部建設課維持管理係

河川総務費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 河川費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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工事請負費 自由通路改修工事費 5,049,000

工事請負費 昇降設備工事費 34,870,000

役務費 通信運搬費 34,529

役務費 公有物件災害共済掛金 164,960

需用費 水道使用料 573,711

需用費 施設修繕料 5,170,000

需用費 電気使用料 2,487,470

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 管理用品費 166,573

実績 1施設 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　福間駅の改築から10年以上が経過しており、耐用年
数を経過した施設が多数存在しています。
また、更新に関する財政面での課題もあります。

　耐用年数を経過している部品や故障歴のある施設の
修繕や補修を実施することで、事故の未然防止に繋が
り、安全性が向上すると共に、利用者も安心して駅を
利用することができるようになります。

【事後】課題 【事後】成果

　福間駅の改築から10年以上が経過しており、耐用年
数を経過した施設が多数存在しています。今年度は自
由通路の天井が崩落するなど、重大事故につながりか
ねない事象も発生しており、移動設備だけでなく、建
屋も含めた計画的な改修の必要性に迫られています。
また、更新に関する財政面での課題もあります。

　耐用年数を経過している部品や故障歴のある施設の
修繕や補修を計画的に実施しており、今年度は3号エス
カレーターの手すりベルト他交換工事を予定通り実施
することで、事故の未然防止と安全性の向上が図られ
ました。また、自由通路の天井崩落に加え、7月の集中
豪雨による、さいごう口エスカレーターの冠水も発生
しましたが、補正予算等を計上し、修繕工事を年度内
に完了させることで、駅利用者の安全確保に努めまし
た。

課題に対する改善・改革案

　施設の老朽化に伴う事故等の発生を抑止するため、包括管理と連携し、定期的な施設の安全点検と、エレ
ベーターやエスカレーター等設備の計画的な修繕を実施することにより、市の玄関口である福間駅の利用者へ
安全・安心・快適な駅空間を提供していきます。

48,766,000 48,516,243 17,430,000 859,740 30,226,503

目標値 1施設 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　駅舎が改築され福間駅周辺施設が供用されてから10年以上が経過しており、施設の老朽化に伴う事故発生が
懸念されます。
　周辺施設や設備等の維持管理を計画的に行うことで、市の玄関口である福間駅の利用者へ安全・安心・快適
な駅空間を提供していきます。
【令和6年度計画】
　3号エスカレーター手すりベルト他交換

事業の達成度を測る指標

指標① 要修繕施設数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

249,757

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

ＪＲ福間駅周辺施設維持管理事業
単位：円

大事業 福間駅周辺施設維持管理事業費 担当 都市整備部建設課維持管理係

街路事業費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 都市計画費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

工事請負費 都市公園維持工事費 4,708,000

実績 7公園 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　老朽化等の公園施設は、多数存在しており、公園利
用者の安全確保・サービス向上等の面から撤去・統
合・更新の必要があります。
　しかし、それを推進する上で、財政面での課題もあ
ります。

　老朽化施設の改修等の再整備を行うことで、より安
心で快適な憩いの場の提供と安全性の向上が図られま
す。

【事後】課題 【事後】成果

　老朽化している公園施設は、多数存在しており、公
園利用者の安全確保・サービス向上等の面から撤去・
統合・更新の必要があります。
しかし、それを推進する上で、財政面での課題もあり
ます。

　本休養施設改修工事は、令和4年度から令和8年度ま
での5か年計画で実施しており、令和6年度までの3年間
で20公園、43基の更新を行いました。老朽化施設であ
り、利用者ニーズも高い休養施設（ベンチ）を更新す
ることで、安全性と快適性の向上が図られました。

課題に対する改善・改革案

　老朽化した公園施設に対して、適時適切な対応を行うことで、利用者へのサービス向上と快適な空間の創出
に努めていきます。また、財政面では、国庫補助メニューの活用など、財政負担の軽減につながるよう情報収
集に努め、福岡県等の関係機関と協議を図っていきます。

5,000,000 4,708,000 4,708,000

目標値 9公園 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市内には市民にとって身近な公園が多数供用されており、施設等の老朽化やそれに伴う事故発生が懸念され
る状況です。施設改修・更新等を計画的に実施することで、公園利用者への安心安全なサービスの提供を図る
ものです。
【令和6年度計画】
　休養施設（ベンチ）改修

事業の達成度を測る指標

指標① 休養施設改修 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

292,000

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

公園改修事業
単位：円

大事業 公園整備事業費 担当 都市整備部建設課維持管理係

都市公園費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 都市計画費 （目）

分野別計画等 福津市都市計画マスタープラン
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負担金・補助及び交付金 職員研修負担金 119,000

委託料 内水浸水想定区域図策定業務委託料 74,198,300

使用料及び賃借料 有料道路使用料 3,840

旅費 研修旅費 65,400

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 6,000

実績 100% 実績 50% 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　近年、気候変動に伴う降水量の増加や短時間豪雨の
頻発、都市化（宅地化）に伴う浸透面積の減少による
雨水の流出量増加により、内水氾濫による浸水被害が
発生する危険度が増大しているため、事前防災（浸水
対策）を進める必要がある。また、雨水排水施設につ
いては台帳整備がなされておらず、構造規格や排水経
路等の情報がないものが大多数であり、現状、管理で
きていないことも課題である。

　内水浸水想定区域図の策定に伴い、内水ハザード
マップ作成・公表を行うことで、市民に対して周知を
行うとともに、避難の意識付けの効果が見込まれる。

【事後】課題 【事後】成果

　雨水排水施設の情報について、口径600mm以上の施設
については情報を取得できましたが、台帳整備までに
は至っていません。

　内水ハザードマップを作成・公表し、市民に対し
て、水害についての知識や対策、内水浸水箇所や避難
所等の情報を提供することができました。

課題に対する改善・改革案

　今年度の事業で取得した49kmの雨水排水施設の情報を整理し、順次、下水道台帳に反映します。

74,405,000 74,392,540 37,099,000 37,000,000 293,540

目標値 100% 目標値 50% 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　近年全国的に豪雨による、浸水等の被害が発生しており、国から雨水対策における計画策定の推進が通知さ
れている状況である。本市においても、市民の安全・安心確保のため、ハード・ソフト両面における総合的な
方針を定める必要がある。
　そのため、雨水管理総合計画を策定し、当面～長期にわたり、ハード・ソフト両面の浸水対策を計画的・効
果的に進めるため、令和6年度においては、福津市公共下水道全体計画で定める排水区（A=1,273ha）を対象
に、内水浸水想定区域図を策定する。また、雨水管理方針で定める浸水要因分析と地域ごとの課題整理まで行
う。

事業の達成度を測る指標

指標① 内水浸水想定区域図の進捗率 指標② 雨水管理総合計画の進捗率 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

12,460

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

雨水浸水対策事業
単位：円

大事業 雨水浸水対策事業費 担当 都市整備部下水道課施設係

公共下水道費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ２．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

一般会計 （款） 土木費 （項） 都市計画費 （目）

分野別計画等 福津市国土強靭化地域計画
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2 1 1

負担金・補助及び交付金 福岡県暴力追放運動推進センター負担金 30,000

負担金・補助及び交付金 宗像地区防災協会負担金 12,000
負担金・補助及び交付金 宗像地区防犯協会負担金 1,830,476

　宗像地区防犯協会及び宗像地区防災協会を支援する
ことで、市民や事業者の防犯・防災意識の向上を図り
ます。また、見守りベストの貸与や青パト講習の機会
提供により、各郷づくりの防犯部会や安心安全部会、
青少年指導員等の見守り活動や青色パトロール等の自
主活動を支援します。

実績 2回 実績 3回 実績

需用費 消耗品費 423,500

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 14,660

【事後】課題 【事後】成果

　福津市の刑法犯の認知件数は、昨年に比べ、増加傾
向にあります。特にニセ電話詐欺を含む知能犯が昨年
から12件増加して、36件となっています。

　見守りベストの貸与、宗像地区防犯協会や宗像地区
防災協会への支援を通じ、見守り活動や青パトによる
巡回など、市民による防犯・防災活動の実施によっ
て、安全で安心なまちづくりが進められています。今
年、宗像警察署が開催した青パト講習会に新規15人の
参加があり、市内では、市や郷づくり推進協議会3団
体、青少年指導委員会5団体、27台の青パト登録車両が
あり、175人の方が登録され活動しています。その他に
も、4団体の方が青パト登録車両で活動しています。

課題に対する改善・改革案

　犯罪や事故のない安全で安心なまちづくりを進めるためには、地域の自主活動が不可欠であることから、各
種団体への支援は継続を検討しています。犯罪被害の抑止のため、宗像地区防犯協会が作成したチラシ等を自
治会に向けて回覧します。また、不審者出没等の突発的な事案については、学校や関係する自治会などと情報
共有することで、犯罪の二次的被害を軽減します。

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市民や事業者の防犯・防災意識の向上に向けて、地域の安全活動を行う宗像地区防犯協会及び宗像地区防災
協会に対し負担金を支出する事で支援を行っています。宗像地区防犯協会においては防犯パトロール活動や見
守り活動などを、宗像地区防災協会においては石油販売事業者や塗料販売事業者などの会員向けに危険物取扱
者や防火管理者への講習会や研修会などを実施しています。

事業の達成度を測る指標

指標① 防犯協会青パト講習会開催回数 指標② 防災協会講習会開催回数 指標③

目標値 1回 目標値 5回 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　宗像地域の治安は、近郊と比較しても非常に良い状
態で推移していますが、ニセ電話詐欺による被害の予
防など、防犯・防災意識を多角的な視点から更に高め
ていく事が必要です。

2,210,636 11,3642,322,000 2,310,636 100,000

繰入金 市債 その他

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費

一般財源

分野別計画等

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金

防犯防災等啓発事業
単位：円

大事業 市民安全対策費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

（目） 一般管理費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ３．社会資本の有効活用と改善の推進体制を整備する
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8 2 3

負担金・補助及び交付金 宗像交通安全協会負担金 701,100
負担金・補助及び交付金 交通遺児を支える会補助金 48,000

需用費 消耗品費 161,975

委託料 迷惑駐車対策道路警備業務委託料 48,960

　交通安全思想の普及・啓発を行うことで、交通事故
発生数の減少に寄与するものです。

実績 1,734個 実績 1回 実績

報償費 記念品代 320,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 委員謝金 38,000

【事後】課題 【事後】成果

　全体の交通事故発生件数は昨年に比べ減少傾向で
す。高齢者や自転車関連に関する交通事故は減少して
います。また、飲酒に関連する事故については、昨年
度2名から今年度0名に減少しましたが、飲酒運転撲滅
の啓発は、交通安全協会と連携して取組みを継続する
必要があります。

　飲酒運転、高齢者や自転車関連の交通事故情報を市
公式ホームページに掲載したことや、新入学児童に対
して交通安全ルール表の確認や反射シールを身に着け
てもらったことで、交通事故への注意喚起ができまし
た。宗像交通安全協会が実施したシルバードライビン
グスクールでは、ベテランドライバーに運転の基本操
作の再確認をしていただきました。

課題に対する改善・改革案

　自動車保険加入の義務化や多発する高齢者による自動車事故などの情報を、広報紙や市公式ホームページに
掲載するとともに、自治会回覧等を通じて、市民周知することで、交通安全思想の普及・啓発をします。

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市長、関係団体、地域、市職員等で組織する交通安全協議会を通じ、新1年生等に向けた交通安全啓発教材等
の配布や自動車免許を自主返納した高齢者に向けた記念品の贈呈、春秋の街頭指導などを行っています。ま
た、負担金を支出している宗像交通安全協会において飲酒運転撲滅活動、高齢者事故防止活動、小学生への交
通安全教育活動などを宗像地域一帯で取り組むなど、交通安全思想の普及啓発に向けた事業を行っています。

事業の達成度を測る指標

指標① 小中学生への教材配布数 指標② シルバードライビングスクール 指標③

目標値 1,990個 目標値 1回 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　令和4年度の宗像地域における交通人身事故発生件数
は177件で、令和3年度と比較して7件減少しています
が、高齢者の事故に関しては令和3年度51件から令和4
年度68件と17件増加しています。高齢者の交通事故に
関して福岡県警同様に市も注視し、今後の推移を見
守っていく必要があります。

1,158,035 8,9651,327,000 1,318,035 160,000

繰入金 市債 その他

一般会計 （款） 土木費 （項） 道路橋梁費

一般財源

分野別計画等

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

国庫支出金 県支出金

交通安全対策事業
単位：円

大事業 交通安全対策事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

（目） 交通安全施設整備費

基本
構想

テーマ別目標像 ４．安心安全：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 ３．社会資本の有効活用と改善の推進体制を整備する
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10 6 5一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 文化財保護費

古墳公園史跡等購入事業
単位：円

大事業 古墳公園建設事業費 担当 教育部文化財課史跡整備係

国指定史跡　津屋崎古墳群整備基本計画（新原・奴山古墳群整備計画）

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ５．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち

基本方針 １．受け継がれてきた自然を守り、育てる

分野別計画等

公有化率（新原・奴山古墳群）

28,376,000 2,837,000 498,000 3,800,00082,109,000 35,633,359

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 95% 実績 80%

122,359 46,108,000

実績

指標③

目標値 96% 目標値 81% 目標値

367,641

指標② 公有化率（津屋崎古墳群）

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　本事業は、国指定史跡津屋崎古墳群を確実に次世代へ継承するために、国県の補助を受けながら史跡地の公
有化を進めています。令和6年度は、国指定史跡津屋崎古墳群に含まれる新原・奴山古墳群について686.22㎡
（1筆）の史跡地土地購入を行います。方法は、土地所有者交渉を進めるとともに、土地購入費及び物件等補償
費を算定し、土地購入費等の説明を行います。その後、土地売買等契約を締結し、所有権移転登記を経て市有
地とします。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　平成29年2月に国際記念物遺跡会議（イコモス）に提
出した「新原・奴山古墳群整備行動計画スケジュー
ル」を遵守する必要があるため、今後も引き続き計画
的かつ早期に公有化が必要です。

　令和6年度公有化予定地の地権者と交渉を進める中、
移転先確保に不測の日数を要したため、契約締結に
至ったものの土地購入費及び補償金（残金）を繰り越
しました。

課題に対する改善・改革案

　国・県の補助金を活用しながら、計画的に継続性をもって、地権者と交渉を進めることで、公有化の早期実
現に取り組みます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　平成29年2月にイコモスに提出した「新原・奴山古墳
群整備行動計画スケジュール」を遵守する必要がある
ため、計画的かつ早期に公有化が必要です。

　令和6年度においては、所有者との交渉がある程度進
んでいる土地について、土地購入費等の算定を行い、
詰めの交渉と土地売買等契約を行い、市有地としま
す。これにより、新原・奴山古墳群の公有化率は96％
となる見込みです。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 4,000

需用費 事務用品費 16,412

委託料 水質等検査委託料 142,901
補償・補填及び賠償金 物件等補償費 35,470,046
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10 6 5一般会計 （款） 教育費 （項） 社会教育費 （目） 文化財保護費

津屋崎古墳群保存整備事業
単位：円

大事業 古墳公園建設事業費 担当 教育部文化財課史跡整備係

国指定史跡　津屋崎古墳群整備基本計画（新原・奴山古墳群整備計画）

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ５．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち

基本方針 １．受け継がれてきた自然を守り、育てる

分野別計画等

整備面積

24,126,000 6,591,000 13,800,00049,930,000 48,373,340

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 2,104.1㎡ 実績

3,856,340

実績

指標③

目標値 2,000㎡ 目標値 目標値

1,556,660

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　国指定史跡となった津屋崎古墳群の保存と活用を図るため、保存整備を進める事業です。令和6年度は、津屋
崎古墳群に含まれる新原・奴山古墳群で保存整備工事を行います。内容は、『第2次 新原・奴山古墳群整備計
画』に基づき民間事業施設跡地と大型農業施設跡地の整備工事及び21号墳囲柵改修です。民間事業施設跡地で
は、改良土1,674.5㎥による盛土工事を行い、表面を張芝1,555.8㎡で養生します。大型農業施設跡地では、整
地とともに散策路を整備し、解説サイン2基を設置します。21号墳は墳丘周囲に設置され老朽化した囲柵63.0ｍ
を改修します。また、『第2次 新原・奴山古墳群整備計画』に基づき、新原・奴山30号墳の墳丘土層パネル製
作（1面）及び土器修復（3点）を行います。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　ガイド団体や市民ワークショップ等では、解説板・
誘導サイン、東屋などの休憩施設の整備、石室内部の
公開等についての早期実現を求める声が寄せられてい
ます。また、世界遺産専門家会議からは、整備事業進
捗の加速を求められています。

　民間事業施設跡地の整備工事（地形復旧）を完了す
ることができました。世界遺産新原・奴山古墳群を含
む国指定史跡津屋崎古墳群の文化財並びに観光資源と
しての保存・活用に向けて、引き続き計画に基づく整
備事業を推進します。

課題に対する改善・改革案

　国・県の補助金を活用しながら、『第2次　新原・奴山古墳群整備計画』を確実に実施していくことにより、
サイン整備や石室公開等の早期実現に取り組みます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　ガイド団体や市民ワークショップ等では、解説板・
誘導サイン、東屋などの休憩施設の整備、石室内部の
公開等について早期の実現を求める声が寄せられてい
ます。また、世界遺産専門家会議委員からは、整備事
業進捗の加速を求められています。

　『第2次 新原・奴山古墳群整備計画』の年次計画に
基づき工事等を実施します。公有化による事業施設跡
地等が整備され、新原・奴山古墳群の活用を推進する
ことができます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 33,340

需用費 消耗品費 4,900

委託料 古墳整備工事設計監理委託料 4,045,800

委託料 歴史資料展示品製作委託料 4,273,500

工事請負費 古墳整備工事費 40,015,800
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4 2 4

委託料 ごみ収集運搬委託料 3,020,050

役務費 シール販売手数料 86,100

委託料 シール販売委託料 28,700

需用費 印刷製本費 851,400

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 消耗品費 14,463

実績 12回/日→5回/日 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　物を買う段階でその安さやデザイン、使いやすさ、
人気という指標が優先されています。「長く使える」
という指標が重要視されず、その結果、粗大ごみを大
量に廃棄する状態が発生しています。

　粗大ごみ収集運搬の有料化・戸別収集事業を継続
し、粗大ごみの排出抑制を目指します。

【事後】課題 【事後】成果

　粗大ごみの処理の有料化・戸別収集を実施し、ごみ
の抑制と排出量に応じた負担の公平性が確保されまし
た。一方、粗大ごみの排出抑制のためには、まだ使え
る粗大ごみを処分しようと考えている市民の行動変容
を促し、リユースにつなげる必要があります。

　まだ使える家庭の不用品を捨てようとしたときに、
有価物として売却できるサイト運営会社マーケットエ
ンタープライズと協定を締結し、一度に複数の買取店
へ査定を出して、手軽に売却できるサービスサイト
「おいくら」に案内する広報活動を行いました。結果
として、今年度は、47件のごみの発生抑制となりまし
た。

課題に対する改善・改革案

　まだ利用できる不用品を有効活用できるように、「おいくら」サイトの情報を広報・市公式ホームページ等
を使い、周知に努めます。
　不要になったからとすぐにごみにするのではなく、繰り返し使用したり、修理したり、必要な人に譲る等の
行動変容を促すための周知を行います。

4,025,000 4,000,713 2,984,800 1,015,913

目標値 前年度を下回る件数 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　ごみの減量化や循環型社会の構築、排出者の責任意識の醸成、分別ステーションの混雑緩和、多様な生活様
式への配慮及び排出量に応じた負担による公平性の担保を目的に、令和5年7月から粗大ごみ収集運搬の有料
化・戸別収集を実施しています。

事業の達成度を測る指標

指標① 粗大ごみの出し方に関する問い合わせ件数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

24,287

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

粗大ごみ収集事業
単位：円

大事業 分別収集事業費 担当 市民共働部うみがめ課資源リサイクル係

分別収集事業費

基本
構想

テーマ別目標像 ５．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち

基本方針 ２．福津の環境を受け継ぐ子孫のために、地球温暖化を緩和する

一般会計 （款） 衛生費 （項） 清掃費 （目）

分野別計画等 福津市一般廃棄物処理基本計画
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4 1 7

委託料 臨時じん芥収集委託料 998,250

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 管理用品費 357,262

実績 34団体 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　アダプトプログラムの登録制度について、広く周知
することが必要です。また、アダプト団体がより円滑
に活動できるようサポートする必要もあります。

　ボランティア団体がアダプトに登録をし、公共エリ
アを定期的に清掃活動することにより、住んでいる地
域に対する愛着と環境美化の意識の向上が図れ、快適
な生活環境づくりが保たれています。また、市内外か
らも注目されており、今後も新規団体の参加者が見込
まれます。

【事後】課題 【事後】成果

　アダプトプログラムの登録制度について、広く周知
することが必要です。また、アダプト団体がより円滑
に活動できるようサポートする必要もあります。

　ボランティア団体がアダプトに登録し、公共エリア
を定期的に清掃活動することにより、住んでいる地域
に対する愛着と環境美化の意識の向上が図れ、快適な
生活環境づくりが保たれました。

課題に対する改善・改革案

　広報等を活用し、アダプトプログラムについて周知することが大切です。

1,360,000 1,355,512 1,116,000 239,512

目標値 40団体 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　ボランティア団体等が市のアダプト団体として登録をし、自らが決めた公共エリア（道路や海岸等）を定期
的に掃除を行っています。そのボランティア団体に対して、清掃に必要な用具を配布し、清掃活動の支援をし
ます。

事業の達成度を測る指標

指標① 公共エリア環境づくり事業登録団体数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

4,488

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

公共エリア環境づくり事業
単位：円

大事業 公共エリア環境づくり事業費 担当 市民共働部うみがめ課資源リサイクル係

公共エリア環境づくり事業費

基本
構想

テーマ別目標像 ５．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち

基本方針 ３．快適な生活環境をつくる

一般会計 （款） 衛生費 （項） 保健衛生費 （目）

分野別計画等 福津市環境基本計画
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4 2 3

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 し尿処理施設整備事業負担金 99,065,932

実績 100% 実績 解体工事着工 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　供用が開始された古賀市海津木苑の施設利用等に関
して、引き続き、古賀市および市内の一般廃棄物収集
運搬業許可業者との連絡・調整を行っていく必要があ
ります。
　また、市内における施設等啓発を進めていく必要が
あります。

　福津市から発生するし尿等が古賀市海津木苑におい
て適正に処理がなされています。
　宗像浄化センターの解体工事が着工されています。

【事後】課題 【事後】成果

　供用が開始された古賀市海津木苑の施設利用等に関
して、引き続き、古賀市および市内の一般廃棄物収集
運搬業許可業者との連絡・調整を行っていく必要があ
ります。
　また、市内における施設等啓発の取り組みを進めて
いく必要があります。

　福津市内で発生するし尿等が古賀市海津木苑で適正
に処理されることで、公衆衛生の確保ができていま
す。施設等啓発の取り組みとして、市職員を対象とし
た人権研修を実施しました。
　宗像浄化センターの解体工事が着工されています。

課題に対する改善・改革案

　施設利用等に関して発生した各種事案等については、古賀市および海津木苑職員との連絡を密に行い、各事
案ごとの必要な対応を迅速丁寧に行っていきます。
　施設等啓発に関する取り組みについて、引き続き、庁内外の関係機関と実施に向けた協議を進めていきま
す。

99,066,000 99,065,932 73,200,000 25,865,932

目標値 100% 目標値 解体工事着工 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　公共下水道への未接続者（市民、事業者等）が排出する生し尿及び浄化槽汚泥について、地方自治法の規定
による事務委託により、古賀市海津木苑で処理・処分を行います。使用期限切れとなった宗像地区事務組合し
尿処理場（宗像浄化センター）について、福津市と宗像市で組織し、し尿処理場の管理運営に関する事務を共
同処理している宗像地区事務組合において解体工事を行い、施設を撤去します。各々の事業に係る経費につい
て、古賀市及び宗像地区事務組合に負担金を拠出します。

事業の達成度を測る指標

指標① 新施設への搬入率 指標② 旧施設の撤去 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

68

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

し尿処理施設整備事業
単位：円

大事業 し尿処理事業費 担当 市民共働部うみがめ課清掃対策係

し尿処理費

基本
構想

テーマ別目標像 ５．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち

基本方針 ３．快適な生活環境をつくる

一般会計 （款） 衛生費 （項） 清掃費 （目）

分野別計画等 福津市一般廃棄物処理基本計画
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4 1 6

原材料費 教材、教具等材料費 13,200

報償費 記念品代 40,000

需用費 事務用品費 33,682

報償費 協力者謝金 9,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 16,000

実績 1,500人 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　環境フォーラム以外においても、市民、市民団体、
教育機関、事業者と連携し、福津市の生物多様の保
全・再生について、市民に情報の提供や発信の充実を
図ることが必要です。

　大型商業施設での開催を有効活用し、市民参加型の
体験イベントに市民や市外の方々が参加することで、
福津市の自然環境に興味を持ってもらえます。

【事後】課題 【事後】成果

　今年度は市内大型商業施設のホールに予約制の体験
イベントを配置しましたが、事前の予約状況に空きが
出た場合に、イベント当日の集客が難しいという面が
ありました。また、展示場等回遊型のクイズラリーを
実施しましたが、各会場間の距離が離れていたため、
完走者が少なかったという結果となりました。

　大型商業施設での開催を有効活用し、環境団体の展
示や発表を市内外の方々に発信することにより、その
活動状況を周知することができました。
　環境団体の展示を市内大型商業施設2階のホールから
1階の広場に変更したことにより、これまで以上に広く
環境団体の活動を市民の方々に周知することができま
した。
　事前に環境団体の意見を取り入れ、市内農業者、中
学・高校生の発表の場を作ることにより、市内の環境
の変化等について市民に周知することができました。

課題に対する改善・改革案

　体験イベントやクイズラリーなどイベントの内容・周知方法を検討する際に、新たな企業や各団体との共働
を図りながら取り組む必要があります。

211,000 111,882 92,000 19,882

目標値 800人 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　歴史、文化、自然を守るための環境づくりを実現するために、多くの市民に環境について関心を持ってもら
える場の提供が必要となります。そのため、市民、市民団体、教育機関、事業者と連携し、市内での環境保全
活動の取り組みの紹介を中心に展示や体験イベント、ステージイベントを行い、次世代の交流や環境学習の場
を提供しています。

事業の達成度を測る指標

指標① 参加者数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

99,118

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

環境フォーラム開催事業
単位：円

大事業 環境保全事業費（共働型） 担当 市民共働部うみがめ課環境づくり係

環境保全対策費

基本
構想

テーマ別目標像 ５．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち

基本方針 ４．環境を守るための地域共働のしくみをつくる

一般会計 （款） 衛生費 （項） 保健衛生費 （目）

分野別計画等 福津市環境基本計画
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6 1 3

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 活力ある高収益型園芸産地育成事業補助金 12,226,000

実績 3人 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　農業従事者が減少している中で施設園芸の生産額増
大や農業経営の持続発展のため、今後も継続して省力
機械導入補助事業を実施することが必要です。

　令和6年度において要望する機械・施設の導入を図り
ます。導入後3年で事業実施年度に設定した作物の経営
面積・収量・農業所得等の向上を目指します。

【事後】課題 【事後】成果

　第1次産業を取り巻く大きな流れとして、高齢化、後
継者不足の問題があり、地域の農業を維持・発展させ
ていくためには、継続した支援が必要となっていま
す。

　令和6年度は、3人の農業者に対し補助金の交付を行
いました。施設の整備により農作業の効率化を図り、
農業者の経営の安定及び地域農業の発展を図ることが
出来ました。

課題に対する改善・改革案

　農業のDX、スマート農業を推進する国の方針の基、多種多様な新たな支援メニューが出てきており、農業者
や福岡県などの関係機関と情報共有をしながら、有利な支援策が活用できるよう事務を進めます。

12,226,000 12,226,000 11,226,000 1,000,000

目標値 5人 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　園芸農業の生産額の増大と持続的な発展を図るため、先進技術の導入や省力機械等の整備に要する経費につ
いて補助金を交付します。
【令和6年度】
　認定農業者に対する高性能省力機施設整備（3件）・ハウス改修（1件）に係る補助
　総事業費：46,353千円（県：23,175千円　市：1,986千円　自己負担：25,827千円）

事業の達成度を測る指標

指標① 事業対象者人数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

0

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

活力ある高収益型園芸産地育成事業
単位：円

大事業 農林水産業経営強化事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

農業振興費

基本
構想

テーマ別目標像 ６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 １．農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） 農業費 （目）

分野別計画等 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想
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6 1 3

負担金・補助及び交付金 経営開始資金 3,750,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 指導者謝金 90,000

実績 3 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　農業従事者が減少している中、新規就農者の確保が
必要であり、現在関係機関と連携を図り新たに農業に
取り組む方が農業経営を開始できるようサポートを
行っています。その中で本事業は、指導者による技術
的支援や、農業経営が軌道に乗るために必要な初期費
用に対する補助が可能な事業であり、継続して取組む
必要があります。

①新たに農業経営を開始する者に対して資金を交付す
ることにより、早期の経営安定や将来的に地域の中心
となる担い手を育成できます。
②新たに農業経営を開始する者が機械・施設等を導入
する際、その経費の一部を補助することにより、初期
のコストを抑え、早期の経営安定や将来的に地域の中
心となる担い手を育成できます。

【事後】課題 【事後】成果

　新規就農者の早期の経営安定・育成のためには、資
金の交付や機械・施設等の導入補助を含めた公的機関
による支援が不可欠です。

　令和6年度は3人の新規就農者に対して経営開始資金
を交付し、新規就農者の農業経営を支援することが出
来ました。

課題に対する改善・改革案

　北筑前普及指導センター、むなかた地域農業活性化機構、JAむなかた等と協力し、給付対象者の面談や圃場
確認を行うことで、経営開始後の技術面・経営面での支援を行います。

3,900,000 3,840,000 3,840,000

目標値 5 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
【①経営開始資金】次世代を担う農業者となることを目指す経営開始直後の新規就農者に対し、最長3年間経営開始資金を
交付します。
　1,500,000円×5人＝7,500,000円
【②経営発展支援事業】次世代を担う農業者となることを目指す者に対し、就農後の経営発展のために、機械・施設等の
導入を支援します。補助対象事業費の上限額は1,000万円（経営開始資金の交付対象者の場合は500万円）で、補助率は県
支援分の2倍を国が支援します。
　（国の補助上限1/2）（例）国1/2、県1/4、本人1/4：最大で国500万円、県250万円の計750万円を補助します。
　7,500,000円×5人＝37,500,000円
【③指導者謝金】当該新規就農者を育成するためのサポートチームに参画する農業者に対して、指導者謝金を支出しま
す。
　30,000円×5人＝150,000円

事業の達成度を測る指標

指標① 新規就農者 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

60,000

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

新規就農者育成総合対策事業
単位：円

大事業 農林水産業経営強化事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

農業振興費

基本
構想

テーマ別目標像 ６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 １．農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） 農業費 （目）

分野別計画等
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6 1 3

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 高収益作物導入支援補助金 2,516,000

実績 7人 実績 2種 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　現在自治体の財源確保の手段として他自治体も積極
的にふるさと納税を活用していますが、福津市ではふ
るさと納税やそれ以外の一般市場でも高付加価値産品
である果樹が不足しています。

　当事業により苗木や栽培に必要な資材購入の補助を
行うことで、果樹栽培農業者及び高付加価値果樹産品
の増産が見込まれます。

【事後】課題 【事後】成果

　産地化を図るためには、一定の生産規模を確保する
必要があるため、品目を絞り、継続的に支援を行う必
要があります。

　令和6年度は7人の農業者に対し、果樹栽培に必要な
苗や資材の購入費用を支援しました。

課題に対する改善・改革案

　JAむなかた、北筑前普及指導センター等の協力を得ながら、技術面、経営面での支援を継続します。

3,000,000 2,516,000 2,516,000

目標値 新規4人(R6,R7,R8) 目標値 新規2種（JAと要協議） 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　福津市では、現在までにカリフラワーやクリームスイカを除き、次の産品が確立できていない状況です。特
にクリームスイカについては令和5年度中にJAの部会も無くなり、栽培農家もわずかとなっており、高付加価値
が期待される果樹の産地育成、並びに拡大やブランド化を早急に支援する必要があります。国の補助を活用す
る方法を探りつつ、農業従事者の自己負担金について市が補助を行うことにより、新たな参入の呼び水とする
べく企画します。また、重点作物の栽培施設・苗木購入への補助を行い生産農家への支援及び農業所得の向上
につなげ、将来的には福津市産の農産物の販路拡大及び、6次産業化やブランド化による差別化を図りふるさと
納税寄付額の収入の向上を図ります。
【令和6年度】新たに果樹の栽培に取り組む農業者に対して栽培環境の整備（苗木購入費、根域制限栽培を含め
た関連資材、その他関連する物品）の補助を行います。
【令和6年度】事業費：3,000千円（市1,500千円、自己負担1,500千円）※市補助金上限は1人1,000千円

事業の達成度を測る指標

指標① 事業対象者人数 指標② 果樹種 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

484,000

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

高収益作物導入支援事業
単位：円

大事業 農林水産業経営強化事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

農業振興費

基本
構想

テーマ別目標像 ６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 １．農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） 農業費 （目）

分野別計画等 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想
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6 1 4

負担金・補助及び交付金 ため池整備県営事業負担金 26,550,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 土地改良連合会一般賦課金負担金 166,100

実績 2 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　福津市においても、農業従事者の高齢化や後継者不
足によりため池等の農業用施設の管理への負担が増加
していますが、ため池の改修を行うことにより管理労
力の低減を図ることが喫緊の課題と考えています。ま
た、近年の自然災害に対する備えとしての整備も必要
となっています。

　ため池工事は複数年事業となりますが、事業進捗を
図ることで、農業経営基盤強化、防災・減災の効果が
見込まれます。

【事後】課題 【事後】成果

　福岡県と連携して事業を進めていますが、農業用防
災重点ため池だけでも市内には93箇所あり、財源や人
的資源が不足しており、事業進捗に時間がかかってい
る状況です。

　令和6年度は、尻長下広光地区、奥野地区で工事を実
施され、取水作業の効率化、防災能力強化に向け事業
を進めることが出来ました。

課題に対する改善・改革案

　今後も福岡県と協力し、安全基準を満たしたため池への改修を継続して行っていきます。

26,744,000 26,716,100 25,700,000 1,016,100

目標値 2 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　県営ため池整備事業は、農業用ため池において、各種調査により防災工事（老朽化対策、地震対策、豪雨対
策）が必要と判断されるため池の堤体について、福岡県が工事を行う事業であり、事業費の一部を市が負担す
るものです。
　※計画概要書作成　市50％負担　事業採択後事業費　市20％負担（緊急を要する事業と国・県が認めた場合
15％）
　令和6年度は、尻長下広光地区（工事）、奥野地区（工事）の２地区が計画されています。

事業の達成度を測る指標

指標① 工事件数 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

27,900

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

県営ため池整備負担事業
単位：円

大事業 県営ため池整備事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

農地費

基本
構想

テーマ別目標像 ６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 １．農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） 農業費 （目）

分野別計画等 福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略
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2 1 13一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 地方創生費

産品消費拡大・販売促進事業
単位：円

大事業 地方創生事業費 担当 経済産業部商工振興課物産振興係

福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 １．農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる

分野別計画等

福津産品PRイベント実施回数

15,300,000 15,164,829

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 12回 実績 249,474,801円

15,164,829

実績 5点

指標③ 福津産品開発商品数

目標値 5回 目標値 7億円 目標値 5点

135,171

指標② ふるさと納税寄附金額

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略に農業・水産業の振興を掲げ、農水産物とその加工品の認知向上や販路拡大を
図りながら、産業としての魅力を強化するため、PR活動や6次産業化を推進することとしています。あわせて、地域の魅力
発信による域外との関係構築を目指し、産官学のネットワークを活用して、福津の認知拡大およびブランディングを推進
し、域外からの消費流入を増加させるとともに、波及効果としてのふるさと納税寄附金増加を図ります。
＜福津産品流通促進業務＞福津産品の宣伝塔となる地域商社「福津いいざい」は、民間事業者ならではの戦略的事業展開
が可能であり、市内の事業者と連携して、フィジカルでのカップリング戦略およびデジタル・マーケティング戦略の両面
などから、「個」としてではなく「群」としての全国への福津産品の流通を広げることができます。
①フィジカルでのカップリング戦略＜商談活動、イベントの実施、催事出展＞
②デジタル・マーケティング戦略　＜広告宣伝【WEB、TV、新聞、雑誌等】、PR【話題性創出、SNS、プレスリリース
等】、セールスプロモーション【広域的な集客施設における販売展開等）＞

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　販売促進につながる取組として、新規の販路開拓を
しつつ、既存の取引も継続する必要があります。しか
し、福津市では生産量において優位性が得られにくい
ため、大口の契約を積極的に取ることができないこと
が、課題として挙げられます。
　大量生産が難しいことから、コストを抑えられず価
格競争において不利になるため、ふるさと納税におい
ても制度改正の影響を強く受け、苦戦を強いられてい
ます。

　関東圏等への催事出展や、各種メディアに情報を掲載
することで福津産品の認知度向上に貢献しました。SNSを
今後活用するため、インフルエンサーによる産直施設の
PRを実施したところ、即時性の高いPR方法を各施設が実
感し、今後の活用方法を検討することができました。商
品開発を通して既存商品のリブランディングや、市民と
の協働を実現する中で、福津産品の魅力を様々な視点か
ら掘り下げることができました。ANAクラウンプラザホテ
ル福岡における苺フェアでは福津産あまおうを取り扱う
ことで、高付加価値化を促す取組となりました。

課題に対する改善・改革案

　大量生産ではなく、付加価値を生む取組が必要であり、希少性や高品質、ストーリー性に重きを置く取組を
どれだけ継続的かつ効率的に行えるかが今後の成果を生む上で必要と考えます。
　そのためにも、既存の取引を維持しつつ、福津産品のプロモーションおよび販路開拓を実施していく必要が
あります。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　販売促進にかかる活動は、これまでの取り組みや開発
商品を周知し続けることが重要です。消費拡大のために
は、まずは「知られていること」が必要であり、福津産
品の認知度を上げるためには、地域商社を中心に福津市
内の事業者間の連携を行い、様々なPR活動とあわせて販
路を拡大していく必要があります。また、それらの活動
の受け皿として、ふるさと納税寄附促進につなげるため
にも、販売を促進し続けることが必要不可欠で、今後も
継続的なプロモーションを実施する必要があると考えて
います。

　福津市内の事業者が福津産品を介して連携し、福津
の魅力を広く発信し、市ならびに福津産品の認知向上
を図ります。新たな福津の魅力増進やふるさと納税寄
附促進など、ＰＲ機会の創出を図ります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 95,020

需用費 消耗品費 97,709

委託料 福津産品流通促進業務委託料 14,972,100
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6 3 2

負担金・補助及び交付金 水産振興補助金 4,911,000

　地産地消を推進し、福津産の水産物の評価を高め、漁業者の所得向上につなげていくために、漁協と漁業者、水産高校
などと連携し市民や事業者に水産物や漁業の現状などについて市民に周知する機会を増やします。また、漁協や漁業者、
九州大学、企業などとの連携による水産物のブランド化に取り組みます。その他にも持続可能な漁業の実現のために漁協
などと共働し、栽培漁業を通じた水産資源の維持・増殖に関わる取り組みを進めます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果
　前年度に比べ1kgあたりの単価は増加しましたが、漁獲量
には減少傾向が見られました。漁獲量が減った結果、売り上
げにも減少傾向が見られました。漁獲量は気候や天候に左右
されることが多いため、漁獲高の維持向上のためには、水産
物の高付加価値化を進め漁獲量が減っても売り上げが維持で
きるようにする必要があります。併せて水産資源の維持・増
殖を図っていく必要があります。

　水産物の高付加価値化については、漁協が前年度に引き続
き「津屋崎千軒かき」の養殖事業に取り組むと共に、水産高
校と連携した商品開発に取り組みました。特に水産高校との
連携では低利用魚のアイゴを使った「バリのぬかみそだき」
が高校生の商品開発コンテストで優勝し、新たな水産物のブ
ランド化につながりました。また、栽培漁業に係る事業とし
て、学校給食の使用済みコンブを活用したクロアワビ稚貝の
中間育成や九州大学やイオン九州と連携し廃棄食材を活用し
たサザエの畜養試験に取り組み、育てる漁業の技術発展に寄
与することができました。また、イオンモール福津で開催し
た「ふくつのイカフェア」で水産物のPRを行い水産物の認知
度向上につながりました。

課題に対する改善・改革案

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）
　水産業の振興という事業の目標に対して2点の課題（①地
球温暖化による海水温の上昇や海藻を食害するウニ類の増加
による沿岸域の漁場環境の悪化。これについては、藻場再生
や漁礁投入、ウニ類駆除等、漁場環境の整備が必要。②漁獲
高の減少。漁場環境の悪化などに伴う漁獲量の減少が大きな
要因、水産物の消費落ち込みや魚価低迷などに起因するもの
もある）を解決するため、資源量の維持・増大に寄与する種
苗の放流、蓄養による漁獲量の向上、魚食普及の取り組みや
水産物のブランド化などに取り組んでいく必要があります。

　水産振興補助金の交付による宗像漁業協同組合への支援に
よって、令和6年度においては次の効果が期待できます。
「沿岸域の漁場環境」については、土管投入などによる漁礁
や藻場の再生、密漁の監視などによる漁場環境の改善や漁場
の保全、「漁獲高の減少」については、クロアワビ等の中間
育成や放流によって水産資源の維持・増大が期待できます。
また、サザエや藻場の保全のために駆除したウニ類を蓄養し
販売することで、漁獲高の向上や水産物のブランド化につな
がると期待されます。津屋崎千軒カキの収穫量の増加及び販
売強化や未利用魚の利用促進も漁獲高の向上につながると期
待されます。

実績 148,389千円 実績 実績

0

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　水産業は本市の基幹産業である第1次産業で、本市の経済活性化を牽引するための重要な要素です。水産業の振興のため
には、そのポテンシャルをさらに高める取り組みや消費拡大・販売促進の取り組みを進めていくことが必要です。そのた
め、令和6年度においては、宗像漁業協同組合を対象とし、水産振興事業の実施を支援するために「水産振興補助金」を拡
充、交付いたします。水産業は、燃油価格の高騰などに伴う経費増大や漁獲量減少という問題点があり、「沖合から沿岸
へのシフト」「獲る漁業」から「育てる漁業」への転換を進める必要があり、また、持続可能な水産業を実現するため
に、漁場環境の保全に取り組む必要があります。さらに、所得の向上につながるよう魚食普及や未利用資源の活用などの
取り組みも進めていく必要があります。宗像漁業協同組合が実施している水産振興事業ではこれらの課題を解決するため
に「漁場環境保全事業」や「漁場監視事業」「クルマエビ・アワビ等中間育成事業」「魚食普及・養殖推進事業」を行っ
ており、市としても同組合に必要な補助を行い、事業実施の支援を進めていくことで、本市の基幹産業の水産業の振興を
図っていきます。

事業の達成度を測る指標

指標① 売り上げ 指標②

目標値 139,875千円 目標値 目標値

指標③

4,911,000

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額

4,911,000 4,911,000

不用額
国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源

基本
構想

経済産業部農林水産課水産林業政策係

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） 水産業費

分野別計画等 福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略

テーマ別目標像 ６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 ２．多様な産業が連携し、地産地消を促進する

（目） 水産業振興費

水産振興補助事業
単位：円

大事業 水産振興一般管理費 担当
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7 1 2一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 商工振興費

創業支援事業
単位：円

大事業 商工振興一般管理費 担当 経済産業部商工振興課商工振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 ３．起業・継業促進と事業所誘致で、働く場を増やす

分野別計画等

補助金交付決定者数

2,327,0003,500,000 2,997,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 10人 実績

100,000 570,000

実績

指標③

目標値 7人 目標値 目標値

503,000

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市内で創業予定もしくは創業1年以内の個人または会社に対し、対象となる経費（改装費・設備費・広告宣伝
費・事務所賃借料）の一部を補助（補助率1/2、最大50万円）し、市内における創業を支援するものです。創業
期における経費の一部補助を行うことで経営支援を行い、雇用の創出や地域経済の発展を図ります。補助金の
交付決定は審査会にて行い、交付決定者は市商工会に加入するものとし、創業後においても継続して市商工会
の経営支援を受け、経営の安定に努めるものとします。併せて、交付確定後の3年間は、毎年度、事業報告書の
提出を行います。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　本事業は創業期の経営安定の一助として行う事業で
あり、事業者が継続して事業を行うためには、商工会
や関係機関と連携し、継続して支援をすることが必要
です。また、補助金交付決定者数は目標を達成しまし
たが、新たに創業を目指す人への周知を継続して行う
ことが必要です。

　目標件数を超える10人に補助金の交付を決定しまし
た。補助金交付決定者以外にも商工会の特定創業支援
等事業を利用した創業者がおり、市内における創業の
機運が継続して高まっています。創業者が増えること
で、地域経済の活性化や発展につながっています。

課題に対する改善・改革案

　補助金交付決定者には3年間事業報告書の提出を求め、現在の経営状況を把握し、経営相談等を商工会と連携
して行っていきます。また、新たな創業希望者に創業に関する情報が届くように商工会や金融機関などの関係
機関と連携しながら、継続して周知を行っていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　本事業は創業期の経営安定の一助として行う事業で
あり、事業者が継続して事業を行うためには、商工会
や関係機関と連携し、継続して支援をすることが必要
です。また、創業を目指す人への周知を継続して行う
ことも必要です。

　創業時を支援することで、経営の安定による本市で
の雇用の創出や地域経済の発展が期待されます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 創業支援補助金 2,997,000
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2 1 13一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 地方創生費

世界遺産保存活用事業
単位：円

大事業 地方創生事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 １．国内外の人が何度も訪れたくなる魅力を磨く

分野別計画等

事業参加・利用による古墳来訪者数

429,0001,157,000 1,091,695

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 5,194人 実績

662,695

実績

指標③

目標値 10,000人 目標値 目標値

65,305

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　本市の世界遺産「新原・奴山古墳群」の認知度及び交通利便性の向上、資産価値としての十分かつ適切な理
解を図り、以下のような事業を実施します。
(1) 新原・奴山古墳群を周知するために、古墳のイベントに係るPRグッズを作成します。
(2) 新原・奴山古墳群までの交通の利便性を向上させ、誘客を促進するため、タクシークーポンを発行しま
す。令和５年度発行見込み数207枚、令和6年度も同数の発行見込み。
(3) 新原・奴山古墳群の歴史的価値の理解をさらに深めてもらうため、来訪者に対し、展望所における新原・
奴山古墳の概要・歴史の案内をします。ボランティアガイド会へ業務委託します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　現在、タクシークーポン事業を実施してますが、交
通面の課題に対する抜本的解決には直結していない状
況のため、交通利便性を向上させるための取り組みに
ついて調査研究が必要です。また、新原・奴山古墳群
の認知度向上と資産価値の理解を促進していくことに
継続的に取り組む必要があります。

　展望所における案内業務や古墳まつり等のイベント
実施の実績から、それらの取り組みは世界遺産「新
原・奴山古墳群」の認知度向上と資産価値の理解促進
につながったと考えます。また、次世代を担う学生に
資産価値の啓発を行い、シビックプライドの醸成に寄
与しました。

課題に対する改善・改革案

　交通面の課題に対して、新原・奴山古墳群をはじめとする市内観光スポットの周遊性をさらに高める仕組み
づくりを検討する必要があります。そのためには、行政だけでなく、ひかりのみちDMO福津やふくつ観光協会、
観光ボランティアガイド会、その他より多くの関連事業者を巻き込むような取り組みを検討していきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

・世界遺産「新原・奴山古墳群」の認知度をあげるこ
と。
・資産価値の理解を深めること。
・交通利便性を向上させて、来訪者数を増やすこと。

　世界遺産「新原・奴山古墳群」の資産価値の理解の
向上や交通利便性強化による来訪者数の増加を目指し
ます。また、市民に対して、世界文化遺産のあるまち
としてのシビックプライドの向上や、次世代につなぐ
責任感の醸成が見込まれます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 消耗品費 67,375

需用費 事務用品費 4,730

委託料 展望所観光案内業務委託料 858,000

委託料 観光交通システム充実化事業委託料 161,590
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7 1 3一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 観光費

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）事業
単位：円

大事業 観光事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

福津市観光基本計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 １．国内外の人が何度も訪れたくなる魅力を磨く

分野別計画等

旅行消費額

8,284,00016,568,000 16,568,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 21,669百万円 実績 22.7千人

8,284,000

実績 0.851

指標③ 来訪者満足度

目標値 15,995百万円 目標値 37千人 目標値 0.841

0

指標② 延べ宿泊者数

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　観光地域づくり法人（DMO)は、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに、地域への誇りと愛着を醸成する地域経営の
視点に立った観光地域づくりの司令塔として、多様な関係者と共働しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域
づくりを実現するための戦略を策定し、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人です。観光を入口とした
多角的なまちづくりと地域経済の確立を目指して、DMOが主体的かつ総合的に推進する以下の事業を支援するもので
す。
1．農業・水産業の担い手発掘、育成
2．地域再生（門前町活性化、津屋崎地区活性化、新規参入事業者地域連携支援）
3．来訪者による市内消費額の拡大

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　「第2次観光基本計画」に定める地域総体産業を実現
するため、（一社）ふくつ観光協会をはじめとして、
関係諸団体・観光関連事業者等との連携を継続し、強
化していくことが必要です。加えて、市の観光振興に
おける旗振り役としての機能をより明確にしながら、
市内の観光スポットを繋げて周遊性を高めるため、観
光資源の魅力の磨き上げによる観光コンテンツの造成
や継続的・効果的な情報発信を行い、来訪者の誘客促
進と観光消費額の拡大に向けた取り組みの更なる推進
が必要になります。

　「食フェア」を3件開催し、農水産業・商工・観光が
連携した事業スキームを実現し、前年度比で参加店舗
数及び出食数が増加しました。また、門前町では街歩
きマップの作成、津屋崎地区では重要文化財を軸とし
たバスツアー誘致等、地域の活性化につながる事業を
行いました。さらに、商談会等やPRイベントへの参加
をはじめ、DMO公式ウェブサイトやSNS等による情報発
信を行った結果、PV数が前年度比で大幅に増加しまし
た。取り組みは多岐にわたり、ふくつ観光協会をはじ
め関係団体と連携し、事業を推進しました。

課題に対する改善・改革案

　DMOを中心として、ふくつ観光協会やその他関連事業者との連携をさらに強化し、農水産業・商工・観光の連
動による地域総体産業の実現に向けた取組みを推進します。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　ふくつ観光協会や関係諸団体との連携や収益事業等に
よる安定した運営資金の確保が必要であり、観光地域づ
くり法人として、DMOの理念や意義を市民へ周知し、理解
と協力を図っていくことも合わせて必要になります。

　様々な産業の関係者と繋がることによって、観光地域
づくりの相乗効果が期待され、観光振興に係る多種多様
な活動・事業の促進、観光入込客数・市内消費額の増大
が期待されます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 観光地域づくり推進事業補助金 16,568,000
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7 1 3一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 観光費

海岸清掃事業
単位：円

大事業 海岸清掃事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 １．国内外の人が何度も訪れたくなる魅力を磨く

分野別計画等

年間重機清掃実施回数

2,968,000 2,472,0005,971,000 5,970,800

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 11回 実績

530,800

実績

指標③

目標値 11回 目標値 目標値

200

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　約22kmにわたる本市の海岸線には海水浴やマリンスポーツを楽しむ来訪者や、昨今「かがみの海」がマスメ
ディアに取り上げられたことも加えて風光明媚な景観を楽しむ来訪者が多く、本市の観光地として重要な位置
付けとなっています。しかし、砂浜のゴミ等や海岸線への漂着物が日常的に多い状況であるため、地元住民や
ボランティア団体等による清掃活動が行われています。市としても来訪者の満足度並びに安全性の向上、地元
住民の負担軽減、景観の保全のため、専用重機を用いた清掃作業や人力清掃を実施します。令和6年度計画＝重
機清掃×11回、人力清掃×適時

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　本市が主要な観光資源として位置づけている海岸線
では、ゴミの漂着量及び処理量が増加傾向にある中、
さらに漂着物の種類の多様化及び処理困難なゴミが発
生しています。来訪者の満足度並びに安全性の向上、
地域住民等による海岸清掃ボランティアの負担軽減、
海岸線の環境と景観の保全のためには、今後も継続し
て定期的に専用重機を用いた大規模な清掃作業や人力
清掃が必要です。

　定期的な清掃作業を実施することで、海岸の景観を
維持し、観光資源として福津の海の美しさを発信し、
海辺の誘客や賑わいづくり、来訪者の満足度に繋げる
ことができました。また、事業の実施により、行政と
地元住民やボランティア団体等とで相互に補い合いな
がら美しい海岸線の維持に取り組むことができたと考
えます。

課題に対する改善・改革案

　今後も海岸線の環境や景観を維持するためには、定期的に専用重機を用いた大規模な清掃作業や人力清掃の
実施が必要です。一方で、重機清掃等を実施できる回数は限られているため、委託業者や地域住民と細やかな
調整を行いながら、より効果的な海岸の景観の維持保全に取り組んでいきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　本市の観光地として重要な位置付けとなっている海
岸線が、ゴミや漂着物等が多い状況であり、来訪者の
満足度並びに安全性の向上、自主的に清掃活動に取り
組む地元住民やボランティア団体等の負担軽減、景観
の保全のため、定期的に専用重機を用いた大規模な清
掃作業や人力清掃が必要です。

　本市への来訪者の満足度並びに安全性の向上、自主
的に清掃活動に取り組む地元住民やボランティア団体
等の負担軽減、魅力ある景観を保全することができま
す。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

役務費 ＰＣＢ含有調査手数料 33,000

委託料 海岸清掃委託料 5,937,800
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7 1 3一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 観光費

観光協会補助事業
単位：円

大事業 観光協会補助事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 １．国内外の人が何度も訪れたくなる魅力を磨く

分野別計画等

観光イベント実施回数

315,0004,440,000 4,440,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 年46回 実績

4,125,000

実績

指標③

目標値 年35回 目標値 目標値

0

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　観光関連産業への経済効果を狙い、観光客の増加を図ります。来訪者に観光メニューを提供する担い手であ
る観光事業者に対する情報の提供、観光事業者の支援や広報活動を行うとともに、様々なアプローチから観光
客を受け入れ、満足してもらい、再訪を促すための事業の企画・実施やネットワーク構築に取り組むふくつ観
光協会に対する補助を実施します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　観光協会として、会員組織である利点を活かしなが
ら本市の観光振興に寄与するとともに、会員の事業者
への還元による地域産業の活性化に繋がる取り組みが
必要です。また、その実現のためにも、協会として事
業の企画・実施に必要な自主財源確保が求められま
す。

　DMOと連携・協力しながら、ふくつフェスティバルや
ふくつの古墳まつり、スイーツウォーキングなど、本
市の観光振興に寄与する取り組みを実施しました。ま
た、自主財源の確保に向けたオリジナル商品等の販売
や営業活動、産品PRに取り組みました。

課題に対する改善・改革案

　地域総体産業の実現に向けて、今後も観光協会とDMOとの連携強化を継続して取り組んでいきます。各団体の
利点や優位性を活かし、互いに補い合いながら、本市の観光振興に寄与する取り組みを強化できるよう、今後
も継続して市・観光協会・DMOとで協議や連絡調整を図っていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　新しい価値観での観光事業を展開していくことが必
要になっており、集客力の向上に合わせて滞在時間を
延ばし、市内での消費を拡大させるような仕組みを構
築したり、事業の企画・実施が必要になります。また
協会として、イベント企画・実施のための資金を生ん
でいくことが求められます。

　本市の観光振興の両輪として、観光地域づくり法人
（DMO）と連携・協力しながら、消費者の新しい価値観
での観光事業を展開し、集客力の向上に合わせて滞在
時間を延ばすことによって、市内での消費を拡大さ
せ、観光基本計画に掲げる地域総体産業の活性化に繋
げることができます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額
負担金・補助及び交付金 観光協会補助金 4,440,000
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2 1 13一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 地方創生費

世界遺産保存活用事業
単位：円

大事業 地方創生事業費 担当 教育部文化財課世界遺産係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 １．国内外の人が何度も訪れたくなる魅力を磨く

分野別計画等

古墳群来訪者数

1,218,7854,937,000 4,920,830

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 28,785人 実績 8回

3,702,045

実績

指標③

目標値 22,000人 目標値 7回 目標値

16,170

指標② 世界遺産に関する学習会の数

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　世界遺産の新原・奴山古墳群を保存し未来永劫良好な状態で伝えます。古墳群も含まれる「神宿る島」宗像・沖ノ
島と関連遺産群を福岡県・宗像市・宗像大社と共同して一体的に保存・活用するために「『神宿る島』宗像・沖ノ島
と関連遺産群保存活用協議会」で遺産群全体としての保存管理・活用を図り、来訪者を増やすための事業を展開しま
す。新原・奴山古墳群を保存する上で地元の理解と協力が必要不可欠であると考えます。そのために地域住民や企
業・団体等と一緒に花の種まきや種採りをする花いっぱい事業を行い古墳群への理解を深めます。
【保存活用協議会事業】　保存活用協議会事業として公開講座を開催したり、県内外・海外へのPR事業やボランティ
アガイド育成事業を行います。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　新原・奴山古墳群への集客と地域と共に守り伝える
ために実施している「花いっぱい事業」について、秋
のコスモスは種まき後に全く降雨が無かったために生
育が悪く、成果を上げる事ができませんでした。

　「花いっぱい事業」を地元と共働して行うことによ
り、世界遺産新原・奴山古墳群の保存・活用に地元の
理解が得られていると考えています。秋に、市内21の
市民グループや市内事業所約400人と菜の花の種まきを
実施する「菜の花ウイーク」も5年目を迎え、市民の間
に定着してきています。

課題に対する改善・改革案

　「花いっぱい事業」は経験豊富な勝浦郷づくり協議会が行っている花の種まき・菜の花の種採り等積極的に
参加・共働することで、世界遺産を守り伝える活動を継続していきます。
　また、市内小学校での世界遺産学習の授業については、年度始めの校長会で「世界遺産学習帳」を使った授
業案と、文化財課職員が各校でのゲストティーチャーや新原・奴山古墳群での校外学習に従事する事を提案
し、各学校における世界遺産学習の充実化を進めます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　世界遺産新原・奴山古墳群を保存活用していくため
には、地元の理解と協力が必要です。令和3年度に作成
した「第2次新原・奴山古墳群整備計画」において記す
とおり、計画履行のための体制について地元のかたの
理解と協力を得ていきます。「花いっぱい事業」は本
格的な整備前の現状で、地域と一緒に景観整備事業を
行う事で有効な事業と考えます。

　遺産群を将来にわたり適切に保存管理するためには行
政だけではなく、地域住民の理解と協力が不可欠です。
この事業を行うことで遺産が地域の誇りとして意識され
守られると考えます。また遺産の本格的な整備完了まで
の間、花見に訪れる人、花植えに参加する人等国内外か
ら多くの来訪者が訪れる事で地域振興にもつながりま
す。
　古墳群来訪者数が目標値に達し、福津市への訪問リ
ピーター率が向上することを目指します。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 93,760

需用費 消耗品費 272,796

需用費 印刷製本費 99,000

委託料 世界遺産保存活用事業委託料 193,774
負担金・補助及び交付金 世界遺産保存活用負担金 4,249,000
負担金・補助及び交付金 世界文化遺産地域連携会議負担金 12,500
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7 1 3一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 観光費

まちおこしセンター管理運営事業
単位：円

大事業 観光施設管理運営事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 ２．観光拠点を整備し、観光消費額を拡大する

分野別計画等

自主事業年間実施回数

12,348,000 12,245,923

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 236回 実績

12,245,923

実績

指標③

目標値 32回 目標値 目標値

102,077

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　津屋崎千軒の観光拠点と地域活性化の場として、指定管理者により管理運営をします。新しい価値観での観
光事業の在り方に注視しながら観光拠点として、また市民の交流の場として、情報の発信や市内観光スポット
への回遊促進、観光資源の磨き上げなど津屋崎地区を中心とした観光振興を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　当該施設は、観光交流ゾーンの重要な拠点として位
置づけられており、津屋崎地区の街並みや文化を観光
コンテンツ化し、津屋崎地区の観光振興の拠点施設と
しての機能を果たすことが必要になります。

　ひかりのみちDMO福津が指定管理者として、国の重要
文化財となった豊村酒造旧醸造所施設を中心とした街
歩きツアーや津屋崎祇園山笠に関する展示、津屋崎人
形モマ笛の絵付け体験など、津屋崎地区の文化を発信
する観光振興の拠点施設として機能を果たしました。

課題に対する改善・改革案

　施設の適切な維持管理に加え、観光交流ゾーンの拠点施設としての機能を果たすため、地域の文化や歴史を
尊重しながら、今後も来訪者のニーズを満たすような自主事業を継続展開し、地域の活性化につながるような
運営を指定管理者である（一社）ひかりのみちDMO福津に求めていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　当該施設は、歴史、文化、伝統等に関する情報を発
信し、市の観光振興と地域活性化を目的としており、
津屋崎地区を観光交流スポットとして発展させるため
の拠点となるよう、効率的・効果的な管理運営をする
ことが必要です。

　観光地域づくり法人（DMO）が指定管理者であること
によって、観光情報発信基地となると同時に、観光資
源の磨き上げや周辺地域への回遊促進となる自主事業
を展開しながら、地域総体産業の活性化に繋がる観光
振興の拠点となります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

役務費 公有物件災害共済掛金 63,775

委託料 まちおこしセンター指定管理料 12,000,000

使用料及び賃借料 ファックス・コピー機賃借料 128,040

使用料及び賃借料 ＡＥＤ賃借料 54,108
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7 1 3一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 観光費

藍の家改修事業
単位：円

大事業 観光施設管理運営事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 ２．観光拠点を整備し、観光消費額を拡大する

分野別計画等

土間三和土改修工事

179,0002,068,000 2,024,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 完了 実績

1,845,000

実績

指標③

目標値 完了 目標値 目標値

44,000

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　乾燥、剥離している土間三和土の改修工事を実施します。家具等の移設、養生等の仮設工事、既存土間の撤
去、新規土間の打設による改修を行います。施設の立地状況から、潮風が吹き込み、乾燥による土間の劣化を
防ぐのは難しく、定期的（5年に1回程度）な改修が必要になります。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　土間の三和土は土を主原料としたもので、施設の立
地環境等から経年による劣化と乾燥による砂埃の発生
等が懸念され、水打ちなどの継続的な維持管理と、数
年に1回の定期的な改修が必要になります。

　土間の三和土の改修工事については、専用素材を用
いて施工をすることで、国の有形文化財としての風合
いを保ちながら本来の状態を取り戻し、来訪者の安全
性と快適性を確保することにつながりました。

課題に対する改善・改革案

　土間の三和土の定期的な改修（打替え）は避けられませんが、散水などの乾燥防止対策により経年劣化が緩
和されることが考えられるため、適宜実施していきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　土間の三和土は、乾燥により表面が固まりにくく、
剝離し、随所に窪みが見られ、移動に支障がある状態
です。また、砂埃が舞い込みやすく、来訪者の快適性
の支障になっています。技術的に、部分修繕は難し
く、土間全体を打ち替える必要があります。

　土間の三和土の表面が平らで、均一に固まってお
り、本来の状態が取り戻されることによって、来訪者
の安全性と快適性を確保することができます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

工事請負費 藍の家改修工事費 2,024,000
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7 1 3一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 観光費

津屋崎地区観光施設整備事業
単位：円

大事業 観光施設整備事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 ２．観光拠点を整備し、観光消費額を拡大する

分野別計画等

解体設計業務委託

7,754,000 7,752,247

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1件 実績 完了

7,752,247

実績 完了

指標③ 貸与先事業者の決定

目標値 1件 目標値 完了 目標値 完了

1,753

指標② 防護対策工事

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　旧福津市福祉会館「潮湯の里夕陽館」については、条件付き有償貸与により民間活力を導入して利活用することと
し、令和6年1月29日から公募を開始しています。事業者選定はプロポーザル方式を採用しており、令和6年度に審査
会で貸与先候補事業者等の選定します。旅館業を営んでいた旧魚正の土地及び建物を観光に資する利活用の検討にあ
たり、老朽化した既存建物が障害となっていることから、解体することが必要になります。そのため、アスベスト含
有の調査を含め、解体事業費を正確に算出することで、全体事業費を把握することが必要であることから、設計業務
委託を実施します。また、施設が当時のままの状態で、建物への侵入者による事件や事故の発生が危惧され、近隣住
民からの不安の声が挙がっており、早期の対処が必要であることから、侵入等に対する防護措置を施すことを計画し
ています。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　旧福津市福祉会館「潮湯の里夕陽館」については、
令和8年内の開館に向けて貸与事業者との連絡調整、進
捗協議や状況の確認と市民への周知が必要です。旧魚
正については、解体工事の実施時期や今後の活用に関
する検討及び方針決定が必要です。

　旧福津市福祉会館「潮湯の里夕陽館」について、公
募型プロポーザルにより貸与先事業者を決定しまし
た。令和6年11月から事業者に貸与を開始しており、令
和8年度内の開館に向けた準備を進めています。旧魚正
については、建物への侵入を防ぐための対策工事を実
施したことに加えて、解体に係る事業費把握のための
解体設計業務を実施しました。

課題に対する改善・改革案

　旧福津市福祉会館「潮湯の里夕陽館」については、貸与事業者と定期的に連絡調整や進捗状況の確認を行っ
ています。また、進捗状況や開館に向けた情報は、貸与事業者のホームページやSNS等で適宜市民へ周知してい
きます。旧魚正については、解体工事の実施時期や今後の活用に関する検討を進めます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　行革により閉館している旧福津市福祉会館「潮湯の
里夕陽館」施設について、民間活力を導入して利活用
していくことを求めて公募しています。
　旧魚正の土地及び建物を観光に資する目的で利活用
するために、既存建物の解体・撤去が早急に必要にな
りますが、解体に係る事業費が把握できていません。
また、建物への侵入者による事件や事故の発生が危惧
され、近隣住民からの不安の声が挙がっており、早期
の対処が必要となっています。

　旧福津市福祉会館「潮湯の里夕陽館」の貸与先事業
者が決定し、民間活力を導入した利活用が開始されて
いきます。
　正確な事業費を把握することにより、財政的視点も
踏まえて具体的な時期等を含め、民間活力を生かした
土地の利活用の実現に向けた検討を進めることができ
ます。また、防護対策を実施することにより、外部か
ら建物への侵入やガラス等の飛散を防止することで、
建物における事件や事故の発生を防止することができ
ます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 協力者謝金 60,000

需用費 事務用品費 13,367

委託料 解体工事設計委託料 6,380,000

工事請負費 防護対策工事費 1,298,880
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7 1 3一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 観光費

行政・観光情報ステーション施設総務費
単位：円

大事業 行政・観光情報ステーション管理運営費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 ２．観光拠点を整備し、観光消費額を拡大する

分野別計画等

年間施設来訪者数

6,098,000 6,092,400

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 61,896人 実績

6,092,400

実績

指標③

目標値 50,000人 目標値 目標値

5,600

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　福津市行政・観光情報ステーションの運営はふくつ観光協会に業務委託しています。ＪＲ福間駅の改札口の
目の前という好立地にあり、行政情報や観光案内などの情報発信拠点となっており、市内外問わず多くの人に
活用してもらうことで、機能を生かした効果的な施設運営を行っています。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　ＪＲ福間駅改札口という福津市の玄関口にある観光
拠点として、本市の観光情報を発信する役割を効果的
に果たすため、利用のしやすさと来訪者満足度の向上
を常に意識した施設運営が必要になります。

　ＪＲ福間駅改札口の正面に位置するという好立地を
活かして、観光に関する問い合わせや案内の対応をは
じめ、観光協会による企画運営によって観光情報発信
基地としての役割を果たすことができました。

課題に対する改善・改革案

　行政・観光情報ステーションとして求められる機能を今後も継続して果たせるよう努めていきます。加え
て、観光協会には、誰もが利用しやすい施設を目指し、来訪者の満足度向上と観光客の誘客促進に繋がるサー
ビスの強化を求めていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　駅改札正面という好立地を生かして、観光情報ス
テーションとして、来訪者が市内観光スポットへ周遊
することを促進できるよう案内・紹介したり、来訪者
の更なる利便性や満足度を高める企画や運営に取り組
むことが必要です。

　行政・観光情報ステーションとして、観光情報発信
基地としての役割を更に充実させ、市内観光スポット
の周遊促進により来訪者の滞在時間を延ばし、市内で
の消費を拡大させ、観光基本計画に掲げる地域総体産
業の活性化に繋がります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 行政・観光情報ステーション窓口業務委託料 6,092,400
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7 1 3一般会計 （款） 商工費 （項） 商工費 （目） 観光費

新たな魅力開発発信事業
単位：円

大事業 観光事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

福津市観光基本計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 ３．ブランドの構築や管理、販売促進のための活動を強化する

分野別計画等

メディア掲載件数（新聞、テレビ、ネット記事等）

2,333,0009,700,000 9,698,700

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 133件 実績 3回

7,365,700

実績

指標③

目標値 6件 目標値 2回 目標値

1,300

指標② 年間催事実施回数

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　「光の道」・「かがみの海」・「世界遺産」といった観光資源と、本市の産品について、様々なPR活動や催
事への出展、新規商品のプロデュースなど、ブランド力のある観光資源と福津産品の創出を推進します。ま
た、効果的な広告媒体の活用やプロモーション活動により、観光資源と福津産品のブランディングを推進し、
地域の魅力発信による域外との関係構築を図ると同時に、持続可能なプロモーションに繋げます。令和6年度に
ついては、本市の産品から魅力的な情報発信素材として期待できるPRコンテンツを選定し、それを活かしたPR
ツールを制作します。また、変動し続けるマーケティングの状況を分析しながら、地域商社福津いいざいと連
携して福津産品のプロモーション活動を担い、デジタルコンテンツと紙媒体を効果的に活用した広報宣伝活動
に取り組んでいきます。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　本市の認知度向上や観光誘客促進、並びにふるさと
納税寄附促進のためには、観光資源と福津産品の連動
したPR活動を、継続して行うことが重要です。また、
より効果的なものとするためには、本市内外の事業者
との連携強化や関係性構築に努めながら、観光におけ
る潮流を把握・分析し続けて戦略的プロモーションを
展開していくことが必要です。

　市内事業者と協力しながら、本市への来訪者の周遊
性向上と消費額拡大のためにデジタル媒体と紙媒体に
よる新たなPRツールの制作や、航空会社と福津産品の
磨き上げに取り組み、観光資源や福津産品の高付加価
値化を実施しました。また、県内の催事に加え、国内
線航空機内でのプロモーション活動を通して、本市の
魅力を広く発信することができました。

課題に対する改善・改革案

　本市の認知度向上や観光誘客促進、ふるさと納税寄附促進のためには、効果的かつ戦略的な情報発信を継続
して実施することが必要です。そのためにも、本市と事業者とが連携してコンバージョン率の高いプロモー
ション活動の展開を今後も図っていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　観光資源と連動して開発商品のPR活動は「継続する
こと」が重要になります。福津の観光資源および市産
品の認知度を上げるためには、本市内の事業者間の連
携強化と関係性構築に努め、効果的かつ戦略的なプロ
モーション活動と広告宣伝活動を拡大展開していく必
要があります。そして、ふるさと納税寄附促進につな
げるためにも、福津産品の魅力を発信し続けることが
必要不可欠で、今後も継続的なプロモーションを実施
することが必要です。

　本市内の観光資源や福津産品を介して市内事業者が
連携しながら福津の魅力を広く発信することによっ
て、本市の認知度を向上させることができます。ま
た、新たな福津の魅力を発掘・磨き上げる取り組みを
継続的かつ拡大させながら、観光客の誘致促進、ふる
さと納税寄附促進などに繋げるPR活動の機会の創出と
拡張に繋がります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 福津市宣伝業務委託料 9,698,700
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2 1 1

負担金・補助及び交付金 職員研修負担金 123,950

負担金・補助及び交付金 職員研修所負担金 679,900
負担金・補助及び交付金 国際文化アカデミー負担金 53,550

委託料 職員研修業務委託料 981,200
負担金・補助及び交付金 市町村アカデミー負担金 22,800

旅費 特別研修旅費 791,040

需用費 事務用品費 57,420

旅費 研修旅費 4,000

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 講師謝金 71,250

実績 93% 実績 実績

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　人材育成基本方針を改定して間もないため、現時点
ではめざす組織像・職員像と実態に乖離があります。
　また、市民ニーズの多様化・複雑化、人口増加など
に伴って業務量が増加傾向にある中で、研修を実施す
るタイミングや実施時間、実施方法等に配慮を要しま
す。

　組織力・職員力が向上し、より効果的・効率的に市
政運営ができるようになるとともに、市民サービスの
向上や適切な組織マネジメント等による組織の活性化
が図られるようになります。

【事後】課題 【事後】成果

　人材育成基本方針の改定に合わせて研修のメニュー
や内容の見直しを行っていますが、受講者枠や回数に
限りがあるため、全体の受講完了に至っていません。
　また、研修が直接的に業務改善や市民サービスの質
の向上につながっているか把握が難しい状況です。

　庁内研修の受講率は、目標値は達成できなかったも
のの、職員に対し計画通りに受講を促すことができま
した。
　研修の成果は、短期的な把握が困難ですが、今後は
人事評価等を通じた把握方法などを検討していきま
す。

課題に対する改善・改革案

　人材育成基本方針や今後の施策の方向性等をふまえ、研修のメニューや内容の見直し、実施方法等について
改善を行います。
　研修受講後のアンケートによる研修の満足度や理解度などを、次年度以降の事業達成度を測る短期的指標と
し追加します。

4,036,000 2,785,110 465,180 2,319,930

目標値 95% 目標値 目標値

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　まちづくり基本構想に掲げる市の将来像「人も自然も未来につながるまち、福津。」の達成に向け、令和4年
度に人材育成基本方針を改定し、新たに、めざす組織像・職員像を定めました。これらの実現には、職員一人
一人がその職位に応じた役割を認識して能力を向上・発揮し、改善や改革を行いながら効率的・効果的に市政
運営を行うことが重要です。職員の資質向上、意識改革、事務の能率向上のため、また、組織マネジメントの
強化、人材育成のために、タイムマネジメント、組織マネジメント、接遇、コンプライアンス、人権など様々
なテーマで研修を開催するほか、市町村職員研修所を始め市町村アカデミーや国際文化研修所などで開催され
る専門的な研修の受講、OJT、人事評価制度等を通じて、組織力・職員力の向上を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標① 庁舎内研修の受講率 指標② 指標③

市債 その他
決算額

財源内訳 翌年度
繰越額

不用額
一般財源

1,250,890

予算現額
国庫支出金 県支出金 繰入金

職員研修事業
単位：円

大事業 職員管理費 担当 総務部人事秘書課人事係

一般管理費

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目）

分野別計画等
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2 1 2一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 文書広報費

広報紙発行事業
単位：円

大事業 広報事業費 担当 総務部人事秘書課広報広聴係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

広報紙の発行回数

1,812,88735,119,000 30,449,238

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 12回 実績

255,000 28,381,351

実績

指標③

目標値 12回 目標値 目標値

4,669,762

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市役所の各部署が発信したい情報及び国や県から郵送などで依頼された情報、市民が発信したい情報などを
広報広聴係が集約し、毎月約30ページの広報紙を発行します。毎号特集を組み、市の施策や市民の活動などを
紹介することで市への理解を深めてもらうことはもちろん、市に愛着を持ってもらうことを狙いとしていま
す。
　広報紙の配布は、神興東郷づくり地域を除き、民間事業者によるポスティングを実施しています。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　掲載内容がマンネリ化しており、代わり映えのない
記事が毎年繰り返されているコーナーがあります。
　また、紙代の高騰による印刷製本費の上昇が予測さ
れています。

　市の事業等への市民理解の促進や、イベントや講座
への参加促進、市民のより良い暮らしのための情報発
信を推進しました。

課題に対する改善・改革案

　各部署にヒアリングを行い、ページを皆減もしくは削減する方向で検討を行いました。令和7年5月号を境
に、レギュラーコーナーを改良し、内容の更新およびページ数の削減を行います。また、令和6年度に導入した
広報紙面への広告掲載については、当年度は業者委託によって広告を集めましたが、市が直接業務を行うこと
で収入増加が見込めることから、令和7年度は市が直接業務を行う方向で検討しています。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　平成29年以降7年間、広報ふくつ印刷製本等業務にお
ける公募型プロポーザルに参加する業者が1社のみと
なっています。

　市の施策などへの市民理解の促進や、イベントや講
座への参加促進、市民のより良い暮らしのための情報
発信などを推進します。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 協力者謝金 34,000

旅費 普通旅費 6,480

需用費 事務用品費 29,986

需用費 印刷製本費 16,877,080

役務費 広報折込手数料 381,480

委託料 配送業務委託料 12,088,392

使用料及び賃借料 パソコン賃借料 134,640

負担金・補助及び交付金 日本広報協会負担金 24,000

使用料及び賃借料 電算ソフト使用料 391,380

備品購入費 雑品購入費 481,800
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2 1 2一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 文書広報費

ＬＩＮＥ運営事業
単位：円

大事業 広報事業費 担当 総務部人事秘書課広報広聴係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

登録者数

973,000 972,510

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 11,998人（3月31日現在） 実績

972,510

実績

指標③

目標値 12,000人 目標値 目標値

490

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　令和3年度に開設した福津市LINE公式アカウントを通じ、防災情報をはじめとした市役所の手続きに関する情
報などを速やかに提供します。また、今後も市民の関心の高い情報を速やかに提供するほか、市民の利便性向
上や市役所への問い合わせの低減を図ることを目的としたチャットボットによる自動応答の充実を図ります。
友達登録をした人のみ情報を収集できるものであるため、いかに登録者数を増やすのかが重要であり、その方
法として、令和6年度は広報ふくつなどでの登録啓発を行い、登録者数1万2000人を目指します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　1年間の友達追加件数が減少傾向にあります。合わせ
て、ブロック数は友達追加件数の約半数であることは
変わらず、784件の友達追加に対して、349件のブロッ
ク数となりました。

　プッシュ通知によってイベント告知が行えるため、
集客が必要な事業の効果的な情報発信ができました。
また、台風・大雨情報や不審者情報など、市民の生活
に直結する情報も適宜発信し、防災・防犯啓発をする
ことができました。

課題に対する改善・改革案

　これまで通り、転入者への登録勧奨を継続し、これに加えて市広報紙令和7年3月号の裏表紙で登録勧奨を行
うなど、友達追加件数の増加につなげるための施策を行います。また、ブロック数削減のために、市民の皆さ
んにとって有意義な情報を発信することに努め、プッシュ通知による煩わしさを少しでも抑えるため、一日の
配信数を2回（緊急時は除く）に限定します。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　求められている情報を素早く的確に伝えることは市
の責務である半面、情報発信回数が多くなり、プッ
シュ通知が煩わしいためか、ブロックされ、伝えたい
情報が届かなくなってしまいます。
　令和5年4月1日～令和5年12月31日までで友達追加数
が1,023件あったのに対して、ブロック数は424件と友
達追加数の約半数となっています。

　市が情報発信を行う手段として、広報紙、ホーム
ページ、フェイスブック、LINEと複数の手段を持つこ
とで、市民が必要な情報を受け取る機会を増やすこと
ができます。特にLINEは、登録者に対してプッシュ通
知で情報発信することができるため、登録者の関心の
ある情報をより効果的に伝えることができます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

需用費 事務用品費 8,910

役務費 通信運搬費 39,600

使用料及び賃借料 電算ソフト使用料 924,000
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2 1 7一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 電子計算費

公式ホームページ運営事業
単位：円

大事業 ホームページ管理運営事業費 担当 総務部人事秘書課広報広聴係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

HP簡易アンケート
(情報が足りないの割合)

1,794,000 1,785,960

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 33.4％（3月31日現在） 実績 55.1％（3月31日現在）

220,000 1,565,960

実績

指標③

目標値 25％以下 目標値 70％以上 目標値

8,040

指標② HP簡易アンケート
(内容は分かりやすかったの割合)

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市公式ホームページは、大雨や台風などの緊急時の情報発信の際に市からの情報発信の主たる方法としての
役割があるのはもちろん、市民の暮らしに役立ったり、市民が安心できたりするように市の事業などの情報を
掲載しています。市役所の各部署がページを作成・更新し、ホームページ管理部署が承認すると市公式ホーム
ページに掲載され、情報発信される仕組みになっています。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　簡易アンケートの結果から3年続けて「情報が足りな
い」「内容は分かりにくい」という評価を受けていま
す。

　市民のイベントや講座への参加促進や、より良い暮
らしのための情報及び災害時等における緊急情報の発
信を行いました。

課題に対する改善・改革案

　市公式ホームページは福津市の主たる情報発信媒体であるものの、簡易アンケートの結果からも市民の皆さ
んの評価が高いとは言えません。高い評価を得ている他自治体のホームページを参考にし、どのようにすれば
分かりやすく充足した情報を発信することができるのか検討および職員への周知を行うことで、情報の充実を
図ります。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　ウェブなどによる情報発信は年々その重要度が増し
ています。しかし、令和2年度から現在のホームページ
システムを使用しているにもかかわらず、未だに更新
方法がわからない職員が少なからずいるため、今後の
情報発信の充実のためにもホームページ運用体制を整
える必要があります。

　大雨や台風などの緊急時の情報発信の際に主たる情
報発信媒体としての役割を担い、市民のより良い暮ら
しのための情報及び市民のイベントや講座への参加促
進を行います。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 ホームページ保守委託料 1,785,960
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2 1 5一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 財産管理費

庁舎改修事業
単位：円

大事業 庁舎改修事業費 担当 総務部管財課管財係

福津市公共施設等総合管理計画

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

当該年度の改修に係る進捗度

25,900,00035,751,000 35,751,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 100% 実績

9,851,000

実績

指標③

目標値 100% 目標値 目標値

0

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　庁舎本館は、昭和56年度に建設されており老朽化が進んでいます。庁舎は行政運営上、必須の施設であり、
機能保全及び災害時にも充分な機能が果たせるよう適切に維持管理を行うことが必要です。福津市公共施設等
総合管理計画の考え方に基づき長寿命化を図るため、令和6年度は本館エレベーター改修工事(平成５年度設置)
を行います。庁舎本館に設置している火災報知器は、経年劣化が進んでいることから、万が一火災が発生した
際に正常に作動し、被害を最小限に抑えることができるよう、新しい機器に交換します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　庁舎本館は昭和57年2月に完成し、築後40年以上経過
しており、設備等の老朽化が進んでいます。今後も、
公共施設等総合管理計画の考え方に基づき、改修等を
計画的に実施していく必要があります。

　更新時期を迎えた本館エレベーターの更新を行い、
今後の安定稼働や安全性を確保することができまし
た。
　また、経年劣化の進んだ本館火災報知器の交換も行
い、今後の正常な作動を確保することができました。

課題に対する改善・改革案

　庁舎本館の老朽化が進んでいるため、本館の改修等を計画的に実施していきます。また、その計画において
は、脱炭素社会を目指すZEB化の取組みも検討していきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　庁舎本館は昭和57年2月に完成し、築後40年が経過
し、設備等の老朽化が進んでいます。今後は、公共施
設等総合管理計画の考え方に基づき、改修等を計画的
に実施する必要があります。

　更新時期を迎えた本館エレベーター及び火災報知器
を更新することで、庁舎設備の品質を維持し、安全性
を確保します。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

使用料及び賃借料 備品借上料 221,000

工事請負費 火災報知設備工事費 880,000

工事請負費 エレベーター改修工事費 34,650,000
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2 1 5一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 財産管理費

公共施設包括管理事業
単位：円

大事業 公共施設包括管理事業費 担当 総務部管財課公共施設マネジメント係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

包括管理の導入施設数

8,000 36,000390,453,000 384,938,384

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 123 実績

11,840,444 373,053,940

実績

指標③

目標値 123 目標値 目標値

5,514,616

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　令和6年4月より公共施設123か所を対象に包括管理業務委託を導入します。
　包括管理事業者は、施設管理の専門業者として、対象となる公共施設（建物等）の保守管理業務全般及び巡
回点検を実施し、日々の業務の中で把握したものや随時発生する不具合に対して修繕等の対応を行います。こ
れらの業務を通じて、管理品質の向上及び安全性の確保を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　本年度から包括管理業務委託を導入しましたが、市
の保有する建物等の多くは建築後年数が経過し、老朽
化が進んでいる状況です。
　次年度以降も公共施設の安全性を保ち維持管理の質
を確保するため、より効果的・効率的な実施方法を継
続して検討する必要があります。

　包括管理事業者が現場で対応できる軽微な修繕や不
具合に対する初期対応、修繕業務を施設管理課と調整
しながら実施し、効果的に修繕対応を行うことができ
ました。
　また、保守管理業務や小規模な修繕等を包括管理事
業者に、予算管理等を管財課に集約することで、施設
管理担当職員の業務負担を軽減することができまし
た。

課題に対する改善・改革案

　包括管理業務がより効果的・効率的に実施されるよう各委託業務の実施状況を踏まえて調整を行い、市内公
共施設の維持管理の質の確保を図ります。
　また、包括管理事業者と連携して建物に関する情報等を関係各課と共有し、今後の計画策定等にも活用を図
ります。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　福津市の保有する公共施設（建物等）の多くは建築後
年数が経過し、今後、老朽化が進んでいくことが課題と
なっています。これらの状況を踏まえ、市には公共施設
を安全に利用できるよう、維持管理の質の確保が求めら
れています。公共施設の維持管理は職員が担当してお
り、人事異動等によるノウハウの継承も課題となってい
ます。また、老朽化により求められる知識経験の水準も
高くなることから、維持管理の質の確保の困難さが増し
ていくことが考えられます。

　施設管理の専門業者である包括管理事業者は、対象施
設全ての巡回点検を行うことで、建物等の現状把握を行
い、その中で把握したものや随時発生する不具合につい
て適切な措置を講じることで、公共施設の安全性に関わ
るリスクの低減を図ります。
　保守管理業務や小規模な修繕を包括管理事業者が行う
ことで、施設管理担当職員の維持管理に係る業務負担を
軽減します。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

旅費 普通旅費 3,320

委託料 公共施設包括管理保守委託料 280,268,091

委託料 公共施設包括管理マネジメント委託料 73,981,748

委託料 公共施設修繕委託料 30,685,225
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2 1 1一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 一般管理費

行政評価推進事業
単位：円

大事業 行政経営推進事業費 担当 経営企画部経営戦略課経営戦略係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

委員会開催

906,000 802,158

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 7回 実績

802,158

実績

指標③

目標値 7回 目標値 目標値

103,842

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　まちづくり計画・行財政改革における市の取り組みに対し、ＰＤＣＡサイクルを前提とした改善を目的に進
捗評価を行います。事務事業評価レベルにおける市内部の自己評価を基礎として、福津市みんなですすめるま
ちづくり基本条例第14条第2項に基づく外部評価である行政評価委員会や、市民意識調査を通じて、市民・有識
者の評価を反映します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　市民意識調査は回答数確保を目的に回答者の負担軽
減を図るため、昨年度に引き続き、設問数が増加しな
いよう調整を行いましたが、回答数は前年と比べて減
少してしまいました。
　行政評価委員会での施策評価は22施策のうち2施策の
評価を行いましたが、限られた時間の中で工夫して幅
広くしていく必要があります。

　行政評価委員会では、行財政改革大綱実施計画の取
り組みに加え、今年度からまちづくり基本構想の施策
に対する評価を実施しました。委員と担当部課職員に
よる対話形式で評価を行い、委員からの方向性の示唆
をまとめた答申を頂くことができました。また、令和5
年度の評価対象となった取り組みについて、担当課か
らその後の報告を行う機会を設け、答申結果を改善に
つなげる取り組みを行いました。
　行政評価委員会と市民意識調査の結果は、庁内で共
有をして改善策の検討などに役立ててています。

課題に対する改善・改革案

　市民意識調査においては、より多くの回答を得るための方策を実施する必要があります。これまで設問数の
調整で対応してきましたが、設問内容の再検討や回答の動機付けとなる方策が必要です。行政評価委員会は施
策評価のウェイトを増やせるよう、検討をすすめていきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　行政評価は、市内部で行う自己評価に加え、外部
（市民や有識者）の視点からの評価を行う必要があり
ます。行政評価委員会においては、施策展開や事業な
どの改善に向けてより効果的な評価をいただくこと、
市民意識調査においてはより多くの市民からの回答を
いただくことが課題であるといえます。

　市の施策展開や事業などを有識者や市民の視点から
評価をいただくことにより、改善につなげ、まちづく
り計画や行財政改革大綱の取り組みをより効果的に推
進していきます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報酬 行政評価委員会委員報酬 225,000

旅費 行政評価委員会委員費用弁償 82,000

需用費 事務用品費 13,860

役務費 通信運搬費 481,298
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2 1 13一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 地方創生費

地方創生促進事業
単位：円

大事業 地方創生事業費 担当 経営企画部経営戦略課経営戦略係

まち・ひと・しごと地方創生総合戦略

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

地方創生効果検証会議の開催

260,000 127,500

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 2回 実績 策定

127,500

実績

指標③

目標値 2回 目標値 策定 目標値

132,500

指標② 次期戦略策定

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　第2期福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略に沿った地方創生に資する事務事業を点検・評価し、事務事業
の改善や総合戦略の進捗確認、必要に応じて総合戦略の見直しを行うため、外部の有識者で構成する地方創生
効果検証会議を開催します。令和6年度においては、併せて政府のデジタル田園都市国家構想総合戦略を加味し
た第3期市総合戦略の策定に向けて庁内で検討し作成する骨子案に対し意見聴取を行います。骨子案検討及び人
口ビジョンの見直しにあたっては有識者の助言も求めながら、すすめていきます。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　国の動向として、新政権発足に伴い令和6年11月に新
しい地方経済・生活環境創生本部が組織され、まち・
ひと・しごと創生総合戦略(地方創生1.0)の後継となる
地方創生2.0の基本構想が令和7年6月に示されました。
地方創生2.0の基本的な考え方の中には「地域の多様な
主体」の参画の必要性が強調されています。

　第3期総合戦略の策定にあたっては、庁内検討会議を
立ち上げて骨子案を作成し、地方創生効果検証会議の
メンバーから意見を頂き、本文への反映を行いまし
た。人口ビジョンの見直しについてはこれに加え、県
調査統計課が実施しているデータ利活用支援を利用
し、有識者から意見を頂きました。

課題に対する改善・改革案

　今後、国の新たな総合戦略が策定される予定です。市としてもその動向を注視し、本市の状況との整合性を
見極めながら、必要に応じ市の総合戦略の見直しを検討していきます。
　また、地方創生効果検証会議の効果的な手法について研究していきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進交
付金）事業については、外部組織などによる効果検証
を行い、事務事業の改善や総合戦略の進捗確認、必要
に応じて総合戦略の見直しを行うよう国から求められ
ています。

　外部有識者から意見をいただくことで、事務事業の
改善や総合戦略の進捗確認、見直しの必要性について
検討を行うことができます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

報償費 委員謝金 127,500
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2 1 5一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 財産管理費

企業版ふるさとづくり寄附金促進事業
単位：円

大事業 共働のふるさとづくり寄附金事業費 担当 経営企画部経営戦略課企画係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

寄附額

168,000 0

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1,200千円 実績 実績

指標③

目標値 1,000千円 目標値 目標値

168,000

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　本市の地方創生の推進にあたっては、国の地方創生推進交付金を主な財源として取り組むとともに、新たな
財源を確保する観点から、企業版ふるさとづくり寄附金の活用を図ってきました。企業版ふるさと納税の仕組
み構築から3年が経過し、徐々に取り組みが広がりつつある中で、今後は継続的な財源確保に向けてリピーター
確保に取り組むとともに、新規寄附事業者の開拓に向けて更なる広報活動を行います。また、企業版ふるさと
納税は単に財源として寄附をいただくだけでなく、企業との連携を模索するきっかけにもしていきます。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　毎年、継続（リピーター）でご寄附をいただいてい
る企業はありますが、毎年新規に相談を受ける企業は
伸び悩んでいます。
　市長のトップセールスによるPRだけでなく、市のPR
イベントなどに合わせて市の地方創生の取り組みを企
業に積極的にPRする予定でしたが、なかなか企業と繋
がる機会がないのが実情です。

　令和6年度は企業から7件の問い合わせがあり、内3
件、合計1,200,000円の寄附を受けることができまし
た。そのうち1社は前年度から引き続き寄附をいただ
き、2社が新たに寄附いただいた企業となります。

課題に対する改善・改革案

　全国的には企業版ふるさと納税の寄附額が伸びていますが、自治体間では、パイの取り合いとなっているの
が現状です。今後は、職員が直接実施するPRだけでなく、業務委託による企業版ふるさと納税促進に取り組
み、さらなる寄附額の拡大と寄附企業の増加に努めます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　企業版ふるさと納税の仕組み構築から3年が経過し、
寄附いただいた企業数は徐々に伸びていますが、寄附
額全体は伸び悩んでいます。

　引き続き、寄附目標額の達成を目指すとともに、地
方創生の推進に努めます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

-124-



2 1 7一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 電子計算費

基幹系システム更新事業
単位：円

大事業 電算システム維持管理事業費 担当 経営企画部情報化推進課情報化推進係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

Fit＆Gap実施

32,549,000 32,549,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1 実績

32,549,000

実績

指標③

目標値 1 目標値 目標値

0

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　各自治体は、行政サービスを効率的に行うための基幹業務システムを導入していますが、各自治体はそれぞれそのシス
テムをカスタマイズしています。このため、法改正や制度の変更の度に多大な改修費がかかっています。国は、これらの
うち20業務を令和7年度までにカスタマイズをしない標準システムに更新し、セキュリティの高いガバメントクラウドを利
用するように決めました。本事業はこれに基づく更新事業です。令和6年度は、現行システムとの差異を洗い出し、標準化
後の機能に合わせたプロセスを検討するFit＆Gapを実施します。該当する事業は、本事業の中では基幹系システムのうち
住民記録・印鑑登録事務について標準化の実施、選挙人名簿管理・固定資産税・個人住民税・法人住民税・軽自動車税・
就学・国民年金・国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険・生活保護・児童手当・児童扶養手当・子ども子育て支援・
申請管理機能・団体内統合宛名機能です。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　各事業において、Fit&Gapを実施し、ベンダーが各部署
において標準化に向けて対応すべきことを教示しまし
た。
　令和7年1月に印鑑証明と住民記録については、計画通
り先行して標準化を行いました。標準システムでは、異
動の事由が変更され、「婚姻」、「離婚」等が「個人職
権修正」と表記され、わかりづらくなっています。
　ガバメントクラウドの費用面については、調整が続い
ています。

　様式などが変更になるため、その対応を各部署が把
握しました。令和7年1月に印鑑証明と住民記録につい
ては、計画通り先行して標準化を行いました。
　ガバメントクラウドの回線の費用については、複数
の方法を比較し最も支出が抑えられる方法を選択しま
した。

課題に対する改善・改革案

　令和7年1月に標準システムになり、わかりづらくなった住民記録の事由については、今後はシステム内の記
入欄に入力することで対応しました。標準システムは、カスタマイズができないため以前と同じ表記にでき
ず、また、過去の異動については一律に機械で変更することができないため、必要な部署が前後の異動を確認
して判断するようにしました。今後も他の業務について令和8年2月の標準化に向けて調整していきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　令和7年度に標準システムに移行するために、業務フ
ローがそのままでいいところと、変えなければいけな
いところを確認しなくてはいけません。
　制度改正の改修等において、担当職員が様式を調整
をするなど事務負担が増え、本市独自のカスタマイズ
に対する更新の委託料は高額になっています。

　システムの変更による業務のフロー、帳票や画面の影響を
知ることができます。
　令和7年度に全国で統一的に実施されることで、市民の手
続きも簡素化され、時間短縮・合理化が期待されます。カス
タマイズがなくなるため、今後の制度改正における改修費の
軽減されます。
　ただし、導入後は、ガバメントクラウド化によるクラウド
使用料、回線使用料など新たな支出が見込まれます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 基幹系システム更新委託料 32,549,000
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2 1 7一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 電子計算費

戸籍システム更新事業
単位：円

大事業 電算システム維持管理事業費 担当 経営企画部情報化推進課情報化推進係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

Fit＆Gapの実施

2,632,000 2,631,200

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1 実績

1,960,000 671,200

実績

指標③

目標値 1 目標値 目標値

800

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　各自治体は、行政サービスを効率的に行うための基幹業務システムを導入していますが、各自治体はそれぞれそ
のシステムをカスタマイズしています。このため、法改正や制度の変更の度に多大な改修費がかかっています。国
は、これらのうち20業務をR7年度までにカスタマイズをしない標準システムに更新し、セキュリティの高いガバメ
ントクラウドを利用するように決めました。本事業はこれに基づく更新事業です。R6年度は、戸籍・戸籍附票事務
について、現行システムとの差異を洗い出し、標準化後の機能に合わせたプロセスを検討するFit＆Gapを実施しま
す。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　標準システムになると変更される箇所をベンダーから
職員に情報共有しました。
　戸籍のふりがな記載の対応など、法的な改正も併せて
標準化を進めました。本市の市民のふりがなデータ（住
民票）は、迅速に検索するため、合併前から濁音をなく
したり、拗音（ようおん）（「ゃ」「ゅ」「ょ」
「っ」）を大きな文字で入力していましたが、来年度、
戸籍への振り仮名記載において戸籍に記載された人に仮
振り仮名を通知をするため、前段階として住民データ
（住民票）の修正が必要になりました。
　外字の整理が必要で、外字をなくす作業である同定作
業も引き続き行っていきます。

　ふりがなの拗音対応については修正対象リストを作
成し、RPAで補助して4,000件強の住民データ（住民
票）を短期間で修正しました（例：きんじよう　しよ
うこ→きんじょう　しょうこ）。令和7年度に、戸籍に
記載された人を対象に通知を送付し確認を行います。
　外字の整理については、居住する市民については完
了していますが、過去のデータや市外の人のものの一
部が終わっていません。国が外字同定のツールを作成
していますが、これがバージョンアップしたため、そ
れを活用することにしています。

課題に対する改善・改革案

　ふりがなの対応については修正対象リストを作成し、RPAで補助して4,000件強の住民データを短期間で修正
しました。令和7年度に、戸籍に記載されている人に対し仮ふりがな通知を送付し確認を行い確定します。
　引き続き、令和8年2月の標準化に向けて、外字の整理についても調整していきます。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　R7年度に標準システムに移行するために、業務フ
ローがそのままでいいところと、変えなければいけな
いところを確認しなくてはいけません。

　システムの変更による業務のフロー、帳票や画面の
影響を知ることができます。
　R7年度に標準システムに移行されれば、全国で統一
的に実施されることで、市民の手続きも簡素化され、
時間短縮・合理化が期待されます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 戸籍システム改修委託料 2,631,200
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2 1 7一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 電子計算費

健康管理システム更新事業
単位：円

大事業 電算システム維持管理事業費 担当 経営企画部情報化推進課情報化推進係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

データ移行検証

4,752,000 4,752,000

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 1 実績

4,752,000

実績

指標③

目標値 1 目標値 目標値

0

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　各自治体は、行政サービスを効率的に行うための基幹業務システムを導入していますが、各自治体はそれぞれその
システムをカスタマイズしています。このため、法改正や制度の変更の度に多大な改修費がかかっています。国は、
これらのうち20業務をR7年度までにカスタマイズをしない標準システムに更新し、セキュリティの高いガバメントク
ラウドを利用するように決めました。本事業はこれに基づく更新事業です。本事業についてはR5年度中に現行システ
ムとの差異を洗い出し、標準化後の機能に合わせたプロセスを検討するFit＆Gapを実施しています。R6年度は、デー
タ移行してもシステム利用に支障が起きないようにするデータベース内のクレンジング、データ移行検証を実施しま
す。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　各担当部署とシステム提供業者にてFit&Gapを実施した
ところ、標準化の影響によって表現が変わったり、対応
できなくなるデータがあることが判明しました。
　また、将来のガバメントクラウドについては、クラウ
ド使用料、回線使用料など新たな支出が見込まれます。

　Fit&Gapの結果、担当部署において標準化に向けた対
応が必要な内容を教示しました。
　ガバメントクラウドの回線の費用については、複数
の方法を比較し最も支出が抑えられる方法を選択しま
した。

課題に対する改善・改革案

　標準化システムは国が定めた標準仕様になっていることから、現行のシステムをカスタマイズできないた
め、表現が変わったり、対応できなくなるデータが今後発生します。標準化仕様により記載されなくなるが必
要な項目については、自由記載の領域に記載するなどの対応をする方針です。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　標準化されたシステムに移行するため、今までのシ
ステムのデータを変換できるようにするクレンジング
を行い、移行、検証をする作業が必要です。

　システム内部のパラメーターなどを適正に変更し、
R7年度に標準化されたシステムに移行できるようにし
ます。
　システムが統一化されることで、健康診査データの
比較が全国で容易になるメリットもあります。
　ただし、導入後は、他の基幹系と異なるガバメント
クラウドとなる見込みで、クラウド使用料、回線使用
料など新たな支出が見込まれます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 健康管理システム更新委託料 4,752,000
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2 3 1一般会計 （款） 総務費 （項） 戸籍住民基本台帳費 （目） 戸籍住民基本台帳費

市民窓口改善事業
単位：円

大事業 戸籍住民基本台帳一般管理費 担当 市民生活部市民課市民係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

利用者満足度

31,201,000 31,131,100

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 4.74 実績

16,469,800 14,661,300

実績

指標③

目標値 4.8 目標値 目標値

69,900

指標②

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　平成30年度末から住民異動や諸証明発行等窓口業務の一部、平成31年度からは総合案内業務について、民間
委託契約を行っており、民間企業のノウハウを活用し、スムーズで満足度が高い窓口業務の実施に努めていま
す。窓口業務を一部委託することにより、職員は相談業務や、判断を必要とする事案、また交付率が80％を越
えたマイナンバーカード関連業務等の事務に集中して対応することができます。現在の委託契約は令和6年度中
に期間終了を迎えるため、窓口業務の安定した体制を維持・向上できるような委託業者選定を行い、市民サー
ビスの更なる向上を図ります。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果

　前回は指名型プロポーザルで業者選定を行いました
が、今回は公募型プロポーザルを行い、令和7年2月か
ら令和10年1月末までの新たな委託契約を締結しまし
た。審査の結果、現委託業者が契約相手方となりまし
た。
　窓口業務を委託することで職員の分業が進んだこと
による課題として、担当以外の窓口業務に対して実践
的な経験が少なくなり、窓口対応に差が出るおそれが
あります。

　目標値は下回りましたが、前年度より利用者満足度
は上昇しており、質の高い安定的な窓口サービスを実
現することができました。また、正規職員は戸籍の届
出、相談業務やマイナンバーカード関連等の事務に注
力することができました。

課題に対する改善・改革案

　窓口対応に差が出ないようにするために、窓口ＯＪＴ研修を実施したり、法務局主催の研修を受講したりし
ています。また、現在の市民課には窓口業務委託が導入される以前に在籍していた職員がいるため、その職員
に事務処理の仕方を学び、ノウハウが引き継がれていくようにしています。委託事業者とは定例会を開催する
などして職員と情報共有し、連携することにより問題解決や事務の改善を行い、質の高い窓口業務の実施に努
めています。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　現在の委託契約が令和6年度中に終了するため、年度
内に委託業者選定を行い、業務を移行します。業者選
定、契約事務、業者間の引継ぎを円滑に行う必要があ
ります。

　窓口の混雑状況に応じ、弾力的に必要な人員を確保
できること、また、経験豊富なスタッフが対応するこ
とから、質の高い安定的な窓口サービスを提供するこ
とができます。また、委託業者と職員が情報共有し、
連携することにより問題解決や事務の改善を随時行う
ことが成果として見込まれます。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

委託料 窓口業務委託料 31,131,100
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3 1 1一般会計 （款） 民生費 （項） 社会福祉費 （目） 社会福祉総務費

納骨堂建替事業
単位：円

大事業 納骨堂管理運営事業費 担当 健康福祉部福祉課福祉総務係

翌年度
繰越額

不用額

基本方針

分野別計画等 福津市行財政改革大綱

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他 一般財源
予算現額 決算額

財源内訳

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）

　市営納骨堂は昭和36年に建設され、すでに62年が経過していることから、施設の老朽化は深刻な状況となっ
ています。利用者の安全確保のためにも、早急な建替えが必要であることから、市営納骨堂と同敷地内の社協
納骨堂を解体し、新たな納骨堂を建設するとともに、駐車場等を含めた一体的な整備を実施します。令和6年度
は、昭和町22号セットバック分筆及び地目変更業務（市負担）、新納骨堂の建設工事及び及び監理業務（社協
負担）を行います。

事業の達成度を測る指標

指標① 事業の進捗率 指標②

282,905,985 183,635,015492,841,000 309,205,985 26,300,000

指標③

目標値 100% 目標値 目標値

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）

　平成28年度に策定した「福津市行財政集中改革プラ
ン」にて、市営納骨堂の受益者負担による建替え及び
民営化が決定しました。また、平成31年3月に市営納骨
堂の建替えに関する利用者の意向調査を行ったとこ
ろ、約8割の回答者のうち約9割が新納骨堂の利用を希
望されました。

　老朽化が著しい市営納骨堂と同敷地内の社協納骨堂
について、一体的な整備による経費の削減を図るとと
もに管理費を徴収することにより、利用者にとって持
続的な遺骨の管理が可能となります。

実績 100% 実績 実績

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

【事後】課題 【事後】成果

　新納骨堂は、令和8年4月頃供用開始予定ですが、新
納骨堂の駐車場整備は、社協納骨堂解体工事後の令和9
年3月完了予定のため、一時的な駐車場の不足が課題で
す。

　令和6年度は、市営納骨堂解体等工事、新納骨堂実施
設計、使用者説明会（3回）が完了し、新納骨堂の建築
工事が開始しています。

課題に対する改善・改革案

　早期の駐車場確保のため、進捗に遅れが生じないように管理が必要です。

役務費 広告料 51,905

役務費 通信運搬費 232,120

使用料及び賃借料 駐車場用地借上料 219,960

委託料 分筆登記委託料 330,000

委託料 解体工事監理委託料 3,630,000

貸付金 納骨堂建替事業貸付金 280,940,000

負担金・補助及び交付金 納骨堂建替事業負担金 2,214,000

工事請負費 建築物解体工事費 20,537,000

貸付金 納骨堂建替事業貸付金 1,051,000
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2 1 5一般会計 （款） 総務費 （項） 総務管理費 （目） 財産管理費

共働のふるさとづくり寄附金促進事業
単位：円

大事業 共働のふるさとづくり寄附金事業費 担当 経済産業部商工振興課物産振興係

予算現額 決算額
財源内訳 翌年度

繰越額
不用額

基本
構想

テーマ別目標像 ８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

寄附件数

178,036,000 141,153,024

一般財源国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他

実績 11,214件 実績 249,474,801円

141,153,024

実績

指標③

目標値 40,000件 目標値 700,000,000円 目標値

36,882,976

指標② 寄附金額

事業の内容（具体的なやり方、手順等。複数年度事業は全体像を記入）
　広くふるさと寄附金を募って収入を増加させるとともに、地場産品および市の魅力を発信します。
ふるさと寄附金事務に関しては、下記の事を行います。
・募集WEBサイトに掲載して寄附を受付　　・魅力ある返礼品の掲載　  ・サイトの充実　　・広告PR
・寄附者にお礼状・受領証明書等を発送　 ・市外在住寄附者に対して返礼品を提供    　　・ワンストップ特例申請受付
など
　これにより、主に市外在住者から寄附をしてもらい、市税を増加させます。また、地場産品を返礼品として提供するこ
とで地場産品および市の魅力を発信します。尚、ふるさと納税業務の効果的な運用を行うため、業務を一部委託します。

事業の達成度を測る指標

指標①

【事後】課題 【事後】成果
　令和5年10月のルール改正により、全体的な寄附額に対す
る経費率を下げる必要があり、結果的に返礼品代の割合を下
げざるを得ず、寄附者離れを生むこととなりました。また、
全国的に返礼品の需要が多様化する中で日用品の需要が高
まったことから、本市における受け皿がなく、寄附受入先と
して選ばれる機会が減ったことも、寄附額減少の要因となっ
ています。

　令和5年度に比べて寄附額及び寄附件数ともに減少するこ
ととなりました。
　現在の条件では寄附額を伸ばすことが難しいことが明らか
となり、抜本的な見直しを行う必要性が明確となりました。
その中でも、ワンストップオンライン申請に対応するシステ
ムを導入することができたことは、全国的な流れに対応する
ことができた成果として挙げられます。

課題に対する改善・改革案
　ルール改正が行われた上で、如何に返礼品代を寄附額の3割に近づけられるかが、寄附増額のための一つの指標となりつ
つあります。これに対応するために、寄附額を含めた全体経費の見直しを行う必要があります。また、令和7年9月末のポ
イント制廃止に起因する駆け込み寄附に対して、本市が受け皿となれることが直近の改善策となります。さらに、ポイン
ト制が廃止された後に寄附者がどのような視点で寄附先を選んでいくか動向を注視し、その需要を満たせる返礼品や企画
を立案していく必要があります。

【事前】課題（事業実施前の課題） 【事前】成果（事業の実施により見込まれる成果）
　ふるさと納税の全国的な状況として、自治体間競争が激化
しており、寄附を大きく伸ばしている自治体と寄附額が減少
している自治体の二極化が進んでおり、その傾向がさらに顕
著になってきています。また、総務省告示第244号（令和5年
6月27日告示）によりふるさと納税寄附金の50%ルールがより
厳格化されたことから、今後寄附額の維持あるいは増加を目
指すためには、市が一丸となり取り組みを強化する必要があ
りますが、市の産業特性上、地場産品の在庫確保や高付加価
値化が大きな課題となっています。

　令和5年度におけるふるさと納税制度の見直しに伴い、今
後の寄附増加に向けて困難さが非常に増しましたが、令和6
年度は関係部署および関係事業者との連携を強化するなど、
寄附促進のための取り組みを強化します。これにより、更な
る市税収の増加、地場産品の認知度向上、市の魅力発信をす
ることが可能となります。

事業費の内訳

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

給料 会計年度任用職（人事秘書課） 449,124 委託料 ふるさと納税包括業務委託料 37,591,209

職員手当等 通勤手当（人事秘書課） 2,000 委託料 ふるさと納税業務管理システム保守委託料 451,000

職員手当等 地域手当（人事秘書課） 44,915

共済費 雇用保険料（人事秘書課） 6,800

報償費 記念品代 96,805,149

旅費 普通旅費 44,750

需用費 消耗品費 98,998

役務費 広告料 803,457

需用費 印刷製本費 2,997,940

役務費 通信運搬費 1,857,682
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（一般会計） (千円)

国県補助金 繰入金 地方債 その他 一般財源

1
子どもの権利を守り、多様な子ども
の居場所や主体的な参加の機会を促
進する

6,448,071 2,422,439 264,633 1,204,000 166,011 2,390,988

2
子育て中の親を支援する環境を充実
させる 2,688,145 1,809,317 57,585 0 24,308 796,935

3
豊かな体験を育み、社会に開かれた
教育を推進する 91,005 12,929 47,505 0 296 30,275

1
郷づくりによる地域自治の推進を支
援する 156,568 0 1,407 5,900 159 149,102

2
郷づくりの担い手育成と幅広い市民
参加を促進する 15,277 0 0 0 0 15,277

3
さまざまな個人や団体間の共働を推
進する 65,032 7,519 19,577 0 1,289 36,647

1
日常の中での健康づくりの取り組み
を推進する 2,525,937 487,117 23,482 225,000 41,102 1,749,236

2
生涯学習や活躍の機会を通じた生き
がいを増進する 572,313 2,817 25,780 275,700 12,408 255,608

3
すべての人の自己決定や意思尊重を
大切にするしくみを育てる 4,540,811 2,639,818 23,002 0 18,037 1,859,954

1
災害に強いインフラ整備と地域防災
力を強化する 875,848 4,089 0 9,500 10,857 851,402

2
暮らしやすさを実感できる生活基盤
を整備する 1,321,002 280,089 103,713 221,750 3,803 711,647

3
社会資本の有効活用と改善の推進体
制を整備する 9,015 260 0 0 0 8,755

1
受け継がれてきた自然を守り、育て
る 124,633 68,263 2,635 17,600 6,191 29,944

2
福津の環境を受け継ぐ子孫のため
に、地球温暖化を緩和する 4,384 0 0 0 2,985 1,399

3 快適な生活環境をつくる 1,123,074 767 149,628 0 190,492 782,187

4
環境を守るための地域共働のしくみ
をつくる 181 0 149 0 0 32

1
農水産業分野の収益性を向上させ、
担い手を育てる 373,726 155,456 7,346 72,250 31,756 106,918

2
多様な産業が連携し、地産地消を促
進する 35,468 0 0 13,400 9,553 12,515

3
起業・継業促進と事業所誘致で、働
く場を増やす 59,197 0 2,327 0 35,100 21,770

1
国内外の人が何度も訪れたくなる魅
力を磨く 41,681 16,962 3,342 0 0 21,377

2
観光拠点を整備し、観光消費額を拡
大する 44,801 179 1,136 0 365 43,121

3
ブランドの構築や管理、販売促進の
ための活動を強化する 10,389 2,333 0 0 0 8,056

8 9,210,959 265,913 27,544 25,900 462,018 8,429,584

30,337,517 8,176,267 760,791 2,071,000 1,016,730 18,312,729

基本方針 事業費
財源内訳

1

共育：誰も
が「未来の
創り手」と
して育つま
ち

まちづくり計画推進にあたっての基本的な考
え方

合　計

　　　基本構想７つのテーマ別事業費

5

環境保全：
自然・歴
史・景観な
どの資源が
守られ生か
されるまち

6

地域産業：
地域の産業
が経済を支
えるまち

7

観光振興：
福津の魅力
を生かした
持続可能な
観光のまち

2

地域自治：
人がつなが
り活躍する
共助と共働
のまち

3

健康：健康
で生き生き
と暮らせる
まち

4

安全安心：
安全・安
心・快適に
住み続けら
れるまち

テーマ別目標像
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